


 
 

 

 

序     文 

 

 

独立行政法人国際協力機構は、ミャンマー連邦共和国のヤンゴン市渡河船整備計画にか

かる協力準備調査を実施することを決定し、同調査を水産エンジニアリング株式会社に委

託しました。 

 

調査団は、平成 24 年 6 月から平成 25 年 3 月までミャンマーの政府関係者と協議を行うと

ともに、計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報

告書完成の運びとなりました。 

 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立

つことを願うものです。 

 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げま

す。 

 

平成 25 年 3 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

経済基盤開発部 

部長 三浦 和紀 
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要     約 

 

①国の概要 

ミャンマー連邦共和国（以下、「ミ」国という）は、北緯 10 度から 28 度、東経 92 度から

102 度の間に位置し、国土は南北に長く、面積は 68 万平方キロで、日本の約 1.8 倍である。

中国・タイ・ラオス・インド・バングラデシュと国境を接し、境界線の総延長距離は約 4,600km

に達する。海側はマルタバン湾・ベンガル湾・インド洋と面しており、海岸線の総延長は

約 2,000km である。国土の大半が熱帯又は亜熱帯に属するが、気温や降水量は地域による差

異が大きい。 

国土の中央を「ミ」国北端でヒマラヤ山脈の南端を源泉とし、マルタバン湾に注ぐエー

ヤワディー川が縦断している。ヤンゴン川はその分流で、ヤンゴン市は「ミ」国 大の都

市であり、河川の船舶輸送は、「ミ」国における重要なインフラとなっている。 

 

「ミ」国の名目 GDP は約 502 億ドル、一人当たりの GDP は 800 米ドルであり、経済成長

率は 5.5%、物価上昇率は 6.7%、失業率約 4%である（IMF, 2011）。GDP 内訳は、一次産業が約

4 割強、二次産業が約 2 割、三次産業が約 4 割弱であり、主要産業は農業で、農地の 60%を

水田の稲作が占める。 

主要な輸出品目は、農産物（米など）、天然ガス、ルビー等宝石、チーク等木材で、主な

輸入品目は、石油、機械製品、工業製品、金属である。 

「ミ」国の人口は、6,242 万人（IMF, 2011）であり、増加率は年率 1.3%～2.4%である。ヤン

ゴン及び周辺地域については、「ミ」国全体より人口増加率は高い。 

 

②プロジェクトの背景、経緯及び概要 

エーヤワディー川及びその他の大きな河川では、貨物船や貨物バージが長距離河川輸送

に従事している。一方で、大小様々な渡河船が河川の両岸を行き来し、乗客を運んでいる。 

「ミ」国の内陸水運事業は、運輸省傘下にある内陸水運公社（Inland Water Transport : 以下

IWT という）が担当しており、内陸水運による貨物輸送、旅客輸送、フェリー事業のほか、

造船所を有し、自船の修理、小型船舶の建造もおこなう。特にフェリー事業は、地域住民

のライフラインとなっている。 

 

 本プロジェクトの対象フェリーは、ヤンゴン中心部とヤンゴン川対岸の住宅地であるダ

ラー地区を結ぶフェリーであり（以下、ダラーフェリーという）、主にダラー地区及び周辺

農村部からのヤンゴン市内への通勤通学等の移動のため、1 日あたり 3 万人以上が利用して

いるルートである。しかし、特に朝夕のピーク時には乗客が殺到し、定員超過が常態化し

ており、危険な状態にある。また、IWT が現有する 236 隻の動力船のうち、109 隻は船齢 50

歳以上の高齢船である。本プロジェクトの対象となる既存ダラーフェリー4 隻は、耐用年数
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を過ぎた超老齢船（1945 年建造。船齢 67 歳）であり、船体の傷みが激しく、鋼構造の坐屈、

損傷が数多く、一般の船舶では滅多に経験しない破口浸水も度々であり、公共フェリー輸

送として、不安全で、安定した運用が困難である。 

ダラーフェリー4 隻の各々は、毎年約 3 ヶ月ずつドックしているため、航路には常に 3 隻

が残り、3 隻が交代で毎日 5:00am から 9:30pm の 16.5 時間を 20 分おきの時刻表で計 46 便運

航している。航路現場の 3 隻は 2 日運航 1 日休養・整備のローテーションである。 

このような現状から、「ミ」国は、既存フェリーの代替フェリーとして、少なくとも 2 隻

のフェリーを要請し、あわせて、ダラーフェリー用の桟橋の 1 対増設を日本政府に要請した。 

 

③調査結果の概要とプロジェクトの内容 

日本国政府は、協力準備調査の実施を決定し、JICA は、調査団を 2012 年 6 月 24 日から 7

月 20 日まで「ミ」国に派遣した。 

 

 現地調査の結果、上述のとおり、代替フェリーの必要性、妥当性、緊急性が確認された。

なお、ダラーフェリー用の桟橋の増設については、河川側施設を所管するミャンマー港湾

局が現在のヤンゴン側桟橋地域の再開発を計画し、IWT と協議している状況であるため、実

施場所が流動的であることなどから要請は取り下げられた。 

隻数については、新規フェリーが 1 隻、2 隻及び 3 隻のケースについて 2 年間の運航ロー

テーション例を検討した。その結果、新規フェリー隻数を 1 隻とする場合は、既存フェリー

3 隻を年間 9 ヶ月以上稼働させることとなり、現状の改善には至らず、新規フェリー2 隻と

する場合は、既存フェリー2 隻を年間 6 ヶ月以上稼働させることとなり、運航しているフェ

リー2 隻が両方とも新規フェリーであるのは 3 日毎 1 日で、2 日間は片方が既存フェリーと

なる。 

一方、新規フェリー隻数を 3 隻とする場合は、ほぼ新規 3 隻体制で運航できる。新規フェ

リーのドック期間は、この船種では一般的に隔年約 1 ヶ月である。従って、ドック入りによ

る航路離脱期間は短く、ほぼ新規フェリー3 隻だけのローテーションを組むことができる。

新規フェリーのドック期間中は、他航路フェリーの短期臨時応援が可能である。信頼性が

十分高いため、船員の交代は必要ではあるが、新規フェリーがドック中でも既存フェリー

の応援なしで 2 隻だけの運航も不可能ではない。 

以上の検討結果を踏まえ、本プロジェクトが本来指向している安全性向上の観点から鑑

みると、新規フェリー隻数を 2 隻とした場合は、既存フェリーに半数を依存した従来通りの

4 隻体制となり、対象航路フェリーの半分を援助し、安全性は半分だけ対処した、中途半端

な安全性対策となる。一方、新規フェリー隻数を 3 隻にした場合は、対象航路フェリーは全

て新しいフェリーとなり、安全性の問題に対処することができ、信頼性を飛躍的に高め、

本プロジェクトの目標を満たすと考えられる。 

よって、本プロジェクトで投入する新規フェリーの隻数は、乗客定員 1,200 人規模のフェ
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リーを 3 隻とし、PMP（Preventive Maintenance Policy : 予防的保守管理体制）を構築し、定期的

な保守管理の年間プログラムを準備し、PMP に必要な交換部品を含める。また、新規フェ

リーの船底外板の防錆処置を十分に行うため、高圧水洗浄装置及びサンドブラスト装置を

船体保守管理用工具として計画に含める。 

 

これらの調査結果に基づき、日本国内で、船舶の規模、仕様等の概略設計、建造計画の

検討、概算事業費積算を実施した、その後、概要説明調査団を 2012 年 12 月 1 日から 12 月

12 日（現地滞在期間）まで「ミ」国に派遣し、概略設計内容、「ミ」国側負担事項について

協議・確認し、合意した。 

 

新規フェリーの計画概要は以下の通りである。 

 

 新規フェリー 
隻数 3 
全長 41.35m 
幅 9.4m 
深さ 2.6m 
総トン数（国際） 290 ﾄﾝ 
乗客定員 1,200 人 
乗客甲板 2 階構造 
主機関馬力 200kW（270HP）x 2 

 

④プロジェクトの工期及び概略事業費 

本プロジェクトの全体工期は、以下のとおりと想定する。 

 

交換公文（E/N）・贈与

契約（G/A）から造船

契約まで 

造船契約から建造工

事完工まで 

建造工事完了から回

航準備・回航・現地検

収引渡しまで 

合計工程 
E/N・G/A から 
現地引渡しまで 

5 ヶ月 15 ヶ月 1 ヶ月 21 ヶ月 

 

また、本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は、11.67 億円（日本側負

担経費：11.66 億円、「ミ」国負担経費：1.2 百万円）と見積もられる。 

 

⑤プロジェクトの評価 

本プロジェクトの対象フェリー航路は、ヤンゴン中心部とヤンゴン川対岸の住宅地であ

るダラー地区を結び、1 日約 3.3 万人が利用する幹線フェリー航路であるが、既存フェリー

は船齢 67 歳の超高齢船で公共輸送のフェリーとしては不安全であり、安定した運用が困難

な状況である。さらに朝夕のラッシュアワーには乗客が殺到し、過載が常態化しており、

緊急に状態の改善が必要である。 
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本プロジェクトで調達する新規フェリーは、既存船の不具合点を改善し、安全性、快適

性を高め、燃費効率の向上を実現するものであり、無償資金協力制度の下日本の造船技術

をもって建造することの妥当性は高いと判断される。 

既存フェリーは老齢のためドック期間が長く 4 隻を充当しておく必要があったが、新規フ

ェリーには長いドック期間は必要なく 3 隻を充当すれば足り、長い稼働日数を見込むことが

でき、整備・修理費の低減をも期すことができる。 

3 隻の新規フェリーは、安全性の向上をもたらすとともに、欠航のリスクが少ない安定し

た運航、快適性をもたらし、利用者の利便性が向上する定性的効果が期待される。 

以上の内容により、本プロジェクトの妥当性は高く、有効性が見込まれると判断される。 
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新フェリーの被代船で４隻中の１隻 

Tapin Shwee Hti 号 

全長 41.3m 

乗客定員 720 人 

建造年 1945 年 

 

 

新フェリーの被代船で４隻中の１隻 

Anaw Ya Htar 号 

全長 40.6m 

乗客定員 455 人 

建造年 1945 年 

 

 

新フェリーの被代船で４隻中の１隻 

Kyan Si Thar 号 

全長 40.6m 

乗客定員 742 人 

建造年 1945 年 

 

 

新フェリーの被代船で４隻中の１隻 

Hti Hlaing Shin 号 

全長 39.7m 

乗客定員 433 人 

建造年 推測 1945 年 

（準備調査時はダラードックに上架

中。） 



 
 

 

連続溶接でない粗雑な構造である。

（Tapin Shwee Hti 号） 

 

 

船底に穴が開いており、船内に浸水し

ていた水が、ドックしたとき流れ出し

ている。（Hti Hlaing Shin 号） 

 

 

ダラーフェリー航路の上流には大型

船が着岸する商港があり、大型船が頻

繁に往来している。 

往来船の航行はフェリーより優先さ

れるので、フェリーは離岸を遅らせた

り、川の中で待機することがある。 

 

浮桟橋と陸を結ぶ可動橋は下船客で

渋滞する。早く下船して先に可動橋を

通過しようと乗客は舷門付近に集ま

り接舷を待ち構える。 



 
 

 

１階の乗客区域の通常状態。 

乗客のほとんどは小児用プラスチッ

ク椅子（有料）を借りて腰かけている。 

朝晩のラッシュ時は非常に混雑し、定

員の約 250％に達することもある。 

 

２階の乗客区域の通常状態。 

２階には無料のベンチ席がある。 

 

船員室。 

 

ヤンゴン市街の高層ビルから見たフ

ェリーの航路（写真の奥の河川がヤン

ゴン川）。 

対岸のダラー地区（川の向う）との間、

約 750m をフェリーは１日２３往復し

ている。ダラー地区からヤンゴン市街

に通勤、通学する人の足であり、朝晩

がラッシュアワーになる。 



 
 

 

浮桟橋と陸上を結ぶ可動橋。 

ヤンゴン川の水位の上下で浮桟橋が

上下する。その上下に可動橋が対応

し、陸上と浮桟橋を結んでいる。 

ダラーターミナルの桟橋上では、到着

したフェリーの乗客が下船し終わる

まで乗船客は待機し、混んでいる時に

は可動橋は片側交互通行になる。 

 

ダラードックで建造中の貨物はしけ。

ダラードックは 1 隻/年船舶を建造す

る能力があることから、計画船の PMP

補修整備を実施可能と判断される。 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

1-1-1-1 概要 

 ミャンマー連邦共和国（以下、「ミ」国という）のヤンゴン川流域は、多くの広い三角州

をなし、対岸との人々の交通には大小様々な渡船が運航され、物資の輸送には貨物船、艀

を用いた河川輸送が発達している。 

ヤンゴン川の 下流域にあり「ミ」国の 大都市ヤンゴン中心部も、周囲を河川で囲ま

れた大きな三角州で、ヤンゴン市パンソダン桟橋と対岸ダラー地区桟橋を行き来するヤン

ゴン市渡河船（以下、「ダラーフェリー」という）は、主にダラー地区及び周辺農村部から

のヤンゴン市内への通勤通学等の移動に、1 日に 3 万人以上が利用している。特に朝夕のピ

ーク時には乗客が殺到し、定員超過が常態化している。また、本航路は流れが速く、付近

に商船岸壁も多く大型船の往来が多い中でこれを横切って運行しているフェリーは船齢 67

歳もの老朽化が著しいものであるため、安全性及び定時運航への信頼性が問題となってい

る。本プロジェクトは、このヤンゴン・ダラー航路に新規フェリーを投入することにより、

安全性の問題に対処し、安定したフェリー運航を図るものである。 

 

1-1-2 開発計画 

 2011 年 3 月の連邦議会における大統領演説にもあるように、少数民族を含む貧富の格差及

び地域間格差の是正は「ミ」国の課題である。そうした中、「ヤンゴン市渡河船整備計画」

（以下、「本プロジェクト」という）は、ヤンゴン市において老朽化している既存フェリー

に替わる新規フェリーの整備を通して、輸送の安全性及び信頼性の改善を図り、もってヤ

ンゴン市民の生活環境の改善に資するものである。特にダラー地区は低所得者層も多く居

住しており、これら住民が多く利用する公共交通機関であるフェリーを整備するための無

償資金協力を実施することは、「ミ」国政府の改革課題とも合致し、国内の統合を高め、安

定した社会の実現に寄与するものである。 

 

1-1-3 社会経済状況 

(1) 地勢 

「ミ」国は、北緯 10 度から 28 度の間に位置し、国土は長く南北に伸びており、面積は

68 万平方キロで、日本の約 1.8 倍である。中国・タイ・ラオス・インド・バングラデシュと

国境を接し、境界線の総延長距離は約 4,600km に達する。海側はマルタバン湾・ベンガル湾・
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インド洋と面しており、海岸線の全長は約 2,000km で

ある。 

国土の大半が熱帯又は亜熱帯に属するが、気温や降

水量は地域による差異が大きい。 

国土の中央を「ミ」国北端でヒマラヤ山脈の南端を

源泉とするエーヤワディー川が縦断している。ヤンゴ

ン川はその分流で、ヤンゴン市は「ミ」国 大の都市

である。ヤンゴン市を含むエーヤワディー川河口付近

は広大なデルタ地帯が形成され、肥沃な水田が広がり、

河川の船舶輸送が重要なインフラとなっている。 

 

(2) 社会経済 

「ミ」国の人口は 6,242 万人、名目 GDP は約 502 億

ドル、一人当たりの GDP は 800 米ドルである。経済

成長率は 5.5%、物価上昇率は 6.7%、失業率約 4%であ

る。（以上 2011 年 IMF 統計値） 

GDP 内訳は、一次産業が約 4 割強、二次産業が約 2

割、三次産業が約 4 割弱であり、主要産業は農業で、

農地の 60%を水田の稲作が占める。 

主要な輸出品目は、農産物（米など）、天然ガス、

ルビー等宝石、チーク等木材で、主な輸入品目は石油、機械製品、工業製品、金属である。 

「ミ」国の人口は、着実に増加しており、増加率

は年率 1.3%～2.4%である。ヤンゴン及び周辺地域に

ついては、「ミ」国全体より人口増加率は高い。ヤン

ゴン都市圏開発プログラム形成準備調査によると、

1998年から 2011年にかけてヤンゴン市の人口増加率

は 2.58%／年である。ダラーフェリーとの関連では、

フェリー利用客数はヤンゴン市及び周辺地域の人口

に正比例すると見られ、今後 10 年間で人口増加によ

る需要増が約 20%あるものと見ておく必要がある。 
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図 1-2 ミャンマー人口推移 

 
図 1-1 ミャンマー全国図 
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(3) 内陸水運 

「ミ」国には国土の中央を縦断するエーヤワデ

ィー川他大きな河川が流れており、特にエーヤワ

ディー川は下流に広大なデルタを形成し、ヤンゴ

ンは川と海に囲まれたデルタの都市として発展し

た。 

この河川がめぐる「ミ」国では対岸及び近隣と

の船舶輸送だけでなく、「ミ」国 北 KACHIN 県

SAGAING 県から河口までの長距離旅客・貨物輸送

など、河川輸送が発達しており、運輸省の部局で

ある内陸水運公社（Inland Water Transport：以下、IWT

という）がそれら内陸水運事業を担っている。 

右図は、IWT の内陸貨物輸送ルート図である。 

 

ヤンゴン市街から上流のサバジャン方面及びカ

ンノンデュー方面への旅客フェリー（各片道約 30

分）に乗船したところ、多くの民間フェリー、民

間貨物船及びサンパン（個人営業小型船）が頻繁

に川を航行しており、「ミ」国における河川輸送の

重要性を確認できた。また川沿いには多くの民間

造船所・ドックがあり、河川輸送に従事する船舶

を支えていることも確認できた。 

 

ヤンゴン川を往く民間客船 民間貨物船 

 
 

図 1-3 IWT 内陸貨物輸送ルート 
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ヤンゴン川沿いに数多く見かけた民間ドッ

ク 
ヤンゴン川上流のサバジャン桟橋 

図 1-4 ヤンゴン側の様々な水運関連施設 

 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

ヤンゴン市パンソダン桟橋とヤンゴン川対岸の住宅地であるダラー地区桟橋を結ぶダラ

ーフェリーは、1945 年建造の高齢船で安全性に問題があることから、「ミ」国政府は、我が

国に同フェリーの更新調達にかかる要請を行い、我が国は案件の妥当性及び緊急性に鑑み、

協力準備調査の実施を決定し、2012 年 6 月 24 日から 7 月 20 日まで「ミ」国における現地調

査を実施した。 

 

1-2-1 要請内容の協議 

要請内容の要約及び協議の結果は、以下の通りである。 

 

表 1-1 要請内容と協議結果 

項目 要請書 協議結果 

要請の背景 ダラーフェリーが老朽化し、安全で

確実な運航ができなくなっており、

フェリーを更新する必要がある。 

安全性を欠く著しい老朽化を実地に

確認し、フェリーの更新の必要性を

認識した。(1) 

要請施設 ダラー側及びヤンゴン側に桟橋設

備を 1 対増設する。 

要請取り下げ。(2) 

要請フェリー 少なくとも 2 隻のフェリー 

 

2 隻以上の更新が必要と認識した。(3) 

ソフトコンポ

ーネント 

船員の操船操機慣熟訓練を実施す

る。 

訓練は、フェリー建造の一部として

実施し、ソフトコンポーネントとし

ては扱わない。(4) 
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(1) ダラーフェリー4 隻は、全て 1945 年建造の高齢で、船体の腐食、坐屈が全般にわたっ

ており安全性に欠ける。各々は単独での信頼性が低いため、3 隻ローテーションの 2 隻

運航に 1 隻ドックの計 4 隻体制でやっと運航されている。更新の緊急性は高い。 

(2) 現在は 2 隻 1 組がダラー～ヤンゴン間を交互に運航しているが、将来の輸送需要増に備

え、2 組の 2 隻運航を計画するための桟橋増設であった。しかしながら、川岸側施設を

所管するミャンマー港湾局が現在のヤンゴン側桟橋地域の再開発を計画しており、実

施場所が流動的であること、また 2 組運航が喫緊のものでないことから、本施設の要請

は取り下げられた。 

(3) 不安全な老朽船を可能な限り排除すべく、新規フェリーを複数隻投入する必要性は認

められたが、隻数については協力準備調査の後、日本国内での検討事項とした。新規

フェリーを 2 隻とする場合は既存フェリー2 隻と合わせて計 4 隻体制が継続され、安全

性の向上は半分にとどまる。新規フェリーを 3 隻投入すると、ドック期間が短いことか

ら、新規フェリーのみの 3 隻体制が可能となり、ダラーフェリー全体の安全性の向上を

図ることができる。隻数の考察については 3-2-1-1 に詳述した。 

(4) 一般に船舶建造では、船長及び機関長を日本の造船所に招聘し、造船契約の中で造船

所が操船・操機にかかる慣熟訓練を行っており、本プロジェクトにおいても同様とす

る。なお、この訓練はソフトコンポーネントには含めない。 

 

1-2-2 新規フェリーの概要 

新規フェリーの設計計画と既存フェリー4 隻の主要要目を以下に示す。 

 

表 1-2 新規フェリー及び既存フェリーの主要要目 

船 名 新規フェリー Anaw Ya Htar Tapin Shwee Hti Kyan Sit Thar Hti Hlaing Shin 

船 種 旅客フェリー 旅客フェリー 旅客フェリー 旅客フェリー 旅客フェリー 

建造年 2014 年 (予定) 1945 年 1945 年 1945 年 推測 1945 年 

全長 41.35 m 40.6 m 41.3 m 40.6 m 39.7 m 

幅（型） 9.40 m 9.1 m 9.0 m 9.1 m 9.3 m 

深（型） 2.60 m 1.80 m  1.80 m 1.80 m  1.80 m 

総トン数 290 334.19 257.14 249.67 138.85 

乗客定員 1,200 人 455 人 720 人 742 人 433 人 

乗客甲板 2 階構造 2 階構造 2 階構造 2 階構造 2 階構造 

主機関 270 HP×2 250 HP x 2 250 HP x 2 250 HP x 2 297 HP x 2 

 

4 隻の既存ダラーフェリーは、同規模の船体ながら、各フェリーの定員は 433 人、455 人、

720 人、742 人が認可されている。しかしながら、実際の乗船者は過載が常態化し、各船の
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定員とは関係なく、朝夕のラッシュアワーで常に 1,000 人レベルのピークがあり、現地調査

時に計測した 大乗船者数は 1,166 人にのぼった。新規フェリーの乗船定員は、過載を見越

したものであってはならず、1,200 人乗客定員で計画することが必要と認められた。 

乗客定員については、既存フェリーの船体であっても乗客用の甲板面積は 1,200 人に足り

（日本国船舶安全法準拠）、また俊敏な操縦性が必要なダラーフェリー航路で船体の大型化

は好ましくないことから、新規フェリーの規模は、既存フェリーと同程度とすることとし、

乗船客 1,200 人に必要な救命設備等の安全設備を施すこととした。 

ヤンゴン川は、上流からの流れも干潮時の海水遡上の流れも速く（現地調査時の計測で

下り 4.5 ノット、上り 3.0 ノット）、これに対抗する独特の操船技術が必要で、そのため 4 隻

の既存フェリー何れも 360 度旋回の特殊プロペラを 2 基装備し、乗組員は同プロペラ装置に

依存し、ダラー航路を安全運航している状況であった。新規フェリーでにおいても、安全

運航ツールとして、同様のプロペラ装置を継続して装備することが必要と認められた。 

 

1-3 我が国の援助動向 

我が国の船舶及び船舶関連に関する援助実績は、以下の通りである。 

 

表 1-3 我が国の船舶及び船舶関連援助実績 

実施年度 プロジェクト名 内容 事業費（億円） 

1965 頃 不明 双胴河川フェリー建造 不明 

1984～1985 漁船修理センター建設計画 漁船修理ドック建造 20.41 

2009～2013 ヤンゴン港･内陸水運施設改

修プロジェクト 

ヤンゴン港･内陸水運施設

改修計画策定 

不明 

 

1-4 他ドナーの援助動向 

他ドナーとの関係なし。 

また、ダラーフェリー近隣場所に架橋またはトンネルを施工する計画もない。 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

本プロジェクトの実施・運営機関は、運輸省（Ministry of Transport: 以下、MOT という）内の機関

である内陸水運公社（Inland Water Transport : IWT）である。 

 

(1) 運輸省組織 

「ミ」国運輸省は、次図に示す部局で構成されており、本省を首都ネピドーに置く。 

IWT は、内陸船の保有、運航及び維持管理を所掌し、本部をヤンゴンに置く。DMA（海運局）は、

内陸船を含む船舶の検査及び登録を所掌し、本部をヤンゴンに置く。MPA（港湾局）は、港湾施

設の管理、航路の管理及び港の管制を所掌し、本部をヤンゴンに置く。 

 

     
Department of Transport 

   
     

Department of Civil Aviation 
     
     

Department of Marine Administration (DMA) 
     
     

Department of Meteorology and Hydrology 
     

Minister 
 

Deputy Minister 
  

Directorate of Water Resources and Improvement of River System 
   

     
Myanma Airways 

     
     

Myanma Port Authority (MPA) 
     
     

Inland Water Transport (IWT) 
     
     

Myanma Shipyards 
     
     

Myanmar Marine University 
     
     

Myanmar Mercantile Marine College 
     

図 2-1 ミャンマー国運輸省（MOT）組織 

 

(2) IWT 組織 

1865 年 イラワジ船団株式会社として設立 

1948 年 国有化 

1972 年 内陸水運公団に名称変更 

1989 年 内陸水運公社に名称を変更 

 

IWT の事業は、内陸水運貨物輸送、内陸水運旅客輸送、フェリー事業のほか、造船所（ダラー
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ドック、他）を有し、自船の修理、小型船舶の建造を手掛ける。フェリー事業は、各地域住民に

とってのライフラインであり、貨物輸送は「ミ」国内の広域輸送の柱である。 

組織は、総裁のもとに General Manager を据え、さらに 7 つの部局により構成される。公社全体

では、職員 187 人、スタッフ 5,122 人、計 5,309 人の大きな組織である。次に組織図を示す。 

 
MANAGING DIRECTOR

Cargo Transport

Deputy General Deputy General Deputy General Marine Deputy General Deputy General Deputy General
  Manager (1)   Manager (1)   Manager (1)   Superintendent(1)   Manager (1)   Manager (1)   Manager (1)

Headquater Dalla Dock Yard Cargo Div. Deputy Marine Finance Div. Admini Div.   Assist.GM (2)
  Assist.GM (1)   Chief (1)   Assist.GM (1)   Superintendent (2)   Assist.GM (1)   Assist.GM (1)

Myitwa Div. Ahlone  Dock Yard Planning Div. Audit Div. Supply Div.
  Assist.GM (1)   Chief (1)   Assist.GM (1)   Assist.GM (1)   Assist.GM (1)

Ayeyarwaddy Div. Mandalay  Dock Yard
  Assist.GM (1)
Chindwin Div. Chindwin Dock Yard
  Assist.GM (1)
Thanlwin Div. Thanlwin Dock Yard
  Assist.GM (1)
Rakhine Div. Sittway Dock Yard
  Assist.GM (1)   Chief (1)

FEM Dock Yard
  Chief (1)

Admin istration Dep. Inspection Dep.
Dep.

General Manager

Transport Dep. Engineering Dep. Marine Dep. Accounting Dep.

Internal Audit

 
図 2-2 IWT 組織図 

 

(3) IWT 運航サービス 

2008 年に発生したサイクロン NARGIS により、公社が所有する動力船は 308 隻より 276 隻（船齢

構成は船齢 21～40 年の船舶が 12%、40 年を超える船舶は 62%）に減少したが、廃船等により現在

は 236 隻体制である。動力船の内 109 隻は船齢 50 歳以上の高齢船である。その中にあって本プロ

ジェクト対象のフェリー4 隻は、1945 年建造の 67 歳とさらに高齢である。 

また、サイクロン以降の公社が運航するバージ等無動力船は 155 隻、運営する浮き桟橋数は 39

基である。 

IWT が運営している内水路サービスは、ダラー地区、Ayeyarwady 河、Chindwin 河、Mon,Karean と

Rakhine 県にある河川で貨客船を、主要河川では車輌を渡河するサービスもおこなっている。 

 

旅客、貨物の輸送サービスは、公社の Transport 部局下の 5 地域部および Cargo Transport 部局 Cargo

部より運営される。 

 

a)  Myitwa（Delta 地区含む）地域部 

ヤンゴンから Pyay までの河川延長 2,526 マイル区間において 25 航路で 71 隻の動力船、25 の浮

桟橋を運航／管理している。 

b)  Ayeyarwaddy 地域部 

Pyay から Bamaw そして Sinbo より Ayeyarwady 河に沿った Myitkyina までの河川延長 2,190 マイル

区間において 7 航路で 37 隻の動力船、8 隻の無動力船（バージ 3 隻、タンカー2 隻、車両用バ

ージ 3 隻）、6 基の浮桟橋を運航／管理している。 
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c)  Chindwin 地域部 

Monywa から Chindwi 河に沿った Khamti までの河川延長 1,529 マイル区間において 4 航路で 20 隻

の動力船、8 隻の無動力船（バージ 2 隻、タンカー6 隻）、1 基の浮桟橋を運航／管理している。 

d)  Thanlwin 地域部 

各 Thanlwin、Attran、Gyaing 河で河川延長 231 マイル区間において 11 航路で 15 隻の動力船、5

基の浮桟橋を運航／管理している。 

e)  Rakhine 地域部 

Rakhine 海岸沿いと Kaladan と Lamyo 河沿い河川延長 1,230 マイル区間において 7 航路で 16 隻の

動力船、3 隻の無動力船(バージ)、2 基の浮桟橋を運航／管理している。 

f)  Cargo 部 

ヤンゴンから Ayeyarwady 河沿いに Bamaw までの 872 マイル及び Pakkuku から Chindwin 河に沿っ

た Khamti や Delta 地域を含む 524 マイルにおいて 77 隻の動力船と 136 隻の無動力船（タンカー

4 隻、バージ 132 隻）を運航している。 

 

表 2-1 IWT の各地域部が運航する動力船 

部名称 

動力船種 
Myitwa Ayeyarwaddy Chindwin Thanlwin Rakhine Cargo 計 

貨客船 62 37 20 15 15 4 153 
貨物船 0 0 0 0 1 23 24 
ﾀｸﾞﾎﾞｰﾄ 1 0 0 0 0 21 22 

貨物／ﾀｸﾞﾎﾞｰﾄ 0 0 0 0 0 28 28 
給水船 2 0 0 0 0 0 2 
一般船 6 0 0 0 0 0 6 
タンカー 0 0 0 0 0 1 1 

計 71 37 20 15 16 77 236 

 

運航サービス詳細は、資料 5-2「IWT 各地域部航路」を参照 

表 2-1 動力船の詳細は、資料 5-3「IWT 各地域部運航船舶」を参照 

 

2-1-2 財政・予算 

IWT の運航収支実績は以下の通りである。 

表 2-2 IWT 全体収支 

（百万 Kyat）       

   
2010 年度 2011 年度 

収入      7,328  10,982 

支出      
 

  運航費 
  11,199  9,727 

  事務所経費 
  1,192  1,800 

  雑収入    -412  -1,036 

    計  11,978  10,491 

収支 
 

 -4,651  491 

課税額 (30%) 
  0  147 

税引き後収支 
 

 -4,651  344 
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表 2-3 IWT ダラーフェリー部門収支 

2010 年度（2010,04～2011.03）          （単位：百万 Kyat） 

ダラーフェリー 船名 
Hti Hlaing 
Shin 号 

Kyan Si Thar
号 

Tapin Shwee 
Hti 号 

Anaw Ya Htar
号 

計 

収 入 36.7 40.4 24.3 21.0 122.4 
支 出 

     
  乗組員給料 7.419 7.203 7.664 3.650 25.936 
  賄い費 0.009 0.010 0.007 0.005 0.031 
  点検費 0.005 0.000 0.012 0.102 0.119 
  登録費 0.010 0.010 0.010 0.010 0.040 
  燃料 44.903 48.784 33.091 26.160 152.938 
  潤滑油 1.997 1.866 1.187 1.274 6.324 
  整備・修理費 8.450 3.197 21.594 1.239 34.480 
  減価償却費 3.724 5.972 1.582 1.771 13.049 
  ターミナル使用料 0.537 0.6 0.6 0.555 2.292 
  チケット紙、その他代紙 0.977 0.977 0.977 0.977 3.908 

計 68.031 68.619 66.724 35.743 239.117 

収支 -31.3 -28.3 -42.4 -14.7 -116.7 

 

2011 年度（2011,04～2012.03）        （単位：百万 Kyat） 

ダラーフェリー 船名 
Hti Hlaing 
Shin 号 

Kyan Si Thar
号 

Tapin Shwee 
Hti 号 

Anaw Ya Htar
号 計 

収 入 121.4 125.3 103.1 105.4 455.3 
支 出 

     
  乗組員給料 6.101 5.763 7.074 6.320 25.258 
  賄い費 0.007 0.008 0.010 0.008 0.033 
  点検費 0.003 0.010 0.000 0.093 0.106 
  登録費 0.010 0.010 0.010 0.010 0.040 
  燃料 36.909 40.175 36.291 33.744 147.119 
  潤滑油 1.463 2.344 1.099 1.166 6.072 
  整備・修理費 8.613 2.962 5.285 4.522 21.382 
  減価償却費 3.953 5.974 1.918 3.446 15.291 
  ターミナル使用料 0.522 0.615 0.495 0.552 2.184 
  チケット紙、その他代紙 1.014 1.014 1.014 1.014 4.056 

計 58.595 58.875 53.196 50.875 221.541 

収支 62.8 66.5 49.9 54.5 233.7 

  

ダラーフェリーの IWT の中で占める経理上の割合は： 

 

 2010 年度 2011 年度 

収入 1.7% 4.1% 

経費 2.0% 2.3% 

 

ダラーフェリーは、2010 年度及びそれ以前には大幅な赤字が続いていたが、乗船料金 10Ks（1

円）を 2011 年度から 50Ks（5 円）に値上げした結果、2011 年度は黒字となった。 

ダラーフェリーだけでなく他の航路も 2011 年度から値上げされたため、IWT 全体の収支も黒字

に転じている。 
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昨年度までは、収入は全て国庫に納め、経費は必要量を国庫から支出していたため、2010 年度

以前のような赤字でも問題にならなかったが、2012 年度からは収支を自己管理し、自立会計とす

る方針が IWT ほか諸公社に求められている。これに先立って IWT は、2011 年度には運賃値上げで

黒字に転じており、自立会計に向けての準備が進められている。 

ダラーフェリーの支出科目「整備・修理費」は、ほとんどがダラードックへのドック費用であ

り、経費全体の 10～15%を占める。その整備・修理費の中で船底外板交換工事は約 60%を占める。

金額にして 4 隻の船底外板交換工事は合計で、13～20 百万 Ks（130 万円～200 万円）を要している

（「ミ」国にとっては）大きな工事である。 

なお、ダラーフェリーでは、窓口での切符販及びゲートで現金を支払って入門することに加え、

ipay カード（プリペイド）システムを今年 6 月から開始しており、専用ゲートも両岸ターミナル

に設けられている。しかし、本現地調査時点では ipay が始まって間もないときで、利用する人は

見かけなかった。 

ipay システムの概要については、資料 5-5「ipay カードシステム」に示す。 

 

2-1-3 技術水準 

ダラーフェリーは、川幅約 750m を 2 隻が相互に 20 分間隔の発着ダイヤで往復している。 

ヤンゴン川の流れは海の干満の影響を受け、干潮時には約 4.5 ノットの下り、満潮時には上り約

3 ノットの速い流れである。速い流れの中、川の中央での操船には何ら困難はないが、桟橋への

離接岸時の操船には熟練を要する。ダラーフェリーの乗組員は、特殊な操船装置を用い、熟練し

た操船を行っている。 

横断航路は、上流のヤンゴン港への大型船の往来や川船の往来も多いところであるが、ダラー

フェリーは横断通行規則を遵守し、安全な横断を実践している。 

 

(1) 乗組員構成 

既存ダラーフェリー4 隻の乗組員構成は、下記のとおりである。 

 

船長    1 名 

操舵手   1 名 

甲板部      7 名（内 5 名は、乗客区域で有料椅子の貸出や整理整頓の業務） 

機関長     1 名 

機関部員   2 名 

売店販売員 2 名 

合計    14 名 

 

船長及び機関長は、「ミ」国船員法で内陸船の乗組員有資格者である。 

新規フェリーにあっても乗組員構成は既存フェリーと同じである。 
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(2) 航跡 

フェリーに携帯 GPS を取り付けて記録した航跡を次図に示す。航跡は 8 の字であり、ダラータ

ーミナル付近にあるブイ係留船を避け、2 隻の交差するフェリーが接近しないよう、2 隻はブイ係

留船の川上・川下側となる別の航路をとって安全に川を横断している。 

 

 
7 月 4 日の終日軌跡 

 

同日引き潮時の軌跡 

 
同日上げ潮時の軌跡 

 
同日流れ停止時の軌跡 

 図 2-3 ダラーフェリー航路軌跡 

 

 川の流れは、海が干潮時に 大 4.5 ノットの下り、満潮時には海水が遡上して 大 3 ノットの登

りの流れとなり、ダラーフェリーは、桟橋には流れに向かう方向に船首を向け係船する。離岸は

流れに向かって少し前進航走し S の字パターンで対岸に向かう。 

 2 隻のフェリーが接近することを避け、ダラー寄りのブイ係留船を避けたコースをとっており、

上げ潮、下げ潮、潮停止時とも同じようなコースをとっている。流れに対抗した効率的なコース

の選択幅は限定されている。 

 

(3) 離接岸の操船 

着岸は、浮桟橋の付近では船体が桟橋にほぼ平行か、船首が先に着岸し、船首の係船索を浮桟

 

 

 

  
  

 

ﾊﾟﾝｿﾀﾞﾝﾀｰﾐﾅﾙ 

ﾀﾞﾗｰﾀｰﾐﾅﾙ 

ﾌﾞｲ係留 IWT 



2-7 

橋のビットにかけてから船尾を横移動して着岸するように操船する。しかし流れが速い時には操

船が難しく、船体を桟橋に衝突させることがある。 

 

 離岸は、船体が流れに推されてやや後退したところで、船尾の 1／4L 辺りの外板を桟橋の角に

押しつけ旋回して離岸するため、どのフェリーも舷側の防舷構造は潰れてしまっている。 

 特に離岸時、側外板を桟橋の角に押しつける操船は容易な離岸操船ではあるが、フェリー構造

の損壊を避けるよう丁寧な操船が必要である。そのためには左右のプロペラを同時に適切に操作

する必要があり、船橋の操縦装置の配置を適切とすると共に、日本での操船慣熟訓練を十分に行

う計画とする。 

 

 

 

 

桟橋  
着岸操船：流れや風が強いときはフェリーが桟橋

に激突する。 

 

桟橋  
離岸操船：船尾から 1／4L 辺りの外板を桟橋

の角に当てながら離岸するため船尾側の防舷

構造は潰れている。 

 図 2-4 接岸及び離岸の操船 

 

(4) ヤンゴン川横断の危険性 

ヤンゴン川通行規則では、水路航行する船が優先であるため、ダラーフェリーは水路航行船の

通過待ちをする。また豪雨や濃霧による視界不良の時は、離岸予定の時刻が過ぎた場合でも、対

岸が見えるまでの視界が回復するまで待機する。このように安全運航規則が遵守されており、近

年は他船との接触事故はない。 

 

(5) 操船設備 

ダラーフェリー4 隻は早い流れを横切り流れの中で離着岸するために、通常の舵ではなくプロ

ペラが 360 度旋回する推進装置（英 HYDROMASTER 社製）を装備している。またダラーフェリー

の推進装置は、漁網などがプロペラにからまった時に取り外せるように、プロペラの上下やはね

上げが可能なシステムも有している。 

この推進装置を自由に操作するために、プロペラの回転数を増減するレバーとプロペラの推進

方向を操作するレバーが操舵室に装備されている。 

これらの装置が 2 式装備されていて、左右のエンジンを逆回転にすることにより、その場で旋

回する等、さらに微妙な操船を行っている。 

ダラーフェリーの乗組員は、この操船性に優れた装置に慣熟しており、新規フェリーも継続し

て同一又は類似の装置を採用することが必要である。 
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操舵室操縦盤 

 
HYDROMASTER 推進装置 

  
図 2-5 HYDROMASTER 装置 

 

(6) 保船機能 

フェリーが航路で運航している日は、始発朝 5 時終発夜 9 時半を絶え間なく両岸を往復してお

り、運航中乗組員はほとんど船のメンテ作業はできず、3 日毎の 1 日の待機状態でも、船員の休養

が主目的であることから、船員が行っているのは掃除、錆落としおよび簡単な機械整備程度のメ

ンテである。本格的なメンテナンス・修理はほとんどすべて IWT 傘下のダラードックが行ってい

る。 

ダラードックの設備は、古く充足しているとは言えないが、船体の修繕機能、機関の開放整備

機能は整っており、ダラーフェリーの保船機能としては十分である。（2-2-1-1 船舶修理施設（ダラ

ードック）に詳述した。） 

 

2-1-4 既存船舶・機材 

2-1-4-1 既存ダラーフェリーの概要 

 ダラーフェリー運航には以下の 4 隻が充当され、常時何れかの 1 隻がドック中であるため、3

隻が 2 隻稼働 1 隻待機のローテーションとされている。4 隻とも 1945 年の原船体建造（上陸用舟

艇型貨物船）で、上部構造を付加し現在の旅客フェリーの姿となっている。主機関は複数回換装

されている。これら 67 歳のフェリーの状態は、後述のごとく傷みが激しく、運用寿命は過ぎてい

る状態である。 



2-9 

(1) 既存ダラーフェリー要目 

表 2-4 既存ダラーフェリー主要要目 

船 名 

Anaw Ya Htar 

 

Tapin Shwee Hti 

 

Kyan Sit Thar 

 

Hti Hlaing Shin 

 
船 種 旅客フェリー 旅客フェリー 旅客フェリー 旅客フェリー 
船 級 なし なし なし なし 
建造年 1945 年 1945 年 1945 年 推測 1945 年 
取得年 1990 年 1987 年 1989 年 1990 年 
建造国 「ミ」国 「ミ」国 「ミ」国 「ミ」国 
全長 40.6 m 41.3 m 40.6 m 39.7 m 
幅（型） 9.1 m 9.0 m 9.1 m 9.3 m 
深（型） 1.80 m  1.80 m 1.80 m  1.80 m 
喫水 0.6～1.0 m 0.6～1.0 m 0.6～1.0 m 0.6～1.0 m 
総トン数 334.19 257.14 249.67 138.85 
乗客定員 455 人 720 人 742 人 433 人 
乗組員 14 人 14 人 14 人 14 人 
乗客甲板 2 階構造 2 階構造 2 階構造 2 階構造 

主機関 
Dorman（英）LETCA  

250 HP x 2 基 
MWM（独）TBD 234 V6

297 HP x 2 基 
推進器 Hydromaster 360 度旋回推進装置 x 2 基 

 

(2) 既存ダラーフェリー配置図 
1) Anaw Ya Htar 

 

 
図 2-6 Anaw Ya Htar 一般配置図 
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2)  Tapin Shwee Hti 

 

 

図 2-7 Tapin Shwee Hti 一般配置図 
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3)  Kyan Sit Thar 

 

 

 

 図 2-8 Kyan Sit Thar 一般配置図 

 

現在下甲板乗客場所のベンチは撤去されている。 
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4)  Hti Hlaing Shin 

 

 図 2-9 Hti Hlaing Shin 一般配置図 
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(3) 既存フェリーの老朽化状況 

ダラーフェリーに従事する既存フェリーは、4 隻とも 1945 年上部構造がない上陸用舟艇型貨物

船として建造され、4 隻とも 1990 年頃に上部構造を追加し、主機関も現在の主機関に換装する大

改造を行って、現在のフェリーの姿となった。原船体は古く老朽化しているが、追加した上部構

造の造作が大変粗雑で、上部構造も主船体並みの老朽化に見える。 

主機関については、約 20 年前に 3 隻が現装の DORMAN 社（英）製機関に、1 隻が MWM 社（独）

に換装している。機関はダラードックの機械部門により約 10,000 時間運転（約 1.8 年）毎にオーバ

ーホールされており、比較的によい状態であった。DORMAN 社は 10 年前に閉鎖されているが、ス

ペアパーツ供給会社はあることから、スペアパーツの入手は可能である。 

 以下に示したように、船体の老朽化は著しく耐用年数は遙かに過ぎてなお注意深く使用してい

る状態と言える。早急な更新が必要である。 

 

 
船底の錆落としをほとんどせず塗装完了 

 
船尾部コーナー補修、パチ当て補修も多い 

 
船側外板の錆、同上 

 
船側外板の補強 

  図 2-10 ダラードックに上架した MV HtiHlaingShin の船底 

 
 

 
浮桟橋との接触による圧壊及び腐食 

 
フェンダーの割れ、錆 
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舷門部ステップの腐食 

 
甲板面の錆 

 
継ぎ接ぎの甲板と錆 

 
木製甲板を支える補強形鋼に錆、崩壊の恐れ 

 
ハンドレール支柱が根部で断切 

 
上部構造の外板接合部が断切し歪 

 
操舵室の操縦盤、主機スロットル、主軸クラッ

チ、操舵、舵角指示器のみ作動し、主機回転計、

警報などほとんどの計器・装置は故障で危険 

 
Dorman 主機 外見は良好 

図 2-11 運航している MV AnawYaHtar、MV KyanSitthar、MV TapinShweHti 
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(4) 船体破口・浸水が頻繁 

 調査団が滞在中、ダラーフェリーの 1 隻 Kyan Sit Thar 号が午前 5 時の始業前点検の際、船底が破

口し浸水していることが発見され、急遽応急修理し、ドックに向かった。応急修理は、外板を 2

枚のワッシャーで挟みボルト・ナットでワッシャーを締め付け、穴を塞ぐもので、外の潜水夫と

中の船員が手際よく処置した。このような破口浸水は、各船とも年に 1～2 回あり、各船とも始業

前点検の重要な定例手順となっており、また応急処置のワッシャー器具も複数個船内に保持され

ているなど、慣れた手順が確立されてはいたが、一般船舶にはない耐用年数を過ぎた超高齢船で

の尋常ではない事故と手順である。 

 Kyan Sit Thar 号は、直ちに待機船に取って代わられ、ダラーフェリーは始発からダイヤの乱れな

く運航された。船底破口、エンジン故障、プロペラに網が絡むなど急な故障は多く、4 隻体制（1

隻ドック＋1 隻待機＋2 隻運航）は超老齢船ならではの確立された体制であることが理解できる。 

 

 
船底破口応急修理用のワッシャー 
数個常備している 

 
中に挟むゴム 

図 2-12 船底破口修理キット 

 

2-1-4-2 既存ダラーフェリーの運航状況 

(1) 運航時間帯、乗船料 

既存ダラーフェリーは、2 隻のフェリーがヤンゴン市域側パンソダン桟橋と対岸のダラー桟橋

の約 760m 間を結んでいる。 

 

運航時刻は： ダラー発 朝 5:00 始発で夜 21:00 終発 

 ヤンゴン発 朝 5:30 始発で夜 21:30 終発 

運航間隔は： 朝 5:00～6:00 及び夜 19:00～21:30：30 分間隔 

 朝 6:00～夜 19:00：20 分間隔 

1 日の運航便数： 2 隻とも 46 便 

横断所要時間： 離岸後 6～8 分航走し対岸に到着、下船・乗船に 5～7 分、待機 5～9 分 

乗船料： 50 Ks（5 円）／1 人、僧侶は無料、荷物 100～500Ks（10～50 円） 

 

利用客は、事務員、学生、労務者、商人、農民、僧侶、外国人観光客、等で、主にダラー側の

住民のヤンゴン市域への通勤、通学で、朝のダラー発便と夕方のヤンゴン発便は大いに混み合う。

土曜・日曜には学生が少なくなりダラーからの買い物客、ヤンゴンからの実家参りの人々が加わ

る。定刻を過ぎても駆け込んでくる客が多く、船長はそれら駆け込み客を待って離岸している。 
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(2) 稼働日数 

 既存ダラーフェリー航路には 4 隻のフェリーが投入され、その稼働日数は以下の通りである。 

 

 表 2-5 ダラーフェリー稼働日数 

船 名 Anaw Ya Htar Tapin Shwee Hti Kyan Sit Thar Hti Hlaing Shin 計 
2010 年度（2010.04 - 2011.03） 282 270 287 280 1,119 日 
2011 年度（2011.04 - 2012.03） 286 295 291 288 1,160 日 

 

既存ダラーフェリーの稼働日数は、年に 270 日（8.9 ヶ月）～291 日（9.6 ヶ月）、平均 285 日（9.4

ヶ月）である。各船毎年約 3 ヶ月ドックのため休業しており、従って常時どれかがドックし、3

隻が運航現場で 2 隻運航・1 隻待機の体制をとっている。 

 

(3) 乗船者数計測結果 

ダラーフェリーは、ヤンゴン（パンソダン）－ダラー区間を 2 隻のフェリーで毎日 23 往復し、

１日 3 万人以上の乗客を輸送している。 

IWT は利用客の計数は行っていないため、本調査団が現地調査で実施した 1 週間の乗客数の計

数調査（始発 AM5:00 から 終便 PM9:30）の結果を次に示す。 

 

表 2-6 各曜日ピーク時の運航時刻と乗客数 

＜ダラー⇒ヤンゴン＞ 

時間便 乗客数 時間便 乗客数 時間便 乗客数 時間便 乗客数 時間便 乗客数 時間便 乗客数 時間便 乗客数
朝の通勤時 8:00 963 7:40 989 7:40 948 7:20 993 8:00 864 7:40 793 7:20 629

日曜日
曜日

月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日

 
＜ヤンゴン⇒ダラー＞ 

時間便 乗客数 時間便 乗客数 時間便 乗客数 時間便 乗客数 時間便 乗客数 時間便 乗客数 時間便 乗客数
夕方帰宅時 18:20 1166 17:40 1062 18:00 1273 18:00 961 19:00 975 18:40 898 18:20 756

曜日
月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日

 
 

乗客計数の結果は以下の通り総括される。 

・ 利用者 主にダラー地区居住者の通勤通学等で、平日（月～金曜日）

の朝の通勤時（AM7:00～8:00）、帰宅時（PM5:40～7:30）にピー

クとなる。 

・ 1 日の総乗船者数 32,000 人～33,000 人で週平均 32,800 人 

・ 1 週間のピーク平均値 1,018 人（水曜日の異状ピークを含む） 

・ ウイークデーのピーク平均値 1,049 人（水曜日の異状ピークを除く） 

・ 週間の通常運航ピーク値 月曜日の 1,166 人 

・ 異状ピーク 水曜日の 1,273 人は豪雨で視界が遮られ出航が遅れたため、次

の便に乗船する人と重なり異状ピークとなったが、本来 IWT

がゲート規制すべきものだった。 

・ 土曜日 平日のピークより低いが通勤者もあり既存フェリーの定員を

超えている。 

・ 日曜日 朝夕で乗船客の多い傾向はあるが大きいピーク時間帯はない。
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 年間の傾向としては、雨期が終わる 10 月ごろダラー側農村地帯では収穫があり、農民がヤンゴ

ン側に移動することが多くなるが、時間帯は早朝及び日中で通勤通学ピーク時間帯とはあまり重

ならない。雨期が終われば観光客が増加するが、日中が多くこれも通勤通学ピーク時間帯とはあ

まり重ならない。 

 

次図は月曜日から日曜日まで、AM5:00 始発便から PM9:30 終便までの、ダラー発とヤンゴン発

の全便での乗船客数計測結果をグラフに表したものである。ダラー側住民が主な乗客であること

が分かる。住居費が安いダラー側に住んでヤンゴン中心街に出勤・通学する人々が多い。 

 

月曜日（7／9） 

合計 33,194 人 
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火曜日（7／10） 

合計 32,742 人 
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水曜日（7／11） 

合計 33,262 人 
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木曜日（7／5） 

合計 32,993 
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金曜日（7／13） 

合計 32,428 人 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

1100

1200

1300

5:0
0

6:0
0

6:4
0

7:2
0

8:0
0

8:4
0

9:2
0

10
:00

10
:40

11
:20

12
:00

12
:40

13
:20

14
:00

14
:40

15
:20

16
:00

16
:40

17
:20

18
:00

18
:40

19
:30

20
:30

For DALLA For YANGON



2-19 

土曜日（7／14） 

合計 32,841 人 
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日曜日（7／8） 

合計 32,723 人 
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 図 2-13 乗船統計グラフ 

 

2-1-4-3 民業との関連（サンパンの役割） 

ダラーフェリー航路には、競合する民業の船舶

サービスはない。 

「ミ」国の河川では、各地にサンパンと呼ばれ

る乗客輸送個人営業小型艇（10 人定員）が多く往

来しており、地方では川の横断はサンパンが唯一

の交通インフラである。都市部では IWT のフェリ

ールートから離れたルートを網羅している。 

料金は 200Ks（20 円）でダラーフェリーの 50Ks

（5 円）に比べると高い。 

サンパンはダラーフェリーを補完するもので、

ダラーフェリーとの競合関係はなく、新しいダラ

ーフェリーが就航しても同じ船客で競合することはない。 

 
図 2-14 パンソダンのサンパン乗降場所 

朝夕は大変にぎわう 
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2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

2-2-1-1 船舶修理施設（ダラードック） 

(1) 概要 

ダラードックは、IWT の保有する 6 箇所の造船所のうち 大規模で、ダラーフェリーのダラー

側桟橋の東側に位置する。ダラーフェリーにとっては近くで便利のよい立地であり、すべてのダ

ラーフェリーが同ドックを利用している。 

 

フェリーが航路で運航している日は、始発朝 5 時終発夜 9 時半を絶え間なく両岸を往復してお

り、乗組員はほとんど船のメンテ作業はできず、3 日毎の 1 日の待機状態でも、船員の休養が主目

的であるため、船員が行っているのは掃除、錆落としおよび簡単な機械整備程度のメンテである。

メンテナンス・修理はほとんどすべてダラードックが行っている。 

 各ダラーフェリーは、毎年ドック入りしており、ドック期間は約 3 ヶ月である。外板の取り替

え工事、防舷材の修理取り替え工事等、鉄構工事が非常に多く、また主機関のオーバーホール工

事も毎年ドックで行っており、工事量も多いためドック期間が長い。 

 ドック前には、IWT 側が工事項目を記したドックオーダーをダラードックに発行し、ダラード

ックがそれに従って工事を行う手順は一般のドックと同じである。 

 

 ダラードックの機械設備は、何れも古く能力が低下したものが多い。予算が少なくほとんど更

新されていない。ドック入りした船の船底の汚れを洗浄し、錆を落とす機械装置が故障・廃棄し

てから導入しておらず、ドック入りした船は錆があるまま表面を塗装するので、錆の進行が加速

度的に速く、ダラーフェリーでは船底外板の 1／4～1／3 を毎年取り替えている。大変コスト高の

工事である。淡水河川では電気腐食は起きにくいが、ヤンゴン川では満潮時に海水が遡上し、汽

水状態になる。特に乾期は塩分濃度が高く（約 16‰：海水の約 1／2）電気腐食環境である。 

ダラードックの技術は設備の制限はあるが、鉄構工事、配管工事、機関整備工事などを行うに

十分なものである。 

 

ダラードックの概要： 

船台基数 引き上げ船台 11 基 125 t～468 t、ドライドック 1 基 1,400 t 

修繕船数 大修理約 120 隻／年 小修理約 200 隻／年 

新造船数 約 1 隻／年 
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 図 2-15 ダラードック構図 

 

(2) 船台 

 
No.1 引揚げ船台 

 
ドライドック 河泥が大量に入り込む 

 図 2-16 船台 

 

(3) 船殻工場 

装置は長期間使用されていないものが多い。 

ダラードックにおける熟練溶接工の賃金は、70,000Ks／月（7,000 円）ということである。 

 

 
鋼板の NC 切断機 レール幅 3.1m×長さ 15m  

シヤリング装置 
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フレームベンダー 

 
プレーンローラー 

 
ベンディングマシン 

 

 図 2-17 船殻工場 

 

(4) 機械工場 

 機械工場には工作機械はそろっており、プロペラ装置、諸機械の陸揚げの開放整備が行われて

いた。ディーゼルエンジンは船内で開放整備し、ピストン、シリンダライナーまでの大開放も行

うことができるため、機関整備技術は高い。 

 
NC ボール盤 

 
NC 旋盤 芯間約 500mm 小型軸用 

 
機械工場 

 
欠損部溶接継足し加工中のプロペラ 

研磨仕上げせず粗い仕上げ 
 図 2-18 機械工場 

 



2-23 

(5) 新造船建造 

ダラードックでは年に約 1 隻の船舶を建造している。 

調査団踏査時には大型バージを建造中であった（右

図）。 

溶接は粗く船級合格レベルではないが、総合的に設計、

切断、曲げ、組立て技術があることを表している。 

 

(6) 新規フェリーの PMP 実施機能 

新規フェリーは、計画的な整備プログラムに基づいて

機械装置を開放整備する PMP システムを採用する予定

である。ダラードックでは、機関開放整備を機械工場で実施しており、新規フェリーの PMP 実施

の基礎技術は十分あると見られる。また PMP にかかる交換部品の保管・整備については、ダラー

ドックの役割であることも確認できた。 

 

(7) ダラードックの錆落とし装置 

一般に、船舶の船底外板は、衝突など機械損傷がない限り、船の一生取り替えないものである。

しかし、ダラーフェリーは毎年ドックした際に、１隻あたりの船底外板の取り替えが、船底全体

の 1／4～1／3 に及んでいる。これは異常な船底外板の腐食が原因であり、ダラードックが船底の

錆を落とす高圧水・サンドブラスト装置を有しない（予算がなく買えない）ため、錆びたまま塗

装した鋼板が加速度的に腐食するためとみられる。淡水の河川では電気腐食は起きにくいが、乾

期のヤンゴン川は海水の遡上により塩分濃度が高い（約 16‰：海水の約 1／2）ため十分電気腐食

が起きる環境にある。新しく張り替えた外板も、数年で次図のような鋼板腐食状態に至る。運航

途中で破口浸水することも多い。 

 

 
腐食が進んだ IWT 船船底外板 

 
腐食穴から浸水した水がドックで流出中 

図 2-20 腐食した外板 

 

このままでは日本で建造した新規フェリーも同じ道を辿ることは必至で、就航後数年で、船底

外板の信頼性が低下し、かつ大きな修理コストが継続することが確実な状況である。その対策を

講じるため、新規フェリーの錆落とし工具（サンドブラスト装置等）を本プロジェクトで調達す

ることとする。 

 
図 2-19 建造中の新造船 
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2-2-1-2 桟橋設備の現状 

(1) 桟橋の配置 

 ダラーフェリーは、ヤンゴン市街側のパンソダン桟橋と対岸のダラー桟橋を結んで運航してお

り、何れの桟橋も変化が激しい水位に対処できるよう浮桟橋とされ、上下する浮桟橋と岸側とは

可動橋で連結されている。桟橋設備は IWT 保有ではなく、ミャンマー港湾局（Myanma Port 

Authority:MPA）が保有し、管理する設備である。 

 

1) パンソダン側桟橋 

 
待合室 

 
可動橋 

 
下船者 

 
パンソダン桟橋遠景 

図 2-21 パンソダン側桟橋写真 

 

 

図 2-22 パンソダン桟橋計測図 
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2) ダラー側桟橋 

  
待合室 下船者 

 
ダラー桟橋遠景 

 

図 2-23 ダラー側桟橋写真 

 

図 2-24 ダラー桟橋計測図 

 

(2) 桟橋の老朽度 

浮桟橋の側外板は、新しい鋼板に 近交換されており良好である。しかし頂部甲板は錆びてお

り補修が必要である。開口の蓋が無くなっている開口の下部は、ゴミが溜まり、水も溜っている。

頂部甲板の破口は、その場で重ね溶接により補修でき、ドック入りの必要はない。 
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側外板は状態良好 

 
頂板は錆が多く破口もある 

 
水の溜まった内部 

 
可動橋は良好な状態 

 
可動橋のローラー支持端も良好な状態 

 
 

図 2-25 桟橋の状態 

(3) 桟橋の乗客通過処理能力 

 フェリーが桟橋に接岸すると乗客は争って下船

し、一本の連絡橋（内面幅 3.0m）を通って下船す

る（右図）。下船が概ね完了したところで、待合室

の扉が開いて乗船者が同じ連絡橋を通ってフェリ

ーに乗船する。 

 その間の時間経過は、約 1,000 人の下船者のあと、

約 300 人の乗船者があったとき、次の時間を要し

ていた。 

 
 

図 2-26 下船する乗客 
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着岸・下船開始～下船完了 4’15” 

下船完了～初期乗船完了 2’10”” 

～離岸まで（断続的に乗船） 4’10” 

～対岸に着岸 9’30” 

合計 20’05” 

 

上記の他の計測からも、下船時間は 2～4 分、乗船時間も 2～4 分、下・乗船後の離岸までの待

機時間は 2～5 分である。連絡橋の幅（＝通過能力）がボトルネックで、下・乗船に時間がかかっ

ており、連絡橋を増設又は拡幅すれば、下・乗船時間が短縮され、増便が可能ではないかと当初

考えたが、現在毎 20 分の時刻表を毎 15 分にすることは難しく、連絡橋増設・拡幅による輸送力

増加は期待できない。 

 

(4) 桟橋設備の今後 

 IWT は、将来のダラーフェリー乗客増への対処としては、現在の 2 隻 1 組運航を 2 対とする構想

である。桟橋は、パンソダン側及びダラー側の既存桟橋に隣接した位置に各 1 式増設し、4 隻のフ

ェリーが運航することとなる。 

但し、桟橋の設置及び管理は、IWT ではなく MPA 所管のところ、MPA がパンソダン桟橋地域の

再開発を計画し IWT と協議しているところである。 

 

2-2-2 自然条件 

(1) 概要 

 「ミ」国は、アジア・モンスーン帯に在り、国土の２／３は熱帯域、１／３が温帯域に属して

いる。したがい、「ミ」国の河川はモンスーンの影響を強く受けており、年間雨量95％は、5月か

ら10月の雨期に集中している。 

「ミ」国の河川水位は、5・6月から増水し始めて、7・8月にピークとなる。9・10月に再び水位は

低下する。 

＜ヤンゴン港＞ 

 ヤンゴン港は、ヤンゴン川にある河川港で、河口部 Elephant Point から 32km の上流に在り、海水

が遡上する為、河川流量が減少する乾期にはヤンゴン市街地北部の上流部まで汽水になる。ヤン

ゴン港の泊地の水深は 8m～13m、 深部で 16m である。 

 

(2) 海象 

＜検潮施設＞ 

 ヤンゴン港の東端にあるMonkey point（北緯, 東経）には、JICAによる「ヤンゴン港・内陸水運施

設改修プロジェクト」において設置された２箇所の水圧式潮位計のうちひとつが設置され、MPA

によって管理されている。 

 5分間隔で測得されたデータはメモリーカードに保存され、3・4ヶ月毎にMPAの水路測量部の測

量技師によりデータがダウンロードされている。 
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＜基本水準点＞ 

 MPAが港湾施設および潮位予報で使用している基本水準面に基づいたベンチマークは、MPA庁舎

の南東、パンソダン桟橋の東約150mにあるナンティダール公園内の地下埋設ボックス内に厳重に

施錠されている。 

 

＜潮位＞ 

上記のベンチマークに準拠したヤンゴン港の潮位関係は、次表のとおり。 

 

表 2-7 ヤンゴン港の潮位関係 

潮位 
Tidal designation 

MPA基準面による潮位 
Relative to Chart Datum (m CD) 

備考 
Remarks 

Extreamely High Water Level （既往

最高水位）  
+7.10 Cyclon Nargis 2008 

Highest Hige Water Level 
（最高高潮位） +6.74 Sule Pagoda Wharf 1939 

High Water Level Spring 
（大潮平均高潮面） +6.20  

MSL 
（平均水面）  +3.23 Sule Pagoda Wharf 1954 

Low Water Spring Tide 
（大潮平均低潮面） ±0.00  

Lowest Low Water Level 
（最低低潮位） 

-0.24 Bo Aung Kyaw Wharf 1902 

出所： Myanmar Port Authority (MPA) 

 

また、我が国の海上保安庁が発刊する潮汐表によれば、大潮桝＝5.5m、小潮桝＝4.2mとなってお

り、大きな潮位差がヤンゴン港の特徴である。 

潮汐型は、1日2回潮型であるが、上げ潮時と下げ潮時の水位変動に要する時間が異なり、下げ

潮時にHWからLWに水位が下がる時間は比較的ゆっくりだが、上げ潮時にLWからHWに水位が上昇

する時間は下げ潮時の半分程度と感潮河川特有の水位変化をする。 

平均水面の季節変化も、ヤンゴン川の特徴のひとつであり、これは雨期の河川流量の変化によ

って起こるもので平均水面は 大50cm変化する。 

 

表 2-8 ヤンゴン港の平均水面の季節変化 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 

-22 -27 -24 -12 +3 +15 +22 +23 +19 +11 +1 -11 

出所：潮汐表（海上保安庁）  ※単位：cm 

 

＜波高・流速＞ 

ヤンゴン港内の波高は、穏やかである。河口部における波高も2mを超えることは稀である。 
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(3) 気象 

＜気温・相対湿度・降水量＞ 

ヤンゴンは、熱帯モンスーン気候帯にあり、年間平均気温は、27.6℃、 高気温は4月に30.9℃、

低気温は1月の25.0℃と月較差は6℃弱であるが、降水量は5～10月の雨期と、11月～4月の乾期に

明確に分かれており、雨期の6ヶ月間の降水量は、年間降水量の96%を占める。 

 

表 2-9 ヤンゴンの気候 

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 
平

均 

合

計 

平均気温(℃) 25.0 26.7 29.0 30.9 29.9 27.5 26.9 26.9 27.4 27.8 27.3 25.4 27.6 --- 

相対湿度(%) 62.0 59.3 63.2 65.1 72.7 87.4 85.9 90.1 86.7 82.8 74.5 66.9 74.7 --- 

降水量(mm) 1.4 4.8 8.6 15.7 268.0 521.9 599.9 606.7 347.5 182.8 63.0 3.8 --- 2623.9 

出所： Source: Department of Meteorology and Hydrology, Yangon (Kabaaye) Station (1978-1998) 
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出所： Source: Department of Meteorology and Hydrology, Yangon (Kabaaye) Station (1978-1998) 

図 2-27 ヤンゴンの気候 

 

＜風況＞ 

ヤンゴンの風向は、1月～6月頃までの西方向からの季節風が支配的である。 

 

表 2-10 ヤンゴン(Yangon Airport)の月別風向と風速 

 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 平均

卓越風向 
     

ﾋﾞｭｰﾌｫｰﾄ階級=4
以上の発生確率

(%) 
0 0 0 0 0 0 n/a n/a n/a n/a n/a n/a 0 

平均風速 
(m/sec) 

3.0 4.0 5.0 5.0 4.0 5.0 n/a n/a n/a n/a n/a n/a 4.0 

 乾期 雨期 乾期  
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(4) 水深調査 

GPSと連動したブロードバンド音響測深器を用いて、フェリーが通過する水面をカバーする約

750m×750mの水域の水深調査を実施した。解析結果の水深コンターを次図に示す。図は、生の計測

データを年間で も水位が低い乾期のレベルに補正したもので、年間 低水深図である。 

これによると、桟橋接舷付近及び接続部の水深は5.0mで河の中心部に向かって10m以上に深くな

っており、危険な浅瀬、沈船などの存在は認められない。 

従って、ダラーフェリー航路の水深は、フェリーの喫水1.2mに対して十分なものである。 

 
図 2-28 フェリー航路部の深浅測量図（2012 年 7 月測量） 

 

(5) 流向流速調査 

河川の流向流速の調査は、以下の２種類の方法で計測を行った。 

① 電磁気式メモリー流向流速計による定点連続観測 

定点（IWT 船係留のブイ、ダラー側河岸より 135m）に流向流速計を設置し、大潮期の５昼

夜、自動連続観測し、MPA の潮位計で計測した実測潮位との相関を調べる。 

② GPS ロガー付きフロートによるトラッキング調査 

大潮期に上げ潮、下げ潮、それぞれの 大流速が出現する時刻に、河川横断方向に約 100m

間隔で 6 個の GPS フロートを放流し、GPS フロートの軌跡から河川流の平面構造を調べる。 

 

① 電磁気式メモリー流向流速計による定点連続観測 

定点計測結果を潮位と重畳した結果を次図に示す。川はほぼEW方向であり、図の青色線をみる

と、流速は潮位と連動していること、流速は正弦曲線でなく、 高 低流速はやや平坦であり、

干潮・下りで約1.0m／s（2.0ノット）、満潮・下りで約0.75m／s（1.5ノット）であることを示して

いる。この定点位置（IWT船係留ブイ）での流速は、係留船の影響も受け、川の中央部の流速より

も遅い。川の流速の代表値は、次項②のGPSフロート計測結果に示す。 

Appro
x 7

60m
 



2-31 

 
図 2-29 電磁気式メモリー流向流速計による流速計測結果 

 

＜所 見＞ 

◆上げ潮： 明確なピーク流速が存在し、 大流速＝75cm／sec（下げ潮の75%程度) 

大流速は HWの30～40min前に出現する。 

◆転 流： LWの2h07m～2h50m前に転流(上げ潮＝>下げ潮）  

正反転流時に10cm／sec未満の微弱な流れが10～12 min間出現した後、直ちに流れが反転して流速を

増す。 

◆下げ潮： 明確なピークは現れない。 大流速＝100cm／s 

特定のピーク流速を示さず、HWの3h30min後から、約5h50minの間、ほぼ等速で流れ続ける。 

◆上げ潮／下げ潮の時間間隔： 下げ潮（7h15m～7h51min）＋上げ潮（3h54m～4h30min)のサイクル。

下げ潮時は、7h以上かけてゆっくり水位が下がる。上げ潮は、下げ潮時のおよそ２倍の速さで急

激に水位が上昇する。 

 

② GPS ロガー付きフロートによるトラッキング調査 

GPSフロート計測は、7月4日大潮の日、6隻の小型ボートと母船となる中型船を用い、満潮時（上

り）と干潮時（下り）の 大流速が発生する時刻に合わせて実施した。 

その結果、 大流速は下りで4.54ノット、上りで2.94ノットを得た。何れもパンソダン寄りの水
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深が も深い位置である。①の定点観測値の約２倍の値となる。 

よって、ダラーフェリー運航域において流速は下り 大約4.5ノット、上り 大約3.0ノットと結

論づけられる。 

表 2-11 GPS フロート調査の結果 

Date
Time

2012/7/4
11:32- 11:45

Tide: Spring, Ebb

Float No.
Direction

going to (deg)
Drifted Distance
after 5 min. (m)

Current Speed
(m/sec)

Current Speed
(Knot)

1 106 649 2.16 4.21

2 106 700 2.33 4.54

3 106 687 2.29 4.45

4 107 552 1.84 3.58

5 107 575 1.92 3.73

6 105 564 1.88 3.65

Date
Time

2012/7/4
15:38- 15:56

Tide: Spring, Flood

Float No.
Direction

going to (deg)
Drifted Distance
after 5 min. (m)

Current Speed
(m/sec)

Current Speed
(Knot)

1 285 372 1.24 2.41

2 283 453 1.51 2.94

3 289 434 1.45 2.81

4 289 398 1.33 2.58

5 290 353 1.18 2.29

6 290 301 1.00 1.95
。 

 
赤色；下げ潮時、黄色；上げ潮時、 放流後１分、３分、５分後の位置 

図 2-30 GPS フロートの軌跡（１分、３分、５分後の位置） 
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(6) 水質 

満潮時と干潮時に、パンソダン桟橋付近とダラー桟橋付近のヤンゴン川表層水を採取し、ヤン

ゴン大学の環境研究室にて分析を行った。（溶存酸素（DO）は、時間経過に伴い値が大きく変化

するので、パックテスト（簡易水質試薬）を用いて採水現場において簡易試験を実施した。） 

 試験結果を表 2-12 に示す。 

7月、雨期に計測したこれら試料の塩分濃度、比重、導電度は、ともに低く鋼板を顕著に電気腐

食させるレベルではないが、乾期には塩分濃度は15.9‰もの高い汽水となり、鋼板を電気腐食させ

るに十分な環境となる。 

また他の生物生存環境値は、土色に懸濁した水ではあるが、特に汚染された環境値ではなかっ

た。 

表 2-12 水質分析結果 

Sample No. St-1-1 St.-2-1 St.-1-2 St.-2-2 

Date July 3, 2012 July 3, 2012 July 4, 2012 July 4, 2012 

Time 11:20 10:50 15:00 15:40 

Station 

(dd.dddd) 

Dalla Jetty 
(16.7627N, 
96.1566E) 

Pansodan Jetty 
(16.7680N, 
96.1616E) 

Dalla Jetty 
(16.7627N, 
96.1566E) 

Pansodan Jetty 
(16.7680N, 
96.1616E) 

Tide 
Level above CDL 

Spring Flood  
+3.41m 

Spring Flood 
+2.50m 

Spring Ebb 
+6.43m 

Spring Ebb 
+6.57m 

Temp. (deg.C) 28.1 28.1 28.1 28.1 

Salinity (‰) N／D N／D N／D N／D 

Specific Gravity 1.004 1.004 1.002 1.002 

DO (mg／L) 9.0 9.0 7.0 9.0 

COD (mg／L) 16.8 16.0 14.8 13.2 

EC (μS／cm) 112.2 111.1 114.1 134.4 

pH 7.4 6.9 7.2 6.8 

SS (g／L) 0.15 0.19 0.17 0.18 

 

表 2-13 （参考）分析項目の解説 

項目 解説（農業用水等での基準値は日本の自治体の例） 

Salinity 塩分濃度：海水 30～35‰、淡水 0.5‰、汽水 0.5～30‰ 

Specific Gravity 比重：海水 1.024、純淡水 1.000 

DO 溶存酸素：魚貝類の生存 DO＞3mg／L、良好な状態は DO＞5mg／L、DO＜5mg／L 

で悪臭 

COD 化学酸素要求量：水道用水源 COD＜ 3mg／L、 

農業用水 COD＜6mg／L が望ましい。 

EC 電気伝導度：大きな値は電気を通しやすく、塩分等不純物が多い。 

50～100μs／cm 河川上流、200～400μs／cm 河川下流 

pH 水素イオン濃度指数：中性水 pH=7 酸性<pH7<アルカリ性  

水産用水（河川）pH6.0～7.5 

SS 浮遊物または懸濁物質：SS 大は懸濁、水産用水（河川）SS＜2.5mg／L  
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ただし、今回の調査は、雨期に実施した調査結果であり、乾期の水質とは大きく異なる。 

次表は、「ミ」国港湾局（MPA）がパンソダン＝ダラーフェリー航路の上流約5kmのアーロン桟

橋付近において、季節毎／潮位毎に調査した塩素量を、塩分濃度に換算した値であるが、乾期の

小潮期には、 大値＝15.9‰と高い塩分濃度を示している。 

 

 表 2-14 季節による塩分濃度の変化 

季節 潮汐 

塩分濃度 (‰) 

最大 最小 
平均 

表層 底層 表層 底層 

乾期 
大潮 14.3 14.5 3.3 3.8 8.9 

小潮 15.9 14.6 3.6 5.4 9.9 

雨期 
大潮 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 

小潮 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

備考：   - 塩分濃度値は、塩素量からの換算値 (塩分濃度= 1.80655 x 塩素量) 

 - 計測地点は、Ahlon （パンソダン＝ダラー航路の約 5km 上流) 

出所:  Myanmar Port Authority (MPA) 

 

(7) 土質 

パンソダン桟橋とダラー桟橋付近の河岸の土壌を採取し、ヤンゴン大学の環境研究室にて分析

を行った。試験結果を表2-15に示す。 

 

表 2-15 土壌分析結果 

Station  
(dd.dddd) 

Pansodan River Bank 
パンソダン河岸 

(16.7680N, 96.1616E) 

Dalla River Bank 
ダラー河岸 

(16.7627N, 96.1566E) 

EC 電気伝導度 (μS／cm) 435.0 172.6 

pH 5.4 3.9 

Humus 腐蝕含有率 (％) 2.49 2.26 

 

土壌は、pHが5.4（パンソダン）、3.9（ダラー）と強い酸性を示しているが、熱帯地域で塩基が

容易に溶出しやすい河岸の土壌にあるためと思われる。また、腐蝕含有率も少なく、腐敗臭もな

い。 

 

2-2-3 環境社会配慮 

 「ミ」国に環境影響評価（EIA：Environmental Impact Assessment）制度はなく、本フェリープロジ

ェクトでは EIA 手続きを経る必要がないことを確認した。実際的にも、新規フェリーは既存フェ

リーよりも全ての面で環境影響は低く、社会への望ましくない影響もないと判断した。 
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 環境汚染にかかる新規フェリーの設計設備については、外洋航行船舶に適用される IMO の

MARPOL 条約（International convention for the prevention of pollution from ships:国際海洋汚染防止条約）の適

用可能な部分について準用することとしている。 

 

Annex-I 油汚染防止：400 総トン以上の船舶に適用であり計画フェリーはそれ以下ではあるが、

機関場所から舷外に油水が排出されないよう区切るなどの対策を施す。 

Annex-II バラ積み有害液体物質の排出防止：対象外 

Annex-III 固形容器格納有害液体物質の排出防止：対象外 

Annex-IV 糞尿及び汚水の排出防止：短時間の運航であり対象外。「ミ」国に河川排水規制基準な

し。従って、既存フェリーと同様舷外直接排出とする。 

Annex-V 廃物投棄防止：対象外（船上焼却装置） 

Annex-VI 大気汚染防止： 新の MARPOL 排気ガス規制基準を満たすディーゼル機関を採用する。 

 

2-3 その他（グローバルイシュー等） 

特になし。 
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第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

(1) 上位目標とプロジェクト目標 

2011 年 3 月の連邦議会における大統領演説にもあるように、少数民族を含む貧富の格差及び地

域間格差の是正は「ミ」国の課題である。そうした中、「ヤンゴン市渡河船整備計画」は、ヤンゴ

ン市において老朽化している既存フェリーに替わる新規フェリーの整備を通して、輸送の安全性

及び信頼性の改善を図り、もってヤンゴン市民の生活環境の改善に資するものである。特にダラ

ー地区は低所得者層も多く居住しており、これら住民が多く利用する公共交通機関である河川フ

ェリーを整備するための無償資金協力を実施することは、「ミ」国政府の改革課題とも合致し、国

内の統合を高め、安定した社会の実現に寄与するものである。 

 

(2) プロジェクトの概要 

「ミ」国運輸省傘下の内陸水運公社（IWT）は、236 隻の動力船及び 155 隻の無動力船（バージ）

を運航し、「ミ」国内の主な水運を担っているが、動力船の内 109 隻は船齢 50 歳以上の高齢船で

ある。その中にあって、本プロジェクト対象のヤンゴン市パンソダン桟橋と対岸ダラー地区桟橋

を行き来するダラーフェリー4 隻は、更に 1945 年建造の 67 歳とさらに高齢船でありながら、ヤン

ゴン中心部にヤンゴンのベッドタウンであるダラー地域住民を運ぶ幹線水路を担っている。しか

しながら、さすがに 67 歳の船体は傷みが激しく、鋼構造の坐屈、損傷が数多く、破口浸水も度々

発生しており、年 1 回 3 ヶ月間のドック入りが必要となっている。このようにダラーフェリール

ートは、耐用年数を過ぎた超老齢船 4 隻が支え合いながら維持しており、公共フェリー輸送とし

て、不安全で、安定した運用が困難である状況が認められる。 

 

ダラーフェリー4 隻の各々は、老齢のため毎年約 3 ヶ月ずつドックしているため、航路には常に

3 隻が残り、3 隻が交代で毎日 5:00am から 9:30pm の 16.5 時間を 20 分おきの時刻表で計 46 便運航

している。航路現場の 3 隻は 2 日運航 1 日待機・休養・整備のローテーションである。 

本プロジェクトでは新規フェリーを 3 隻投入し、3 隻が 2 日運航 1 日待機・休養・整備のローテ

ーションで運航する計画とする。新規フェリーはドック期間が短いため（隔年毎約 1 ヶ月）、その

間のみ他航路のフェリーの応援を受けるが、3 隻のみの運航体制が可能である。 

これにより、ダラーフェリールートは新規フェリーのみによるサービスとなり、安全性の向上

が期待される。 

 

新規フェリーの保守管理については、IWT 傘下のダラードックに依存できる良好な環境の下、

PMP（Preventive Maintenance Policy：予防的保守管理体制）を構築することとする。このため、必要

な交換部品をプロジェクトで準備し、保守管理の年間プログラムを準備する。 

既存ダラーフェリーは船底外板の電気腐食が激しく、毎年のドックで船底外板を広範囲に張り

替えていたが、ダラードックに船体の錆落とし装置がなく船底外板の防錆処置が不十分なため、

錆が加速度的に進行している実情が明らかとなった。このため、本プロジェクトで高圧水洗浄装

置及びサンドブラスト装置を船体保守管理用工具として調達することとし、新規フェリーで船底

外板腐食問題が発生しないようにする。 
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PMP 及び錆落とし装置の活用により、新規フェリーのドック期間は（既存船の毎年 3 ヶ月から）

隔年 1 ヶ月程度に短縮でき、新規フェリー3 隻による運航体制が円滑に実施できると見込まれる。 

 

 

3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針 

計画船は、ヤンゴン市内の河川輸送の安全性を確保すべく、適切な旅客輸送能力を備え、安全

に航海でき、運航経済/耐久性に優れ、保守管理し易い船舶であるよう設計する。 

 

3-2-1-1 計画船の輸送規模設定 

 IWT 等と要請内容について協議した結果、隻数は安全性確保のため 3 隻とし、桟橋設備は河岸

地域の開発計画が流動的であることから、本計画に含めないこととした。また、ソフトコンポー

ネントとして要請されていた操船操機慣熟訓練はフェリー建造工事の一部として実施するため、

ソフトコンポーネントとしては取り扱わないこととした。 

 内容・規模の考え方は以下の通りである。 

 

(1) 需要予測 

 2-1-4-2 (3)「乗船者数計数結果」に示したとおり、

ダラーフェリーの 1 日の総乗船者数の週間平均

は 32,800 人、ラッシュ時の乗船ピークの平日平

均値は 1,049 人で、週間 大値は 1,166 人（月曜）

であった。 

 ダラーフェリーの今後の利用者は、ダラー地

区の人口増加に比例するとみられる。今後 10 年

間の人口増加は、ミャンマー全体で 13～24%（右

図）、ヤンゴン市で 20%である。ダラー地区を対

象とした人口増加率にかかる資料はないが、ヤ

ンゴン市に河川をはさんで隣接するベッドタウ

ンであることから、ヤンゴン市と同程度に人口が増加すると仮定すると、ダラーフェリーの 10 年

後の総利用者数は、現状の 1 日あたりの利用客数 32,800 人が約 39,000 人に、ピーク時の利用客数

1,166 人が約 1,400 人に増加すると推測される。 

 なお、この将来の人口増加に伴うダラーフェリーの需要の増加に対しては、現在の 2 隻×1 組で

はなく、IWT が桟橋を増設して 2 隻×2 組で対処する意向であり、桟橋の増設については、IWT が

桟橋を保有・管理する MPA（ミャンマー港湾局）と協議中である。 

 したがって、新規フェリーの定員の設定には、人口増加に伴う需要の増加は反映しないことと

する。 
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図 3-1 人口統計（Jan Larmeyer） 
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(2) 船体の規模 

 既存ダラーフェリーは、同規模の船体ながら、各フェリーの定員は 433 人、455 人、720 人、742

人が認可されているが、実際の乗船者は、朝夕のラッシュアワーで常に約 1,000 人の乗船者があり、

計測した 大乗船者数は 1,166 人であった。 

 

船舶の定員オーバーは日本では懲役・罰金刑の罰則がある。鉄道でも定員オーバーは法律違反

であるが罰則はなく社会的に黙認されている。船舶事故が乗客の生命に及ぼす影響が海・水上で

あるだけに大きいからである。開発途上国の旅客フェリーでは鉄道並みにしばしば定員オーバー

があり、ダラーフェリーも同様に定員オーバーが常態化しているが、本案件の規模決定では定員

オーバーを見越した手順はとるべきではなく、ピーク需要をカバーするように定員を定めるよう

進めることとする。 

 

既存ダラーフェリーの定員は 大 742 人であるが、これら既存フェリーと同じ船体規模とした

場合でも、日本の船舶安全法の基準（0.30m2／人の床面積）によれば 1,200 人程度の乗客スペース

はあること、定員 1,200 名を超えると船体を大きくする必要があるが、俊敏な操縦性が必要なダラ

ーフェリー航路で船体の大型化は好ましくなく、IWT が過剰乗船者のゲート規制を強化する意向

であることから、新規ダラーフェリーは既存フェリーの船体と同等規模で、乗船客定員 1,200 人規

模とする。また、乗客場所は日本の船舶安全法の基準による面積を確保し、また同法による救命

設備、復原性等の要件を満たすものとする。 

 

(3) 新規フェリーの隻数 

本プロジェクトが投入する新規フェリーの隻数は、以下の理由により、前節により策定した乗

船客定員 1,200 人規模のフェリーを 3 隻とすることが適当である。 

既存フェリーの現状、新規フェリー投入が 1 隻、2 隻及び 3 隻のケースについて、2 年間の運航

ローテーション例を次に示す。 

 



3-4 

○現状

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

既存船

既存船

既存船

既存船

○新規1隻

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

新規船 ド

既存船

既存船

既存船

・既存船3隻を、それぞれ年間9ヶ月以上投入する必要がある。
・運航現場では新規船1隻と既存船2隻のローテーション。大部分が老既存船依存の運航。

○新規2隻

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

新規船 ド

新規船 ド

既存船

既存船

・既存船2隻を、それぞれ年間6ヶ月以上投入する必要がある。
・運航現場では新規船2隻と既存船1隻のローテーション。老既存船にかなり依存する体制。

○新規3隻

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

新規船 ド

新規船 ド

新規船 ド

他航路船

・他航路から2年間で3ヶ月間の応援だけでローテーションを組むことができる。
・運航現場はほとんど新規船だけで、老既存船を排除した安全な運航

ドック

ドック

ドック

ドック

ドック ドック

ドック ドック

ドック ドック

ドック ドック

ドック ドック

ドック ドック

ドック ドック

 
図 3-2 新規フェリー投入隻数による運航ローテーション 

 

新規フェリー隻数を 2 隻とする場合は、既存フェリー2 隻と合わせて 4 隻体制が必要である。新

規フェリー2 隻だけで運航することはできず、現場では、既存フェリー1 隻を加えた 3 隻のローテ

ーションとなり、ドックに入っている 1 隻を加え計 4 隻となる。新規フェリーのドック期間は短

いが、2 隻の超高齢船は計 6 ヶ月（3 ヶ月／隻）ドックする。運航しているフェリー2 隻が両方と

も新規フェリーであるのは 3 日毎 1 日で、2 日間は片方が安全設備が不十分な既存フェリーで運航

され、定員オーバーでの運行状況が改善されない。 

新規フェリー隻数を 3 隻とする場合は、ほぼ 3 隻体制で運航できる。新規フェリーのドック期

間は、この船種では一般的に隔年約 1 ヶ月である。従ってドックでの航路離脱期間は短く、ほぼ

新規フェリー3 隻だけのローテーションを組むことができ、乗客は新しい日本からの新規フェリ

ーだけのサービスを享受できる。新規フェリーのドック期間中は、他航路フェリーの短期臨時応

援が可能である。信頼性が十分高いため、船員の交代は必要ではあるが、新規フェリーがドック

中でも既存フェリーの応援なしで 2 隻だけの運航も不可能ではない。 

以上の検討結果を踏まえ、本プロジェクトが本来指向している安全性向上の観点から鑑みると、

新規フェリー隻数を 2 隻とした場合は、既存船に半数を依存した従来通りの 4 隻体制となり、安

全性が十分に確保できない。一方、新規フェリー隻数を 3 隻にした場合は、対象航路フェリーは

全て新しいフェリーとなり、対象航路の安全性の回復及び維持を目的とする本プロジェクトでは、
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3 隻の調達は必要不可欠である。 

また維持コストも、＜4 隻×固定費＋既存フェリーの大きな修繕費あり＞ → ＜3 隻×固定費＋既

存フェリーの大きな修繕費なし＞となり軽減される。 

新規フェリーが投入されると、整備・修理費が低減され、更に 3 隻投入・3 隻体制になると減船

になる 1 隻分の固定費（乗組員給料、賄い費、点検費、登録費、減価償却費などの船に付随する

経費）が削減される。 

以下は、運賃収入を 2011 年度実績と同じとして新規フェリー2 隻投入 4 隻体制と新規フェリー3

隻投入 3 隻体制のケースについて収支予測したものである。 

 

 表 3-1 4 隻運航→3 隻運航関連経費低減予測 

 （単位：百万 Kyat）   

 収入 支出 収支  

2011 年度収支実績 455.261 221.541 233.720  

新規フェリー2 隻投入 4 隻体制 455.261 212.856 242.404 支出が約 4%軽減される 

新規フェリー3 隻投入 3 隻体制 455.261 192.807 262.453 支出が約 13%軽減される 

 
IWTダラフェリー2011年度収支

HHS KST TSH AYH 　TOTAL 平均値
121.414 125.330 103.096 105.421 455.261 113.815

　　 　　 　　 　　 　　
乗組員給料　 6.101 5.763 7.074 6.320 25.258 6.315
賄い費　 0.007 0.008 0.010 0.008 0.033 0.008
点検費　 0.003 0.010 　　 0.093 0.106 0.027
登録費　 0.010 0.010 0.010 0.010 0.040 0.010
燃料 36.909 40.175 36.291 33.744 147.119 36.780
潤滑油　 1.463 2.344 1.099 1.166 6.072 1.518
整備・修理費　 8.613 2.962 5.285 4.522 21.382 5.346
減価償却費　 3.953 5.974 1.918 3.446 15.291 3.823
ターミナル使用料　 0.522 0.615 0.495 0.552 2.184 0.546
チケット紙、その他代紙 1.014 1.014 1.014 1.014 4.056 1.014

58.595 58.875 53.196 50.875 221.541 55.387
62,819 66,455 49,900 54,546 233,720 58,430

新船2隻投入の4隻体制収支予測
既存船-1 既存船-2 新船-1 新船-2 　TOTAL
113.815 113.815 113.815 113.815 455.260

　　 　　 　　 　　 　　
乗組員給料　 6.315 6.315 6.315 6.315 25.260
賄い費　 0.008 0.008 0.008 0.008 0.032
点検費　 0.027 0.027 0.027 0.027 0.108
登録費　 0.010 0.010 0.010 0.010 0.040
燃料 36.780 36.780 36.780 36.780 147.120
潤滑油　 1.518 1.518 1.518 1.518 6.072
整備・修理費　 5.346 5.346 1.000 1.000 12.692
減価償却費　 3.823 3.823 3.823 3.823 15.292
ターミナル使用料　 0.546 0.546 0.546 0.546 2.184
チケット紙、その他代紙 1.014 1.014 1.014 1.014 4.056

55.387 55.387 51.041 51.041 212.856
58.428 58.428 62.774 62.774 242.404

新船3隻投入の3隻体制収支予測
既存船-1 新船-1 新船-2 新船-3 　TOTAL
18.969 145.430 145.430 145.430 455.260

　　 　　 　　 　　 　　
乗組員給料　 1.579 6.315 6.315 6.315 20.524
賄い費　 0.002 0.008 0.008 0.008 0.026
点検費　 0.007 0.027 0.027 0.027 0.088
登録費　 0.003 0.010 0.010 0.010 0.033
燃料 6.130 46.997 46.997 46.997 147.120
潤滑油　 0.253 1.940 1.940 1.940 6.072
整備・修理費　 1.337 1.000 1.000 1.000 4.337
減価償却費　 0.956 3.823 3.823 3.823 12.425
ターミナル使用料　 0.137 0.546 0.546 0.546 2.184
チケット紙、その他代紙 0.254 1.296 1.296 1.296 4.056

10.655 60.665 60.665 60.665 192.807
8.314 84.765 84.765 84.765 262.453

ダラフェリー　船名

ダラフェリー　船名
収　入
支　出

計
収支

支　出

計
収支

収　入
支　出

計
収支

ダラフェリー　船名
収　入
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3-2-1-2 船舶規則 

 「ミ」国船舶規則の適用に関し、DMA（Department of Marine Administration：海事局）と協議し、以

下を確認した。議事録を付属資料-5-4「DMA との会議議事録」に示す。 

(1) 「ミ」国に系統的な船舶安全規則はなく、NK 規則及び日本国海事規則を準用してよい。 

(2) 建造の設計図は NK 承認済みのものを DMA に送り 終承認手続きとする。DMA 船舶検査官は

大 2 回造船所に製造中検査に赴く。 

(3) DMA は NK 船級が DMA に代わり検査するための代行委任状を発行する。 

(4) DMA 規則では「ミ」国籍の内水面航行船は、臨時航行（新規フェリーの回航など）であって

も、海洋を航行してはならないとしている。新規フェリーの日本から「ミ」国への回航につ

いては、3-2-1-7 回航に記載する。 

 

3-2-1-3 既存フェリーの課題のフィードバック 

既存フェリーを踏査した結果、次のような改善すべき課題が見出された。これらの課題は、新

規フェリーにおいて改善することとする。 

 

表 3-2 フィードバック項目 

№ 既存フェリーの不具合 計画フェリーでの対処方針 

1. 定員以上の乗客を乗せている。特にヤンゴン川の水路航行

船が接近している場合や豪雨による視界不良で離岸が遅

れ接舷時間が長くなった場合でも、浮桟橋に来た乗客を制

限せず乗せるので、定員（船により異なり 433～742 名）を

大きく超過して 大 1,166 名乗船を計測した。 

新規フェリーの定員は、

大ピーク 1,166 人をカバーす

る 1,200 名とする。 

2. ダラー造船所にドック（スリップウェー上架）した時、錆

を落とさずに塗装するので、錆が止まらずに進行してい

る。造船所は錆を落とすサンドブラスト装置を所有してい

ないので、ワイヤーブラシやハンマーを使い、手でさび落

としをしているが極めて不十分である。錆の進行が激し

く、毎年船底外板の 1／3～1／4 を交換している。また時々

船底に穴が開くので、毎朝運航開始前の朝 4 時にマンホー

ルを開けて浸水を確認している。 

修繕費がかかり船の安全性を損なっている。 

このままでは計画船も既存フェリーと同様、頻繁に外板の

交換が行われることになり、既存フェリーと同じ道を辿

る。 

高圧水洗浄装置及びサンド

ブラスト装置を新規フェリ

ーの機材として供与する。 

3. 離着岸時操船が荒く、船側フェンダーや船体を浮桟橋に強

く接触させている。 

そのため船尾舷側の鋼製防舷材が損傷し、一部は船体まで

凹ましており、船体にまで亀裂が入ると大きな破口の危険

性がある。 

既存フェリーの操船方法の

調査に基づいて計画船の損

傷個所を推測し、防舷材の

増設等、対策を行うと共に、

乗組員に安全な操船方法の
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№ 既存フェリーの不具合 計画フェリーでの対処方針 

 

指導を行う。新規フェリー

への慣熟のため、幹部乗組

員を造船所に招聘すること

を計画する 

4. 浮桟橋と乗船甲板の段差が大きく、乗客の乗降に不自由で

あり、自転車、バイク、車椅子客の乗下船は困難である。 

浮桟橋の乾舷が 1.4～1.5m であるのに対し既存フェリーの

舷門付近における乾舷は 1.1～1.4m で 大 40cm もの段差が

あった。 

 

計画船では、舷門付近の乾

舷が 1.40～1.50ｍになるよう

に設計・計画する。 

5. 雨水タンクを持つフェリーが 2 隻あり船員は澄んだ雨水を

洗面、シャワーに利用できているが、他の 2 隻は泥色の川

水を利用しており衛生的ではない状態である。 

大きな雨水溜タンクを設

け、船員と売店で利用でき

るようにする。 

 

6. 操舵室及び乗組員居住室の壁・天井に防熱がなく、外部の

温度が伝わり非常に暑い。 

防熱を施工し、居住性を改

善する。 

 

7. 既存フェリーの長椅子は上甲板上にあり、主甲板上にはな

い。上甲板には階段を昇らなければならない。 

したがって、車椅子利用者や年配者のように上甲板に上が

れない人は有料のプラスチック製子供椅子を借りたり、我

慢して立っていたりしなければならない。 

主甲板上にも優先座席とし

ての長椅子を若干数配置す

る。 
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№ 既存フェリーの不具合 計画フェリーでの対処方針 

 

 

8. 既存フェリーでは昼間発電機は停止させ船内に交流電力

は供給しておらず、一切の交流電気器具を設けることがで

きない。 

主機関駆動の交流発電機を

設け、独立発電機を運転し

なくても電力供給できるよ

うにし、通風ファン、船内

放送、冷蔵庫などに交流電

源を供給する。 

9. 船橋にはレーダー、GPS、エコーサウンダーなどの航海計

器がほとんどなく、通常は必要ないものの、濃霧や豪雨時

にフェリーは対応できない。 

レーダー、GPS、エコーサウ

ンダーを装備する。 

10. 乗客への安全情報の伝達手段が全くなく、非常時の乗客誘

導が十分にできない。 

船内放送設備、安全情報 DVD

を備える。 

11. 船橋と機関室の直通電話がなく、トランシーバーや携帯電

話が使用されている。 

信頼できる直通電話を設け

る。 

 

3-2-1-4 乗船客・乗組員意見フィードバック 

表 3-3 乗船客意見フィードバック 

№ 乗船客意見 計画船での対処方針 

1. トイレが汚い、洗浄水がない、暗い（7 人） 洗浄水を確保すべく主機関冷却水を洗浄水に使

い、トイレには電灯を設ける。 

2. ラッシュ時に混み合う（5 人） 新規フェリーは既存フェリーと同規模であり、ラ

ッシュ時の混雑緩和には対処していない。 

3. 乗客場所が暗い（2 人） 昼間での電力供給できるよう主機関駆動発電機

を設け、点灯できるようにする。 

4. 無料椅子（ベンチ）が多い方がよい（2 人） 1 階乗客甲板にも若干数ベンチを設ける。 

5. テレビがあるとよい（2 人） 安全用ビデオ TV を設ける。一般放送の放映につ

いては、IWT が判断しアンテナ取り付け工事等を

行う。 

6. 雨が乗客場所に降りこむ（1 人） 船首端部及び売店側部には雨よけ舷側蓋を設ける。
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表 3-4 乗組員意見フィードバック 

№ 乗組員意見 計画船での対処方針 

1. HYDROMASTER による操船はよい。新規フェリーも

同じ装置がよい（3 人） 

同様の装置とする計画である。 

2. 操舵場所は 2 階甲板の上がよい（3 人） そのように計画する。 

3. 昼間も電力供給がある方が便利だが、発電機は昼間

休ませたい（3 人） 

主機関駆動発電機を設け、昼間の電力

供給を容易にする。 

4. レーダー及び GPS があると視界が悪いときや夜間

によい（4 人） 

レーダー及び GPS を設ける。 

5. 船底に穴が開くのはよくない（2 人） 錆落とし装置等防錆対策を実施する。 

6. 洗面・シャワーには川の水でなく雨水がよい（2 人） 雨水タンクを設ける。 

 

3-2-1-5 長寿命ポリシー 

「ミ」国は、水運が盛んであり船舶の製造、修理施設は多いが、船舶搭載機器類のアフターサ

ービス体制は整っておらず、部品調達には時間がかかり、一旦重要機器が故障すると修理するに

は時間がかかる。新規フェリーの安定した運航のためには、普段からの計画的な整備が特に重要

である。 

ダラーフェリーの整備修理は、日常及び毎年のドックなど、同じ IWT 傘下のダラードックに依

存している。ダラードックの機械設備は旧式のものが多いが、機械整備技師の技術レベルは高く

ディーゼル機関の全開放整備も十分行うことができる。 

 

従って、あらかじめ予防的保守管理プログラム（Preventive Maintenance Policy : PMP）を構築してお

き、ダラードックによる日常・定期保守管理を行うようにするよう計画する1。 

長寿命ポリシー方針の下、定期的な予防的保守管理用の船舶機器部品を、交換部品として支給

する。主機関については、小型機関では船上で開放整備するのでなく、主機関全体を機関台から

外し陸揚げして整備環境が整った陸上の機械工場で整備することが一般的であり、新規フェリー

の主機関もこのような整備方法をとることとし、主機関の交換部品としては主機関全組品を 2 基

（1 隻分）及び開放整備用のガスケット、消耗が早い機関付属ポンプ等を支給することとする。 

約 10,000 時間運転経過（ダラーフェリーでは約 2 年）の整備時期に至ると、フェリー（新規船）

はドック入りし、主機関 2 基をダラードックの整備工場に陸揚げし、ダラードックに保管してあ

る整備済みの主機関を搭載する。陸揚げした主機関は整備して保管し、次の新規フェリーでの主

機関交換に備える。このような手順で、主機関の整備が確実に行われ、従来数ヶ月を要していた

主機関の整備のための停船が大幅に短縮できる。 

 

3-2-1-6 船員の慣熟訓練及び PMP 講習 

本プロジェクトでは PMPを採用する計画で、このため PMPに必要な交換部品を調達し、PMP実

                                                             
1  水産エンジニアリング(株)では、建造監理の際、予防的保守管理方針書（週間、月間、四半期、年間、長期の

プログラム）を作成し指導している。故障していなくても定期的に開放・部品交換するもので、機器及び交換

部品の寿命を長くできる。 
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施計画書を作成し、新規フェリーの幹部船員に講習する。新規フェリーの幹部船員として、各船

の船長及び機関長（又は同等者）及び IWT 技術職員（通訳兼務）を完工の約 1 ヶ月前に日本に招

聘し、造船所に滞在させ、操船・操機に慣熟させるとともに、PMP 講習も行う。船長及び機関長

は、「ミ」国への回航に同乗して帰国し、他の船員に操船・操機を伝授する。なお、回航時の船

員は、すべて国際海技免状を有する日本人とする。 

 この船員慣熟訓練は、造船契約業務のなかで実施するもので、ソフトコンポーネントとしては

取り扱わない。 

新規フェリーがヤンゴンに到着後、約 0.5 ヶ月間、造船所技師 2名（甲板部及び機関部）をヤン

ゴンに保証技師として派遣し、初期故障や機器微調整に対応させる。同技師は、初期故障対応の

ため「ミ」国に滞在し、手空きの時は、機器類の操作指導（PMP 実践に際しての補助）も行う計

画とするが、あくまでも保証技師の立場であり技術指導員とはせず、これもソフトコンポーネン

ト扱いとはしない。 

 

3-2-1-7 回航 

新規フェリーは、完工後「ミ」国に登記し、日本の造船所から「ミ」国ヤンゴンまで、 も経

済的な自航にて回航する。そのため、内水面船でなく、海洋航行船として構造を強化し、航海計

器、安全無線設備も海洋航行が可能なよう装備を整える。 

回航には、国際海技免状を有する日本人の航海士及び機関士が乗船する。回航業務は、造船業

者契約に含まれ、造船所が手配する回航業者が請け負い、船体、機材、乗船者及び第三者損害に

付保する。 

IWT 船員（船長及び機関長）は、日本で新規フェリーの慣熟訓練を受けた後、フェリーに乗船

して、慣熟訓練を続けながら帰国する。 

回航経路は、日本から東シナ海を南下、マラッカ海峡を通過し、「ミ」国ヤンゴンに至る約 4,050

海里（7,500km）の里程である。航海には衛星通信装置を携行し、常に気象海象予報を得つつ航行

し、荒天では緊急避港できるようにする。燃料油補給のため途中の港に 1 回程度寄港することも

計画する。新規フェリーはできるだけ全船が船団を組んで航行するようにする。4,050 海里を平均

時速 9 ノットで航走し、実航海日数 19 日補給寄港 4 日で計約 23 日の日程を予定する。 

 

3-2-1-8 新規フェリーの資機材産地国 

新規フェリーに搭載する機器・素材で、「ミ」国から調達することが適当な産品はない。 

機器・素材については以下の 2 項目に第三国製品を採用する選択肢があるほか、一般に日本の

産品を調達することになる。 

 

(1)  推進装置（プロペラ）：英国 HYDROMASTER 社製 

既存フェリーが採用している推進装置メーカーである。日本の 2 社が同等製品を製造でき

るため、3 社の選択肢の１である。 

(2) 主機関：韓国 DOONSAN 社製 

推進装置メーカーの HYDROMASTER 社が標準で採用しているディーゼル機関メーカーであ

る。日本の 2 社が同等製品を製造できるため、3 社の選択肢の１である。 
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ヤンゴンには舶用機器メーカーの代理店は少ないが、ほとんどの舶用機器メーカーはシンガポ

ールやバンコクに代理店・サービス店を持っている、または代理店の開設を計画しているところ

もあり、新船搭載機器のアフターサービスに問題はない。 

 

3-2-2 基本計画（船舶設計要件） 

3-2-2-1 新規フェリーと既存フェリーの主要要目 

 新規フェリーは以下の設計要目のものとする計画である。 

 

表 3-5 新規／既存フェリー要目 

船 名 新規フェリー 

Anaw Ya Htar 

 

Tapin Shwee Hti 

 

Kyan Sit Thar 

 

Hti Hlaing Shin 

 
船 種 旅客フェリー 旅客フェリー 旅客フェリー 旅客フェリー 旅客フェリー 
船 級 日本海事協会 なし なし なし なし 
建造年 2014 年（予定） 1945 年 1945 年 1945 年 推測 1945 年 
建造国 日本（予定） 「ミ」国 「ミ」国 「ミ」国 「ミ」国 
全長 41.35 m 40.6 m 41.3 m 40.6 m 39.7 m 
幅（型） 9.40 m 9.1 m 9.0 m 9.1 m 9.3 m 
深（型） 2.60 m 1.80 m  1.80 m 1.80 m  1.80 m 
喫水 1.20 m 0.6～1.0 m 0.6～1.0 m 0.6～1.0 m 0.6～1.0 m 
総トン数 290 334.19 257.14 249.67 138.85 
乗客定員 1,200 人 455 人 720 人 742 人 433 人 
乗組員 14 人 14 人 14 人 14 人 14 人 
乗客甲板 2 階構造 2 階構造 2 階構造 2 階構造 2 階構造 

主機関 
約 200kW x 2 基 
（約 270 HP x 2） 

Dorman（英）LETCA  
250 HP x 2 基 

MWM（独）TBD 234 
V6 

297 HP x 2 基 

推進器 
同右又は 
同等品 

Hydromaster 360°旋回推進装置 x 2 基 

 

3-2-2-2 新規フェリーの各部設計要素 

(1) 新規フェリーのスタイル 

 新規フェリーは、船尾に HYDROMASTER（又は同等）推進装置、 上部に操舵船橋を配置するこ

と、主要寸法は乗船定員から既存フェリー程度が適当で、大きくすると操縦性が鈍くなることか

ら、既存フェリーと類似のスタイルに帰着する。 

 1 階、2 階、3 階建ての乗客甲板配置の選択肢については、1 階建てでは目標の乗客定員を得る

には船体の長さと幅を大幅に増さなければならず経済的な船型でなくなること、3 階建てでは重

心が上昇するので安定性を確保するため幅を増す一方、そのままでは乗客甲板面積が過剰になる

ため長さを大幅に減らす必要があり、幅が長さに比べ異常に広い船型になる。よって、約 1,200

人定員の新規フェリーでは 2 階建て設計が適当である。 



3-12 

 

(2) 船型 

 既存フェリーが全て約 0.8m の浅

い喫水の浮力で全船体重量を支え

るため、船型は非常に太った水抵抗

が大きい燃費効率が悪いものであ

ったが、自然条件調査結果（右図）

で得られたように、水深は十分で設

計喫水は深くできることから、新規

フェリーでは喫水を 1.20m とし、浮

力を保ちながらも痩せた水抵抗が

少なく燃費効率がよい船型計画と

する。 

 

(3) 船体構造 

 新規フェリーは、東シナ海、アンダマン海等の海洋を航行して日本からミャンマーに回航され

るため、船体は河川航行にのみ適合した構造ではなく、海洋航行に適合するものとするとともに、

主甲板上の機関室を水密に閉囲するなど波浪に対抗できる水密構造のものとする。 

 

(4) 適用規則・船級 

「ミ」国船舶規則については「ミ」国海事局 DMA から構造規則を入手した。DMA は日本規則又

は NK 規則の準用を船舶規則全般について認めており、日本海事協会（NK）の検査を受け、準用

の鑑定書があれば、DMA はそれに基づいて承認し、登録する。 

従って新規フェリーは、NK 規則及び日本規則を準用して設計建造することとし、建造中の第三

者検査は NK に依頼することとする。 

DMA は、内陸平水船舶の海上航行を禁止しているため、内陸平水船舶の構造・設備では、日本

からの自航海上輸送はできない。したがって、新規フェリーは沿海の海上航行船舶として建造し、

DMA から仮国籍証書の発給を受け、日本出港前に「ミ」国国籍とし、南シナ海を航行、「ミ」国に

回航することとする。 

 

(5) 復原性能 

1,200 人乗船時の復原性能が日本の船舶復原性規則を満たすようにする。また主甲板下の何れの

区画に浸水したときにも転覆せず安全なよう、船舶区画規定により損傷時復原性を確保する。 

 

(6) 救命・消防設備 

 内陸平水の旅客船に要求される救命設備は、日本の船舶救命設備規則を準用し、救命浮器、救

命胴衣（定員の 10%）及び救命浮環を備え、消防設備については船舶消防設備規則を準用し、消

火ポンプ、消火栓、消火器を備える。 

 

 

 
図 3-3 フェリー航路部の深浅測量図（2012 年 7 月測量） 

Appro
x 7

60m
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(7) 乗客定員 

計画船は、日本規則の船舶設備規定によれば、航行時間 1.5 時間未満の旅客船は、立席乗客が認

められ、乗客 1 名の床面積は 0.3m2以上と規定されている。既存フェリーは、上甲板に固定ベンチ

が約 160 人分あり、計画船にもベンチを上甲板に 160 人分、主甲板に 40 人分配置する。これで椅

子席の定員が 200 人となり、立席乗客場所は 1,000 人で床面積は乗客 1 名あたり約 0.38 m2となる。

固定ベンチの他（現在は有料（50Ks＝5 円）の）持ち運び式プラスチック椅子も用意するが、立ち

席定員面積には影響しない。主甲板の固定椅子は、二階（上甲板）に上ることが不自由な老齢者

や身体障害者用優先席であるが、混雑時の乗客の動線と重ならないよう配慮し、席を配置する。 

 

(8) 速力性能、機関設備及びプロペラ 

川の流れは 4.5 ノットである。この流れに負け

ず、対岸に横断していくためには既存フェリー並

みの速力 10 ノットは必要である。1 基故障でも航

走可能とするため、また 2 基のプロペラを用いた

自由な操船性のために主機関は 2 基に分け、各約

200kW（270ps）の主機関とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(9) 操船設備 

既存フェリーでは、通常の舵ではなくプロペラが 360 度旋回する推進装置を用い、早い流れを

横切り、流れの中で離着岸している。乗組員はこの装置に慣熟しているため、新規フェリーでも

同様のプロペラ装置が不可欠である。プロペラには漁網などが絡まることが多く、絡まった漁網

等を取り外せるようにプロペラのはね上げも不可欠である。 

 

(10) 乗客設備 

既存フェリーと同様、乗客の着座設備は、前記の無料ベンチと有料プラスチック椅子とする。

固定ベンチは上甲板のほか、主甲板にも若干数設け、年配者などの利用に配慮する。 

新規フェリーの便所は、既存フェリーと同様左右舷に男女別各 3 室を設ける。 

既存フェリーにも設置されている売店を乗客場所の一隅に設ける。 

 

 

 

 
図 3-4 速力計算結果 

水抵抗：Wageningen 水槽 
プロペラ：MAU4 翼 
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(11) 船員設備 

既存フェリーでは、船員室は簡易な家具を備えた簡易な構造で、寝台数が不足するものもあっ

たが、新規フェリーでは、全ての船員に寝台を配置し、内装の快適さにも配慮することとする。 

乗組員の部屋は、船員の格付けと作業内容を考慮し、既存フェリーに準じ、船長及び機関長は

個室、一般船員用に 4 名部屋を 2 室、２名部屋を 2 室配置する。 

便所は乗客用のものを使用し、雨水のシャワー設備も設ける。 

 

(12) 給電設備 

既存フェリーでは、発電機の負担を軽減するため昼間は発電機を停止しており、昼間は電気が

なく暗いところにも電灯照明がない（トイレなど）、冷蔵庫など家電品が一切使えない等不自由が

あった。新規フェリーには、ソーラー発電装置及び主機関駆動発電機を設け、ディーゼル発電機

を作動させなくても常時交流電源を給電し、日中でも水ポンプ、燃料ポンプ、通風機、冷蔵庫、

船内放送、DVD 装置等が利用できるようにする。 

ソーラー発電装置は、電灯及び小家電機器程度の電力対応の約 4kW 発電能力のものとするが、

ソーラーの発電量を電力使用が超すときには常時作動している主機関駆動発電機から電力を補う。 

主機駆動発電機は、2 台の主機関に各々V ベルトがけで駆動し、定周波数装置を介し、何れか 1

台から給電する。 

また、主機関が停止する夜間の給電用に、ディーゼル発電機を 1 台装備する。 

ソーラー発電装置には運動部分がないため、故障リスクは非常に低く、修理インフラがない開

発途上国にも多く援助されている。本プロジェクトのフェリーでのソーラー設備は、利用環境及

び利用方法とも、家庭用のソーラー設備のものに近く、技術的な問題点はないと見られる。 

なお、ソーラーの発電量をディーゼル発電機でまかなうとした場合の燃料消費量は、1 年に 1

隻当たり約 2,350 リットル（4kW x 50% x 230g／kW／h x 12h x 10-3÷0.86 lit／kg x 365 日）である。 

発電機及びソーラーからの給電周波数は 60Hz とする。「ミ」国内の陸上給電電圧及び周波数は

230V、50Hz であるが、20kVA 程度の小型発電機は 50Hz 出力のものが入手困難であること、ポンプ、

航海計器等の舶用機器は 60Hz 仕様が一般的で予備品の入手に問題はないこと、家電品は「ミ」国

市場では 50Hz 品であるが実質的に問題ないこと、から船内電力は 60Hz とした。 

 

(13) 配管系統 

 ビルジ系統 ビルジ／消防ポンプ 2 台を設け、各水密区画のビルジを吸引する。 

 消防管系統 ビルジ／消防ポンプ 2 台を甲板への消防主管に接続する。 

 燃料油管系統 主タンクに数週間おきに補給し、主タンクから常用タンクには毎朝 1

日の使用分を電動燃料油ポンプでポンプアップする。 

 雨水管系統  船橋甲板の雨水を上甲板の雨水タンクに集め、乗組員の洗面、シャワ

ー、売店で使用する。 

 便所洗浄管系統 主機関の冷却水の排水を導き、便所に供給する。 

 便所汚水貯留系統 便所の排水を一旦便所直下の小タンク（約 1m3 x 2）に貯留したのち、

前方の大型汚水タンク（約 40m3）に移送ポンプにより移送、その後定

期的に陸上に排出ポンプにより排出する。 
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 主機関冷却水系統 水冷主機関とし、ジャケット冷却水は冷却水ポンプによる間接冷却と

する。 

 

(14) 航海設備 

 JICA で教育訓練用に機材供与を受けたフェリー以外、既存フェリーには航海計器はほとんどな

い。新規フェリーには、内陸湖水船に必要な航海計器の他、海洋航行に必要なもの（磁気コンパ

ス、GPS コンパス、レーダー、GPS、音響測深器、等）を設け東シナ海及びアンダマン海を経由

した自航航海に適したものとする。なお、海水面を航行するために設置した設備は、実際の河川

航行において、夜間や濃霧の際に有用であること、また、費用面から鑑みても、設備を設置した

ままとする方が経済的であることから、取り外しは行わないこととする。 

 

(15) 工具、PMP 予備品及び機材 

 新規フェリーの調達に加え、本計画では新規フェリー用の工具、PMP 予備品及び機材を調達す

る。 

 工具は、表 3-6 に列記する船体部用、機関部用、電気部用の工具からなる。 

 PMP 予備品は、表 3-7 に列記する主機関用、その他機器用の部品からなる。 

 機材は、表 3-8 に示すように錆落とし装置、主機関完備品及び客室用持ち運び椅子からなり、

新規フェリー及び工具とは別扱いの調達手続きがとられる。 
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3-2-2-3 新規フェリー設計仕様案 

表 3-6 計画要目表 

項目 仕様 

1. 主要項目 

 船種 内陸水運旅客船 

 航路 ミャンマー国パンソダン・ダラー間 

 国籍 ミャンマー連邦共和国 

 船級 日本海事協会（NK） 

 適用規則 「ミ」国船舶安全法 

  日本国海事規則（適用可能な条項に限る。） 

  NK 船級規則 

  国際トン数測度規則（非条約船） 

  国際海上衝突予防条約 

  国際海洋汚染防止条約（適用可能な条項に限る。） 

 全長 41.35m 

 垂線間長さ 38.50m 

 幅、型 9.40 m 

 大幅  9.80m 

 

深さ,型 主甲板 

              上甲板 

 船橋甲板 

2.60m 

5.00m 

7.40m 

 計画喫水、型 1.20m 

 総トン数（国際） 290 トン 

 航海速力 約 10 ノット、75% 出力時 

 主機関 約 200 kW （270 ps） x 2 基 

 定員  1,214 名 

  乗客 1,200 名 

  乗組員 14 名 

 タンク容積  

  燃料油 30m3 

  雨水 4m3  

  汚水貯留タンク 40m3 

2. 乗客及び乗組員設備 

 
乗船客区域 主甲板: 固定木製ベンチ（1.6mB x 10 脚） 

上甲板: 固定木製長椅子（1.6mB x 40 脚） 

 

売店 販売カウンター、食品棚、流し、食卓(4)、椅子(16) 

1－冷蔵庫、500 lit 

1－湯沸かし器、10 lit、1 kW 
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項目 仕様 

1－電子レンジ、700 W 

1－電磁調理器、1.3 kW 

 

乗船客区域 1－船長室、1 段ベット及びロッカー 

1－機関長室、1 段ベット及びロッカー  

2－船員室（4 人室）、 2 段ベット x 2 及びロッカー 

2－船員室（2 人室）、2 段ベット×1 及びロッカー 

各寝室には扇風機 1 台取付 

 

便所 (乗客及び乗組員用) 3－便所、女性用 

3－便所、男性用 

1－シャワー室、船員用、洗濯機配置 

 甲板被覆 ノンスリップデッキペイント 

 内張り及び天張り 
内張り及び天張り：船員室及び操舵室 

天井張りのみ：船橋甲板暴露部下面 

3. 揚錨係船 

 錨 1 x 495 kg Danforth 又は AC14 

 錨鎖 1 x 22 mmD x 165 m x II 種 

 規則曳航索 1 x 20 mmD SWR (6x12) x 180 m 

 規則係船索 4 x 27 mmD 合成繊維索 x 120 m 

 使用係船索 35 mmD 合成繊維索 x (6 m x 2 + 50 m x 2) 

 揚錨機 
電動モーター駆動 x 1 

錨及び鎖 x 1、ジプシーホイール x 1、ワーピングエンド x 2 

 ボラード 8 x 200 mmD  2 本柱 

4. 防舷装置 

鋼製防舷材 主甲板レベルに 200mm 幅台形型鋼製フェンダー溶接 

タイヤフェンダー 各舷に約 750mmD 古タイヤ x15 個、チェーン吊り 

5. 安全設備 

救命設備 

救命浮器  22p x 56（全定員の 25%以上） 

救命胴衣  126 個（全定員の 10% + 4）  

救命浮環 11 個 

消火設備 

消火栓＋ホース 2 式（主甲板＋上甲板） 

持運式粉末消火器 8 個（機関室 2＋乗船客場所 4＋売店 1

＋操舵室 1） 

6. 通風設備 

 機関室 自然通風 

 ポンプ室 自然通風  

 売店 自然通風 

 乗組員室 自然通風 
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項目 仕様 

7. 窓 

 

窓 操舵室  前壁 1 x 1,100mmW x 750mmH（固定） 

 4 x 750mmW×750mmH（2 枚固定、2 枚前上方ヒンジ） 

舷側 2 x 600／410mmW x 750mmH （固定）  

寝室 6 x 350mmW x 500mmH（外側開き） 

乗船客甲板 上甲板前壁 4 x 350mmW x 500mmH（外側開き） 

 雨よけ開口蓋 
上甲板前部舷側及び売店側部・後部 

鋼枠ポリカーボネート板、内側上方ヒンジ  

 窓ワイパー 操舵室中心前窓にスイング式 x 1 振り幅 900mm 

8. 機関室内機器 

 

主機関 中速ディーゼル約 200 kW (270 ps) x 約 1900 rpm x 2 

シリンダー径 約 130mm x ストローク約 165mm 

NOx 2 次規制適合品 

電動セルモーター始動 

水冷（冷却水ポンプによる間接冷却） 

クラッチ付き 

 
軸系 主機関フライホイール端～クラッチ～ユニバーサル継ぎ

手軸～推進装置入力 

 
推進機 HYDROMASTER（英）または同等品推進装置 x 2、360°旋回、

跳ね上げ機構、プロペラ径約 0.90m 

 

主機駆動発電装置 約 20kVA x 225V x 60Hz x 2 

各主機関に 1 台 V ベルト駆動 

 

 

定周波変換装置 主機駆動発電機用 x 2 

作動範囲主機アイドリング回転数～ 高回転数 

ノイズフィルター付き 

 
停泊用発電装置 15kVA x 225V x 60Hz x 1  

ディーゼルエンジン駆動、空冷、電動セルモーター始動 

 
河水冷却ポンプ 3 x 渦巻、25 m3／h x 15 mH x 2.2 kW 電動 

2 台作動、1 台予備 

 
ビルジ／消防ポンプ 2 x 渦巻、20 m3／h x 40 mH x 5.5 kW 電動、パワートロン始

動 

 燃料油移送ポンプ 
1 x 渦巻、1 m3／h x 8 mH x 0.4 kW 電動 

1 x 手動ポンプ 

 汚水移送ポンプ 2 x 渦巻、6 m3／h x 8 mH x 0.75 kW 電動 

 汚水排出ポンプ 2 x 渦巻、6 m3／h x 8 mH x 0.75 kW 電動 

 機関制御 
主機関  

始動・停止 機側 
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項目 仕様 

クラッチ 機側・船橋 

回転速度 機側・船橋 

非常停止 船橋 

エンジンテレグラフ 

＜船橋 : 機側＞ x 2 機関用, 4 点, 押釦式 

推進器 

転舵 機側・船橋 

停泊用発電機  

始動・停止 機側 

9. 配管装置 

 

ビルジ吸引管系統 各水密区画からのビルジ配管は機関室内のビルジ／消防

ポンプに接続する。 

ポンプ室にバルブマニホールド 

 
消防管系統 消防主管はビルジ／消防ポンプに接続、主甲板 ・上甲板

に立ち上げ、2 個の消火栓を設ける。 

 

燃料油管系統 毎日始業前に FO 移送ポンプで燃料を移送する。 

予備に手動ポンプを設ける。 

主燃料タンク計約 30m3、サービスタンク約 1m3x1 

給油は各タンクに直接 

 

雨水管系統 上甲板上に配置した雨水タンクヘ船橋甲板上の雨水を導

くための雨水配管を設置する。 雨水タンクの水は便所、

売店及びシャワー室で使用する。 

 便所清浄水管系統 主機関冷却水排水を便所の水洗に使用する。 

 

便所汚水タンク貯留系統 便所の排水を一旦便所直下の小タンク（約 1m3 x 2）に貯留

したのち、前方の大型汚水タンク（約 40m3）に移送ポン

プにより移送、その後定期的に陸上に排出ポンプにより排

出する。 

従来通りの直接舷外排出管も設ける。 

 主機冷却清水管系統 電動河水冷却水ポンプ→主機関付き熱交換器→排水 

10. 電源装置 

 
発電機 主機関駆動 2 x 20kVA x 60Hz x 3ph AC 

ディーゼル駆動 1 x 15kVA x 60Hz x 3ph AC 

 
船内電力 AC: 220V 3ph, 220V 1ph 

DC: 24V  

 
配電盤 配電盤：発電機盤、給電盤及び分電盤 

並列運転なし 

  トランス なし 
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項目 仕様 

 

始動用蓄電池 主機始動用 x 2、停泊用発電機用 x1 

機関室内に設置 

一般用蓄電池 1 x 100Ah、非常灯及び航海計器用、船橋甲板に設置、フロ

ート充電  

 

太陽光発電 大 4kW 発電用 

船橋甲板後部に太陽光パネル設置 

出力 225VAC 60Hz 3 相 

電力制御装置を介し配電盤に接続、太陽光電力を優先利用

し不足分を船内発電主電源装置から自動補助 

11. 連絡装置 

 電話 操舵室：機関室 

 呼出ベル 操舵室：4 船員室 一斉呼出 

 

船内放送 1 x 30 W アンプ及びマイクを船橋に設置 

13 x 2 W スピーカー（乗客甲板）、2 x 10 W トランペットス

ピーカー（船橋側部） 

乗客甲板スピーカーと船橋側部スピーカーは切替使用 

 機関室警報 機関室から操舵室へ 

 
安全放送 DVD 装置 DVD プレヤーx 1 

40”モニターx 2（主甲板及び上甲板乗客甲板） 

12. 照明 

 

航海灯 1 x マスト灯、2 種 40W 白熱灯 

2 x 舷灯、赤・緑, 2 種 40W 白熱灯 

1 x 船尾灯、2 種 20W 白熱灯 

1 x 停泊灯、2 種 20W 白熱灯 

2 x 紅灯、2 種油灯 

 航海灯インバーター 1 x DC24／AC220V 

 

天井灯（LED） 27 x ガードなし、乗客甲板、40W 蛍光灯相当 

4 x ガード付、機関室、20W 蛍光灯相当 

13 x 居室・船橋、20W 蛍光灯相当 

3 x トイレ・シャワー室、20W 蛍光灯相当 

14 x 寝台灯、10W 蛍光灯相当 

3 x 卓上灯、15W 蛍光灯相当 

5 x 外部灯、60W 白熱灯相当 

 探照灯 1 x 1 kW 白熱灯、手動遠隔操作 

 投光器 100 W x 4、ハロゲン灯、舷側の上下船口を照明 

13. 航海計器 

 磁気コンパス 卓上型 125φx 1 予備羅盆 x1 

 GPS コンパス 1 
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項目 仕様 

 レーダー X-バンド x 1：4kW、3.9’ スキャナー、10” LCD モニター 

 主機遠隔操縦 主機回転制御／クラッチ嵌脱／非常停止 x 2 

 推進機遠隔操縦 旋回制御 x 2 

 GPS  10” LCD モニター x 1 ヤンゴン港区域電子地図付き 

 音響測深儀 200kHz、約 10 インチモニター 紙記録なし 

 汽笛 電磁式第 3 種 x1 ヒーターなし 

 AIS なし 

 操舵室操縦盤 主機関制御、推進装置制御、電話、船内放送、主機警報 

14. 無線装置 

 VHF 無線電話 25W／1W x 1 

 EPIRB 1 

 SART なし 

 双方向 VHF なし 

15. 材料 

 船体 鋼材（船級材） 

 配管材  

  海水 鋼 

  清水 塩ビ管 

 塗料  

  船底 エポキシ AC + 錫フリー SPC AF 

  舷側 エポキシ 

  乗客区域 エポキシ 

  上部構造 変性エポキシ 

  甲板 変性エポキシ 

  主甲板下 エポキシ 

 防蝕 亜鉛板 

 
次に、工具及び PMP 予備品の一覧を記す。なお、記した数量はフェリー1 隻あたりの数とする。 

 
表 3-7 工具及び PMP 予備品 

1. 工具 

 船体部 

船匠工具 x 1 式 

塗装タッチアップ工具 x 1 式 

配管補修工具 x 1 式 

航海用具 x 1 式 

 
機関部 機関分解工具 x 1 式 

 電気部 
電気計測器具 x 1 式 

電気修理工具 x 1 式 
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2. 予防的保守管理方針用交換部品（PMP 予備品） 

 主機関 4 式 x  O-リング、ガスケット（定期検査でピストン及び

シリンダーライナー等の抜き出しに必要なもの） 

  8 式 x FO・ LO 用紙フィルター 

  2 式 x 圧力計 

  2 式 x 温度計 

  2 式 x 圧力及び温度スイッチ 

  2 式 x 回転計 

  2 式 x クーラントケミカル 

  2 式 x 亜鉛棒 

 軸系 2 式 x ユニバーサルジョイント 

 推進装置 2 式 x シールリング 

 ディーゼル発電機 2 式 x FO・ LO 用紙フィルター 

 亜鉛板 1 式 x 船底外板用 5.9kg 亜鉛板 

 電球 1 式 x 航海灯及び照明灯等 

  なお、船全体の 10%を LED 灯とする。 

 

3-2-2-4 機材仕様 

機材は、新規フェリーの船上に固定された機器類はなく、フェリーの運航に用いられる持ち運

びできる機器であって、新規フェリー本体とは別の分類として取り扱う。 

以下に記した数量は本計画で調達する機材の総量を指す。 

 

表 3-8 機材仕様 

(1) 

 

 

 

錆落とし工具 

（ダラードックに保管） 

 

 

1 式 x 高圧水洗浄装置、移動式 

約 30kW 電動水ポンプ 

約 30MPa x 40 lit/min 水噴射量 

約 20m 水ホース及びノズル 

  

1 式 x 以下構成のサンドブラスト装置 

1 x 空気圧縮機、移動式 

約 60kW ディーゼル駆動、約 0.7MPa x 7.5m3/min 

及び 

1 x 砂釜、移動式 

約 300 lit（砂量約 420kg） 

約 20m 砂ホース及びノズル 

(2) 
主機関全組品 

（PMP 交換部品） 

2 式 x 主機関全組品：クラッチ及び排気ベローズまでを含

み、機関が陸上ワークショップで作動するよう全ての機関

付き補機、仮設台構造、燃料タンク、冷却水タンク、始動

用蓄電池等を備えたもの。 

(3) 持ち運び式乗客用椅子 1,500 個 x プラスチック製積み重ね椅子 
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3-2-3 概略設計図 

 
 図 3-5 一般設計図 
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図 3-6 船体線図 
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船尾断面図 

 
 
 
中央断面図 
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機関室断面 
 

 
 

図 3-7 断面構造図 
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図 3-8 外板展開図 
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船底及び主甲板構造 
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        上甲板及び船橋甲板構造 

 

図 3-9 鋼材構造図 
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3-2-4 建造計画／調達計画 

本プロジェクトで調達するフェリーは同型の 3 隻であって、3 隻が同品質であること、また 3

隻一括建造による建造費低減のため、3 隻は単一造船所による一括建造の入札とし、工具、PMP

予備品及び機材の調達も船舶建造入札に含める。 

 

3-2-4-1 建造方針／調達方針 

（1）建造工事の業務手順 

本プロジェクトの日本政府無償資金協力による実施において、計画船の建造は以下の手順によ

り進められる。 

1) 日本政府と「ミ」国政府との間で、事業実施のための交換公文（E／N）締結、並びにこれ

に続き JICA と「ミ」国政府との間で、事業実施のための贈与契約（G／A）締結。 

2) JICA に推薦されたコンサルタントと「ミ」国政府の事業実施主体との間でコンサルタント

契約（事業実施）を締結。 

3) コンサルタント契約の JICA による認証。 

4) コンサルタントは、入札の実施に必要な入札資格審査方案、技術仕様書、一般配置図等

の設計図、事業費積算書、建造契約書等の入札図書案を作成し、「ミ」国政府の承認を得

る。 

5) コンサルタントは、承認された入札資格審査方法に基づき、造船業者入札資格審査を実

施し、「ミ」国政府の承認を得て、入札者を選定する。なお、入札者は日本法人の造船業

者とする。 

6) コンサルタントは、「ミ」国政府の立ち会いの下で入札を実施し、入札者より提出された

入札書類を審査する。入札審査の結果により、契約予定業者を「ミ」国政府に推薦する。 

7) コンサルタントは、「ミ」国政府と契約予定業者との契約交渉を補助し、業者契約に立ち

会う。 

8) 署名された業者契約の JICA による認証。 

9) 業者契約に基づき、建造契約者により計画船の建造及び試運転並びに機材の調達が行わ

れ、コンサルタントは建造監理、試運転、引き渡し立ち会いを実施する。 

10) 機材を積んだ計画船が日本から「ミ」国に回航される。 

 

（2）業務手順における基本事項 

無償資金協力の業務手順における基本的な事項は以下の通りである。 

 

1) 事業実施主体 

本プロジェクトの「ミ」国政府主管庁及び実施機関は内陸水運公社（Inland Water Transport：

IWT）である。事業の実施にあたっては、IWT が基本的に全ての書類の受領及び必要な承認

を行う。 
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2) コンサルタント 

JICA と「ミ」国政府による G／A の締結後、JICA によって推薦される日本法人のコンサル

タントと「ミ」国政府との間でコンサルタント契約が締結される。コンサルタントは、

「ミ」国政府の代理機関として技術仕様書を含む入札図書の作成ならびに入札と契約業務

に必要な補助を行い、引き続き建造工事の監理を行う。コンサルタントは、建造監理の

ために、担当技術者と各種艤装担当の技術者を建造期間中の必要な時期に造船所に派遣

する。 

 

3) 計画船建造・機材調達契約 

計画船建造工事については、入札公告に応募した日本法人（造船所 1 社のほか、造船所 2

社又は造船所 1 社と商社をもって構成された共同企業体であってもよい）を対象とする入

札資格審査を行った後、あらかじめ定めた入札契約手続きに基づいて、競争入札を行う。

入札の結果選定された落札者が「ミ」国政府との間で造船契約を締結する。契約者は計画

船の建造、試運転、回航並びに機材の調達などの業務を実施する。機材は 、計画船に積

み込まれ、「ミ」国に輸送される。 

 

4) 船舶建造計画 

計画船の建造に当たり、契約者は、契約書および付属する技術仕様書などに基づいて、

計画船に搭載する機器類を調達し、自己の造船施設と設備などの条件に基づき船殼と各部

艤装の生産設計を行う。契約者による建造設計後の計画船の建造工程は、船殻工事、艤

装工事（甲板工事、機装工事、電装工事）、諸試験、回航の順序で進められる。建造計画

の検討にあたって配慮すべき点は以下のとおりである。 

a) 本プロジェクトは日本政府の無償資金協力によって実施されるものであり、工期の

厳守が前提となる。契約履行期限以内に契約上の条件を満たすことが可能なように

建造計画を策定する必要がある。 

b) 機関などの艤装機器で納期を要するものについては、機関の製造工程の把握、維持

に努めるとともに、機関納期に対応した船殻、艤装工程とし、工程のロスが発生し

ないよう配慮する。 

c) 船級協会、「ミ」国政府船舶規則に定められた各種試験を行う。建造の 後に定めら

れた海上試運転を行い、性能の確認を行う。 

d) 工程の 終段階に「ミ」国から 2 名の乗組員（各船の予定船長及び機関長）及び IWT

技術職員（通訳兼務）1 名を招請する。招聘された乗組員は、新船舶の 終艤装・試

験状況に立ち会うとともに、メーカー・造船所の諸機器・装置取扱い説明を受け、操

船・操機の慣熟訓練を受ける。乗組員は、計画船の「ミ」国への回航に同乗し、さら

に慣熟を高めつつ、帰国する。 

e) 計画船は、「ミ」国政府発行の仮国籍証書を受領後、建造契約者の岸壁から「ミ」国

ヤンゴンまで建造契約者の責任において自航により回航される。なお、回航の船員は、

すべて国際海技免状を有する日本人とする。計画船は、ヤンゴンに到着後、コンサル

タントの 終検査を受け、「ミ」国政府に引き渡される。 
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5) 機材調達計画 

各計画船の関連資機材の調達にあたり、契約者は、契約書及び付属する技術仕様書など

に基づいて、これら資機材の調達を行う。 

 

6) 保証技師派遣 

各計画船が現地に引き渡された後の、 初の実航海から約 0.5 ヶ月にわたり、建造造船所

の技術者 2 名（甲板部及び機関部）を保証技師として現地に派遣し、初期故障に対応させる。

保証技師は可能な範囲で操船・操機・保守管理の技術指導も行う。 

 

3-2-4-2 建造上／調達上の留意事項 

各計画船の建造では、特に以下に留意する必要がある。 

(1) 合理的な建造順序に配慮すること。 

(2) 資材・機器納期が不安定なものがあり得るため、予定納期を確実にしておくと共に、納期

遅れがある場合、関連工事工程の調整を都度確実に行うこと。 

(3) 岸壁での機器作動試験及び海上試運転を綿密に計画し、工程計画に反映すること。 

(4) 工程進捗のフォローアップを定期的（少なくとも毎週）に行い、次工程の調整に反映する

こと。 

 

3-2-4-3 建造区分／調達区分 

日本及び「ミ」国の負担事項は、以下のとおりである。 

① 計画船の建造、機材の調達はすべて日本で日本側が行い、それらの「ミ」国への輸送（回

航）も日本側が実施する。 

② 「ミ」国側は、各計画船の建造と回航に要する証書類を発行する。 

このように、計画船建造契約以降の実施工程には、無線局認可状、仮国籍証書の発行等の事務

手続き以外、「ミ」国側の分担事項はない。「ミ」国側の分担事項は、全て計画船が引き渡された

後、計画船を円滑に運航するための必要事項である。 

以下に日本国政府側と「ミ」国政府側の負担範囲の詳細を示す。 

 

（1）日本国政府の負担する範囲  

本プロジェクトが日本の無償資金協力によって実施される場合に、必要となる日本政府の負担

事項は次のとおりである。 

新規フェリーの設計及び建造 

新規フェリー建造事業関連機材の調達 

同上機材の日本から「ミ」国への輸送 

各フェリーが関連機材を積載し、自航して輸送する。 

実施設計、入札業務の補助および建造工事監理等のコンサルタントサービス 
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（2）「ミ」国政府の負担する範囲 

新規フェリーの建造並びに関連機材の調達はすべて日本で行われるが、「ミ」国政府の分担事

項は以下のとおりである。 

（事業実施中の諸手続） 

1) 本プロジェクトに関連し、JICA が認証した契約につき、日本の銀行との銀行取り決め、

支払授権書の発行及びそれらに必要な手数料の負担 

2) 仮国籍証書、無線局認可書など建造と回航のために「ミ」国において発給が必要な許認

可の取得 

（新規フェリーが「ミ」国に到着したときの諸手続） 

1) 「ミ」国に輸入されることとなる新規フェリー及び関連機材の「ミ」国での関税、付加

価値税等の諸税及び諸課徴金の免除と迅速な通関 

2) 「ミ」国内での、本プロジェクトに関連する日本人の役務の提供につき、税金または課

徴金の免除 

（「ミ」国運航関連施設） 

1) 整備工場での予備品収納 

2) 予防的保守管理システムにかかる予備品を、整備工場に整理して収納すること。 

（その他） 

1) その他、本プロジェクトの実施に必要で日本政府の負担事項に含まれていない事項 

 

3-2-4-4 建造監理計画／調達監理計画 

（1）建造・調達監理計画の基本方針 

コンサルタントが、契約者の建造工程、調達工程が無償資金協力制度に沿って作成されている

ことの確認、それらに基づく建造・調達監理計画の作成、契約図書で指定した図面、仕様、数量

通りに建造されているかどうかの検査、工程監理、施工監理、調達監理等の基本方針は、次の通

りである。 

 

1) 図面、仕様書承認 

コンサルタントが、建造業者から提出される工事計画書、工程表、建造・製作図面、製作

仕様書が契約図面、仕様書に適合しているかを審査するに当たっては、速やかに、承認また

は修正指示を与える。また、建造業者からの質問についても、速やかに回答することにより、

工程に影響を与えないよう配慮する。 

 

2) 工程監理 

コンサルタントは、工事進捗状況を常に確認し、工期内に工事が完了するよう必要な指示

を出す。 
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3) 品質検査 

コンサルタントは、工事進捗にあわせて必要な期間、各種艤装、機材等の担当者を工場、

造船所に派遣し、施工の精度および機器、艤装工事等が契約図面、仕様書、承認図書等に適

合しているか検査する。また、機器および艤装工事についての承認された試験方案、建造業

者社内検査基準に基づく立会い検査を実施する。 

 

4) 引き渡し業務 

コンサルタントは、回航後、「ミ」国ヤンゴンで立ち会い検査を行い、現地引き渡しに必要

な証明書類を発行する。 

 

5) 建造報告書 

コンサルタントは、毎月、工事の進捗状況、翌月の工事予定、工事写真等をまとめた報告書

を「ミ」国政府と JICA に提出する。 

 

（2）建造・調達監理体制 

コンサルタントは、総括、船体設計、艤装設計，機装設計、電装設計、設備意匠及び機材計画

の担当者によるプロジェクト・チームを組織し、実施設計及び建造・調達監理を実施する。 

 

3-2-4-5 品質管理計画 

船舶建造における素材及び搭載機器の品質管理及び関連機材の品質管理は、以下を基本として

実施する。 

品目 品質管理 

素
材 

構造鋼材 鋼板 1 枚毎、条材 1 本毎に、NK 船級協会規則の材料規格に基づいた

検査証書（mill sheet）付きのものを購入させる。 

配管材及び弁 JIS 規格証書付きのものを購入する。 

木材 造船所入荷時にコンサルタントが材料検査する。 

防火構造材料 居住区の防火構造に使用する防火隔壁材、内張材、防火防熱材、防火

扉等は、SOLAS 国際条約及び NK 船級協会規則に基づいたもので、プ

ロトタイプが既に試験され、認定されているものとする。 

搭
載
機
器
・
艤
装
品 

ディーゼル機関 NK 船級協会規則に基づき、プロトタイプが NK 認定されており、NK

船級に認定されている品質管理工場で製造される機関を採用する。 

工場で完成時には、工場の試験台で過負荷を含む分力試験を NK 規則

による時間、試運転する。 

機関室諸機器 NK 船級協会規則に基づいた詳細設計のもので、NK の認定工場で製作

し、NK 検査による証明書付きのものを採用する。 

消防・救命器具 SOLAS 国際条約に基づいた詳細設計のもので、HK（舶用品検定協会：

日本政府代行）の型式認定を受けたものを使用する。 
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品目 品質管理 

法定属具 HK（舶用品検定協会：日本政府代行）の型式認定品を使用する。 

甲板艤装品 JIS 準拠品とし、コンサルタントが造船所での製造中検査を行う。 

関
連 

機
材 

サンドブラスト及

び高圧水洗浄装置 

メーカー仕様に基づき完成検査（作動試験を含む）。 

 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

新規フェリーに搭載する機器・素材で、「ミ」国から調達することが適当な産品はない。 

機器・素材については以下の 2 項目に第三国製品を採用する選択肢があるほか、一般に日本の

産品を調達することになる。 

 

(1)  推進装置（プロペラ）：英国 HYDROMASTER 社製 

既存フェリーが採用している推進装置メーカーである。日本の 2 社が同等製品を製造でき

るため、3 社の選択肢の１である。 

(2) 主機関：韓国 DOONSAN 社製 

推進装置メーカーの HYDROMASTER 社が標準で採用しているディーゼル機関メーカーであ

る。日本の 2 社が同等製品を製造できるため、3 社の選択肢の１である。 

 

ヤンゴンには舶用機器メーカーの代理店は少ないが、ほとんどの舶用機器メーカーはシンガポ

ールやバンコクに代理店・サービス店を持っている、または代理店の開設を計画しているところ

もあり、新規フェリー搭載機器のアフターサービスに問題はない。 

 

3-2-4-7 保証技師・初期操作指導・運用指導等計画 

各計画船が現地に引き渡された後の、 初の実航海から約 0.5 ヶ月にわたり、建造造船所の技術

者 2 名（甲板部及び機関部）を保証技師として現地に派遣し、初期故障に対応させる。保証技師

は可能な範囲で操船・操機・保守管理の技術指導も行う。 

 

3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

本プロジェクトに技術協力・ソフトコンポーネントは含まない。 

 

3-2-4-9 実施工程 

（1）計画船建造・資材調達の工程における「ミ」国側負担事項 

「3-2-4-3 建造区分／調達区分」に記したとおり、計画船建造契約以降の実施工程における「ミ」

国側負担事項は、無線局免許状及び仮国籍証書の発行等の事務手続きのみである。「ミ」国側の分

担事項は、全て計画船が引き渡された後、計画船を円滑に運航するための必要事項である。 
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（2）詳細工程 

計画船の建造に当たり、造船所は、契約書及び付属する技術仕様書などに基づいて、自己の造

船施設と設備などの条件に基づき、船殼と各種艤装の生産設計を行う。造船所による生産設計後

の計画船の建造工程は、以下に示す船殻工事、艤装工事、機装工事、電装工事の順序で進められ

る。 

 

1) 船殼工事 

船体の構造物として必要な浮力を保ち、かつ波浪などの外力に充分に耐える強度を必要

とする船殼の工事で、鋼原材料への罫書き、切断、小組立、ブロック組立、船台でのブロ

ック接合工事の順に進められる。 

2) 艤装工事 

船殼工事完了後に行われる。係船設備、操舵装置、居住区設備、衛生設備、救命設備、

消防設備、荷役設備等の工事。 

3) 機装工事 

機関室内における主機関、発電機関・発電機、各種ホンプ等の取り付け艤装、またこれ

らの付帯設備や配管工事などの工事。 

4) 電装工事 

発電機からの電源工事、艤装工事や機装工事で据え付けられた機器に電力を供給する、ま

たは制御するための配線工事や盤据付工事。 

5) 回航 

造船所にて建造が完了し所定の試運転を経た後、日本で各計画船は「ミ」国政府に引き渡

され「ミ」国に仮登記される。これにより、新規フェリーは「ミ」国の国旗を掲げ公海を

航行できる状態になる。その後の造船所から「ミ」国ヤンゴンまでの回航は、造船契約事

項として請負契約者が行う。各船の回航には遠洋国際航海の船舶職員免許を有する日本

人航海士 3 名及び機関士 3 名が法定職員として乗船する。回航には、操船・操機の慣熟の

ため「ミ」国から造船所に派遣されていた計画船の乗組員も同乗し、慣熟訓練を続けなが

ら帰国する。 

 

本プロジェクトの事業工程は、以下と計画する。 

 

交換公文（E/N）・贈与

契約（G/A）から造船

契約まで 

造船契約から建造工

事完工まで 

建造工事完了から回

航準備・回航・現地検

収引渡しまで 

合計工程 
E/N・G/A から 
現地引渡しまで 

5 ヶ月 15 ヶ月 1 ヶ月 21 ヶ月 

 

本プロジェクトの実施工程計画表を次ページに示す。 
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工程表

年

月 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

<交換公文、贈与契約等.>

交換公文（E/N)

贈与契約（G/A）

コンサルタント契約

<入札>

入札図書作成

入札書類承認

入札公示

図渡し・内設

入札

入札評価

業者契約

<建造工程> 経過月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

第１船

第２船

第３船

IWT乗組員の慣熟訓練

<機材調達工程>

機器製作

図面確認・照合

出荷前検査

新規フェリーへの積込

2013 2014

船殻小組立 船殻大組立 艤装

進水 試運転 完工起工

鋼材発注

船殻小組立 船殻大組立 艤装

進水 試運転起工鋼材発注

鋼材発注

完工

回航

現地引渡

現地引渡

現地引渡

回航

回航

造船所 回航

船殻小組立 船殻大組立 艤装

進水 試運転起工 完工

設計

 

 

図 3-10 事業工程計画表 
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3-3 相手国側負担事業の概要 

各計画船の建造は、すべて日本で行われるため、船舶建造工事において「ミ」国政府の

負担事項はない。 

新規フェリーが利用するヤンゴン側及びダラー側の浮き桟橋は、舷側鋼板には大きな発

錆衰耗はないが、頂板は一部腐食が大きく修補が必要である。浮き桟橋に接続している連

絡橋には問題となる衰耗はない。フェリー停泊場所、接続水面、及びヤンゴン側横断域の

水深はダラーフェリーには十分で浚渫の必要はない。 

その他、「ミ」国側の負担事項は、無償資金の出金等にかかる銀行手数料等の手数料支払

い、無税通関、主管庁からの必要な証書の発行などであり、これらはインセプションレポ

ートで説明し了解され、討議録に記録された。 

 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

 「ミ」国の内陸水運は、本プロジェクトにかかるダラーフェリーの運航も含め、今後も IWT

が担っていく体制は変わらずないものと見られる。また、IWT 傘下のダラードックが IWT 船

舶のドック・修繕を担当する体制も変わらず、ダラードックが新規フェリーの PMP 維持管

理体制の実務を担当することになるものと見られる。 

 

3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は、11.67 億円となり、先に述べ

た日本と「ミ」国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記（3）に示す積算条件によ

れば、次のとおりと見積もられる。ただし、この額は交換公文上の供与限度額を示すもの

ではない。 

（1）日本側負担経費 

ミャンマー国ヤンゴン市渡河船整備計画（船舶建造案件） 

概略総事業費  約 1,166 百万円 

 費  目 概略事業費（百万円） 

船舶建造費（*1）   1,042.1 

回航費   53.4 

機材調達費   21.5 

設計監理費（実施設計・建造監理） 49.1 

*1：建造費＝製造原価（直接工事費＋間接工事費）＋設計技術費＋直接経費＋一般管理費＋その他経費 
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（2）ミャンマー国負担経費 

①銀行手数料等    1.4 万 US$（約 120 万円） 

 

（3）積算条件 

①積算時点 ：平成 24 年 7 月 

②為替交換レート ：1US$ ＝80.77 円 

③施工・調達期間 ：詳細設計、工事（又は機材調達）の期間は、工程表に示したとおり。 

④その他 ：積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて実施する。 

 

3-5-2 運営・維持管理費 

 以下に IWT ダラーフェリー4 隻の 2011 年度収支を示す。前年度は大きく赤字となっていた

が、2011 年度から乗船運賃を 5 倍に値上げ（10Ks（1 円）→50Ks（5 円））したため、黒字に

転じた。 

 

表 3-9 IWT ダラーフェリー2011 年度収支 
 

HHS KST TSH AYH 　TOTAL 平均値
121.414 125.330 103.096 105.421 455.261 113.815

　　 　　 　　 　　 　　
乗組員給料　 6.101 5.763 7.074 6.320 25.258 6.315
賄い費　 0.007 0.008 0.010 0.008 0.033 0.008
点検費　 0.003 0.010 　　 0.093 0.106 0.027
登録費　 0.010 0.010 0.010 0.010 0.040 0.010
燃料 36.909 40.175 36.291 33.744 147.119 36.780
潤滑油　 1.463 2.344 1.099 1.166 6.072 1.518
整備・修理費　 8.613 2.962 5.285 4.522 21.382 5.346
減価償却費　 3.953 5.974 1.918 3.446 15.291 3.823
ターミナル使用料　 0.522 0.615 0.495 0.552 2.184 0.546
チケット紙、その他代紙 1.014 1.014 1.014 1.014 4.056 1.014

58.595 58.875 53.196 50.875 221.541 55.387
62,819 66,455 49,900 54,546 233,720 58,430

ダラフェリー　船名
収　入
支　出

計
収支

 
 

新規フェリーが投入されると、整備・修理費が低減され、更に 3 隻投入・3 隻体制になる

と 1 隻分の固定費（乗組員給料、賄い費、点検費、登録費、減価償却費などの船に付随する

経費）が軽減される。 

以下は、運賃収入を 2011 年度実績と同じとして新規フェリー2 隻投入 4 隻体制と新規フェリ

ー3 隻投入 3 隻体制のケースについて収支予測したものである。 
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表 3-10 新規フェリー投入後の収支予測 

新船2隻投入の4隻体制収支予測
既存船-1 既存船-2 新船-1 新船-2 　TOTAL
113.815 113.815 113.815 113.815 455.260

　　 　　 　　 　　 　　
乗組員給料　 6.315 6.315 6.315 6.315 25.260
賄い費　 0.008 0.008 0.008 0.008 0.032
点検費　 0.027 0.027 0.027 0.027 0.108
登録費　 0.010 0.010 0.010 0.010 0.040
燃料 36.780 36.780 36.780 36.780 147.120
潤滑油　 1.518 1.518 1.518 1.518 6.072
整備・修理費　 5.346 5.346 1.000 1.000 12.692
減価償却費　 3.823 3.823 3.823 3.823 15.292
ターミナル使用料　 0.546 0.546 0.546 0.546 2.184
チケット紙、その他代紙 1.014 1.014 1.014 1.014 4.056

55.387 55.387 51.041 51.041 212.856
58.428 58.428 62.774 62.774 242.404

新船3隻投入の3隻体制収支予測
既存船-1 新船-1 新船-2 新船-3 　TOTAL
18.969 145.430 145.430 145.430 455.260

　　 　　 　　 　　 　　
乗組員給料　 1.579 6.315 6.315 6.315 20.524
賄い費　 0.002 0.008 0.008 0.008 0.026
点検費　 0.007 0.027 0.027 0.027 0.088
登録費　 0.003 0.010 0.010 0.010 0.033
燃料 6.130 46.997 46.997 46.997 147.120
潤滑油　 0.253 1.940 1.940 1.940 6.072
整備・修理費　 1.337 1.000 1.000 1.000 4.337
減価償却費　 0.956 3.823 3.823 3.823 12.425
ターミナル使用料　 0.137 0.546 0.546 0.546 2.184
チケット紙、その他代紙 0.254 1.296 1.296 1.296 4.056

10.655 60.665 60.665 60.665 192.807
8.314 84.765 84.765 84.765 262.453

支　出

計
収支

収　入
支　出

計
収支

ダラフェリー　船名
収　入

ダラフェリー　船名

 

 

結果は以下に要約されるように新規フェリーを 3 隻投入する場合の経費低減は大きく、

2011 年度からは相対的に約 13%の経費低減が見込まれる。 

 

 表 3-11 4 隻運航→3 隻運航関連経費低減予測 

 （単位：百万 Kyat）   

 収入 支出 収支  

2011 年度収支実績 455.261 221.541 233.720  

新規フェリー2 隻投入 4 隻体制 455.261 212.856 242.404 支出が約 4%軽減される 

新規フェリー3 隻投入 3 隻体制 455.261 192.807 262.453 支出が約 13%軽減される 
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負

担）事項 

新規フェリーの建造並びに関連機材の調達はすべて日本で行われ、「ミ」国政府側の負

担事項は以下のとおりである。 

 

（事業実施中の諸手続） 

① 本プロジェクトに関連し、JICA が認証した契約につき、日本の銀行との銀行取り決め、

支払授権書の発行及びそれらに必要な手数料の負担 

② 仮国籍証書、無線局認可書など建造と回航のために「ミ」国において発給が必要な許

認可の取得 

（新規フェリーが「ミ」国に到着したときの諸手続） 

③ 「ミ」国に輸入されることとなる新規フェリー及び関連機材の「ミ」国での関税、付

加価値税等の諸税及び諸課徴金の免除と迅速な通関 

④ 「ミ」国内での、本プロジェクトに関連する日本人の役務の提供につき、税金または

課徴金の免除 

（「ミ」国運航関連施設） 

⑤ 整備工場での予備品収納 

予防的保守管理システムにかかる予備品を、整備工場に整理して収納すること。 

 

4-2 プロジェクトの評価 

4-2-1 妥当性 

 我が国の無償援助協力による協力対象事業として、本プロジェクトの妥当性を検討した

結果は、以下のとおりである。 

 

(1) 本プロジェクトの対象フェリー航路は、ヤンゴン中心部とヤンゴン川対岸の住宅地で

あるダラー地区を結び、主にダラー地区及び周辺農村部からのヤンゴン市内への通勤

通学等の移動のため、1 日あたり 3 万人以上が利用する幹線フェリー航路であるが、既

存フェリーは 1945 年建造の船齢 67 歳の超老齢船で船体の傷みが激しく公共輸送のフェ

リーとしては不安全であり、安定した運用が困難な状況である。さらに、この老齢船

に朝夕のラッシュアワーには乗客が殺到し、定員を超える過載が常態化している状態

であり、緊急に状態の改善が必要である。本プロジェクトは、ヤンゴン市ヤンゴン河

において、要請船舶の建造及び関連機材の調達を行うことにより、ヤンゴン市パンソ
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ダン桟橋とダラー地区桟橋を結ぶフェリールートの安全性を回復・維持を図り、もっ

てヤンゴン市民の生活環境の改善に資することを目的としており、裨益対象は直接的

には 1 日約 3.3 万人のフェリー利用者であり、殊にフェリーの主な利用者であり低所得

者層が多く居住するダラー地区住民に裨益する。間接的にはフェリー利用者関連の数

倍の人口に裨益が及ぶ。 

(2) 中長期的には、本プロジェクトは老朽化している既存フェリーに替わる新規フェリー

の整備を通して、輸送の安全性及び信頼性の改善を図り、もってヤンゴン市民の生活

環境の改善に資することにより、安定した社会の実現に寄与することが期待され、貧

富の格差及び地域間格差の是正を目指す「ミ」国の改革課題に資するものである。 

(3) フェリーを運航する IWT はミャンマー国内の内陸水運の大部分を担う船舶運航能力が

高い組織であり、IWT は本プロジェクトが調達する新規フェリーを十分に運航活用し、

IWT 傘下のダラードックは新規フェリーの保守整備を十分行うことが見込まれ、新規フ

ェリーの供与後の運用に問題はない。 

(4) 新規フェリーは、既存フェリーの不具合点を改善し、安全性、快適性、耐久性、環境

影響、燃費効率の向上等により経費節減をも実現する設計・建造を実施することから、

既存船よりも安全面、経済面、環境面のいずれも改善されると期待できる。 

 

以上により、本プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 

 

4-2-2 有効性 

(1) 定量的効果 

本プロジェクト目的である安全性の向上については、運航時間中に定員を超過して運航

している時間の割合が低減することを事業効果測定指標とする。 

また、超高齢船が長いドック期間を費やし、年間約 9.4 ヶ月の稼働日数であることに対し

ては、新規フェリーが長いドック期間を必要とせず稼働日数（待機日数を含む）が長いこ

とを事業効果とみる。 

維持管理実施結果については、整備・修理費（IWT の経費科目であり、ダラードックでの

ドック費を含む）の減少を事業効果測定指標とする。 

定量的効果にかかる指標は次表のとおりである。 
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 表 4-1 定量的効果にかかる指標 

No. 指標名 
基準値 

（2011 年）

目標値（2017 年）

（事業完成 3 年後）

1 定員超過運航割合の低減（％） 10.6 0 

2 
稼働月数（航路現場での稼働日数＋待機日数）の増

加（月/年/隻） 
9.4  11.5  

3 整備・修理費の低減（百万 Ks/年） 21.4 4.3 

 

対象航路では、フェリーの新旧に関わらず乗船需要はあるため、乗船者数は本プロジェ

クトの事業効果測定指標としては適当ではない。 

 

(2) 定性的効果 

本プロジェクトによる定性的効果は、次が見込まれる。 

 

① 安全な船体及び整った安全設備により、渡河の安全性が向上する。 

② 故障による欠航が減少し、定時運航の信頼性が増加する。 

③ 船内灯の整備等により、乗客の快適性が向上する。 

 

以上により、本プロジェクトでは有効性が見込まれると判断される。 
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1. 調査団員・氏名 

 

1-1 準備調査時 

担当 氏名・所属 

総括 若杉 聡 

（JICA 経済基盤開発部運輸交通・情報通信第一課主任調査役）

計画管理 河野 真典 

（JICA 経済基盤開発部運輸交通・情報通信第一課副調査役）

業務主任／水上交通

計画／維持管理計画 

渡辺 豊徳（水産エンジニアリング株式会社） 

船体・機関設計 丸山 明男（同上） 

機材・調達計画／積算 山田 昭男（同上） 

艤装・電気設計 風間 徹（同上） 

自然条件調査 隠木 俊人（同上） 

 

 

1-2 概要説明時 

担当 氏名・所属 

総括 若杉 聡 

（JICA 経済基盤開発部運輸交通・情報通信第一課企画役） 

計画管理 河野 真典 

（JICA 経済基盤開発部運輸交通・情報通信第一課副調査役）

業務主任／水上交通

計画／維持管理計画 

渡辺 豊徳（水産エンジニアリング株式会社） 

船体・機関設計 丸山 明男（同上） 
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2. 調査行程 

2-1 準備調査時 

月 日 曜 
（JICA＋ 

コンサルタント（業務主任） 

コンサルタント団員 

フェリー 自然条件調査 

6 24 日 JICA 及びコンサル団員（自然条件調査員除く）ヤンゴン着 

 25 月 JICA 事務所打合せ、大使館表敬、IWT インセプションレポート説明 

 26 火 DMA と協議、ダラードック踏査 ダラーフェリー踏査 

 27 水 IWT と協議 計画船調査方針団内協議 

 28 木 IWT と協議 ダラーフェリー踏査 ヤンゴン着 

 29 金 IWT 議事録協議 

大使館・JICA 報告 

ダラーフェリー踏査 IWT と協議 

 30 土 ダラーターミナル踏査 トライアル計測 

7 1 日 JICA 団員 離ヤンゴン ダラーフェリー踏査 トライアル解析 

 2 月 ダラーフェリー踏査 水深計測 

 3 火 ダラードックにて上架中のダラーフェリー踏査 流向流速計設置 

 4 水 新規フェリー設計協議、乗客計数方案協議 フロート流速計測 

 5 木 ダラーフェリー乗客計数 流向流速計回収 

 6 金 資料調査、団内協議 データ解析、調査 

 7 土 サバジャン及びカンノンドゥ航路フェリー乗船調査 

 8 日 資料整理 補足調査 

 9 月 ダラーフェリー乗客計数、ダラーフェリー踏査 ﾀﾞﾗｰﾄﾞｯｸ調査、残調査

 10 火 ダラーフェリー乗客計数、ダラーフェリー踏査 ヤンゴン発 

 11 水 ダラーフェリー乗客計数、ダラーフェリー踏査 

 12 木 DMA と再協議、調査資料解析 

 13 金 ダラーフェリー乗客計数、ダラーフェリー踏査 

 14 土 ダラーフェリー乗客計数、ダラーフェリー踏査 

 15 日 団内協議、資料整理 

 16 月 IWT と新規フェリー設計協議 

 17 火 IWT に無償手続き説明 

 18 水 IWT に無償手続き説明、DMA 再々協議、資料整理 

 19 木 資料整理 

 20 金 IWT･JICA ミニッツ調印、JICA 報告、MDA と協議、大使館報告、離「ミ」国 

コンサルタント団員（フェリー）： 船体・機関設計、機材・調達計画／積算、艤装・電気設

計 
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2-2 概要説明時 

 

月 日 曜 （JICA） 
コンサルタント団員 

業務主任 船体・機関設計 

12 1 日  成田→バンコク→ヤンゴン着 

 2 月  JICA 事務所打合せ、大使館表敬、 

IWT 概要報告書 説明 

 3 火  IWT 概要報告書 説明・協議 

 4 水  IWT 概要報告書 説明・協議 

 5 木  IWT 概要報告書 説明・協議 

 6 金  IWT 概要報告書 説明・協議 

 7 土  団内協議 

 8 日  資料整理 

 9 月 ヤンゴン着 IWT 協議 

 10 火  IWT 協議 

 11 水  議事録署名 

 12 木 ヤンゴン発 ヤンゴン発→バンコク→ 

 13 金  成田着 
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3. 関係者（面会者）リスト 

 

氏名 所属 職位 

U Winn Pe IWT Managing Director 

U See Myint IWT Deputy General Manager, Engineering Department 

U Lay Thwin IWT Deputy General Manager, Transport Department 

U Myint Swe IWT Marine Superintendent, Marine Department 

U Win Thein IWT Deputy Marine Superintendent 

U Kyaw Kyaw IWT Manager (Administration), Administration Department

U Thi La Thaein IWT Deputy General Manager, Administration Department 

U Tin Wa IWT Deputy Marine Superintendent 

Daw Sandar Nyunt Wai IWT Deputy General Manager (Finance) 

U Aung Kyaw Soe IWT Assistant Marine Superintendent 

U Yan Lin Aung IWT Fleet Officer, Marine Department 

U Maung Maung Oo DMA Director General 

U Capt. Htay Win DMA Director,Master Mariner 

U Zaw Myint Thein DMA Director, Engineering Department 

U So Naing DMA Deputy Director 

U Htay Aung Dalla Dock Command Engineer 

U Zaw Moe Myint Dalla Dock Deputy Command Engineer 

松尾 秀明 日本大使館 参事官 

多田 清富 日本大使館 二等書記官 

田中 雅彦 JICA ミャンマー事務所、所長 

齋藤 克義 JICA ミャンマー事務所、次長 

松岡 源 JICA ミャンマー事務所 
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4. 討議議事録（M/D） 

4-1 準備調査時 
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4-2 概要説明時 
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5 その他の資料 

 

5-1 収集資料リスト 

No. 資料名称 頁数 発行機関／入手元 

1 「ミ」国船舶構造規則 65 「ミ」国運輸省海事局（DMA） 
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5-2 IWT 各地域部航路 

 

MYITWA（DELTA 地区含む） 地域部 

Sr. 
No. 

Routes 
Distance 
(miles) 

Sailing 
Program 

Ship type Jetty 
sailing Days 

For 
Upstream 

sailing Days 
For 

Downstream

1 Yangon-Dalla 3 Daily, (46)trips Ferry Pansodan 

2 Wadan-Dalla 4 Daily, (7)trips Ro Ro Wadan 

3 Yangon-Khanaungto 5 Daily, (10)trips T/S/W/B Phonegyilan 

4 Sintohdan-Sarparchaung 3 Daily, (12)trips T / S / Hanthar Ponegyilan

5 Wadan-Saikgyi 3 

6 Yangon-Phyapon(Day) 64 (3)trips / week T / S Hledan 1 1 

7 Yangon-Phyapon(Night) 64 Daily Triple Decker Lanthit 1½ 1½ 

8 Hinthada-Phyapon 152 Twice / week T / S Hinthada 1½ 1½ 

9 Yangon-Kyunkone 110 Fourth / week T / S Hledan 1½ 1½ 

10 Yangon-Bogalay 87 Twice / week T / P Hledan 1½ 1½ 

11 Yangon-Bogalay(Cargo Special) 87 Twice / week P Lanthit 1½ 1½ 

12 Yangon-Mawlamyinekyun(Night) 100 Daily Banyar/Maykha Lanthit 1½ 1½ 

13 Yangon-Mawlamyinekyun(Special) 100 

14 Yangon-EainMe' 105 Twice / week T / S Hledan 1½ 1½ 

15 Yangon-Kyounmange 118 Fourth / week T / S Hledan 1½ 1½ 

16 Yangon-Lattputa(Inner Path) 168 Thrice / a week B / W / Aung Lanthit 2 2 

17 Yangon-Lattputa(Outer Path) 171 Twice / week B / W Lanthit 2 2 

18 Yangon-Lattputa(Cargo Special) 171 Twice / week W Lanthit 2 2 

19 Yangon-Myaungmya 135 Daily Bthit / T / S Lanthit 1½ 1½ 

20 Yangon-Pathein(Night) 172 Daily Bala Lanthit 1½ 1½ 

21 Pathein-Ngathaichaung 77 Twice / week T Myittaoo 1 1 

22 Pathein-Kyarkan 75 Twice / week T Myittaoo 1 1 

23 Yangon-Pyay 263 Twice / week S Hledan 4 3 

24 Yangon-Higyi 225 

25 Phyapon-Yagon(Express) 64 

 

AYEYARWADY 地域部 

Sr. 
No. 

Routes 
Distance 
(miles) 

Sailing 
Program 

Ship type Jetty 
sailing Days 

For 
Upstream 

sailing Days 
For 

Downstream

1 Myitkyinar-Waimaw 3 Once / week Myit Thar 

2 Mandalay-Bamaw(Regular) 275 Once / month P(medium} Gawwain 5 3 
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3 Mandalay-Bamaw(Express) 275 Once / month P(medium} / 3 2 

4 Mandalay-Bamaw(Special Express) 275 (3)trips / week Double Decker / 2 1½ 

5 Mandalay-Bamaw(Cargo Special) 275 Once / week p/p(medium) / 3 2 

6 Mandalay-Nyaung Oo(Express) 119 Twice / week P(small) / 2 1 

7 Mandalay-Pyi 334 Twice / week T / 5 3 

 

CHINDWIN 地域部 

Sr. 
No. 

Routes 
Distance
(miles) 

Sailing 
Program 

Ship type Jetty 
sailing Days 

For 
Upstream 

sailing Days 
For 

Downstream

1 Homalin-Khanti 127 Once / week 
Hinthar / 

Kanshin / CPB
Homalin 4 2 

2 Monywa-Khamti(Express) 454 Once / week Tharlarwady Monywa 4 1 

3 Monywa-Homemalin(Express) 327 Twice / week Tharlar Monywa 8 5 

4 Monywa-Kalaywa(Express) 147 Once / week 
Chan / Tharlar / 

P 
Monywa 2 2 

 

THANLWIN 地域部 

Sr. 
No. 

Routes 
Distance
(miles) 

Sailing 
Program 

Ship type Jetty 
sailing Days 

For 
Upstream 

sailing Days 
For 

Downstream

1 Chaungnakwa 3 Daily(10)trips z (small) 

2 Phaan - Mawlamyaing 33 Twice / week S Hpaan ½ ½ 

3 Htonai - Mawlamyaing 17 Daily(4)trips / Toneai ½ ½ 

4 Shwegon - Phaan 22 Daily(5)trips / Shwegon 

5 Mawlamyaing-kalwi 7 Twice / day Z Thatone 

6 Mawlamyaing-kalwi(Special) 7 Once / week / / 

7 Mawlamyaing-Natmaw 9 Twice / day / Kyaukmithwe

8 Mawlamyaing-Natmaw(Special) 9 Once / day / Kyaukmithwe

9 Mawlamyaing-Natmaw(Vehicle) 9 Fourth / week / Kyaukmithwe

10 Mawlamyaing-Kyundo 42 Once / week S Kyaukpane' 1 1 

11 Mawlamyaing-kyarinn 73 Twice / week / / 

 

YAKHINE 地域部 

Sr. 
No. 

Routes 
Distance
(miles) 

Sailing 
Program 

Ship type Jetty 
sailing Days 

For 
Upstream 

sailing Days 
For 

Downstream

1 Sittwe- Myaukoo 40 Twice / week Kayine/Hanthar No.(2) Bridge 1 1 

2 Sittwe- Buthitaung 80 Daily 
Danyawady / 
Aungtagon 

No.(1) Bridge 1 1 

3 Sittwe- Kyauktaw 80 Once / week Kayine No.(2) Bridge 1 1 

4 Sittwe- Taungkyut (Express) 224 Once / week Aungtagon No.(1) Bridge 2 2½ 

5 Sittwe-Taungkyut (Special Express) 224 Once / week Aungtagon No.(1) Bridge / / 

6 Sittwe-Taungkyut (hire) 224 Once / week No.(2) Bridge 2 2½ 

7 Taunggote-Manaung 48 Twice / week Ahlinyaung 
Taungote 

Bridge 
1 1 

 



 

資料-28 

5-3 IWT 各地域部運航船舶 

 

Myitwa （Delta 地区含む）地域部 

Length Breadth Depth Passenger Cargo(tons)

1 Sa Kha Sain
Passenger/
Cum Cargo

Inland 28.5 6.6 2.2 MWM TBD 234 V 6 297 1 735 350 ENGLAND Steel 4077 116.53 1949

2 Sa Kha Pyu 28.5 6.6 2.2 MWM TBD 234 V 6 297 1 280 350 4000 1948

3 Saw Mala 28.5 6.6 2.2 MWM TBD 234 V 6 218 1 280 50 4049 1980

4 San Na Ku 28.5 6.6 2.2 6135 (JZLCa) 236 1 280 50 4047 1950

5 San Thaw Da 28.5 6.6 2.2 MWM TBD 234 V 6 218 1 280 50 4126

6 Sin Kan 28.5 6.6 2.2 MWM TBD 234 V6 218 1 280 50 4019

7 Sin Pywe 28.5 6.6 2.2 MWM TBD 601-6 195 1 280 50 4026 1949

8 Sin Kha Lauk 28.5 6.6 2.2 MWM TBD 601-6 218 1 280 50 4040 1950

9 Sa Kha War 28.5 6.6 2.2 MWM V6 297 1 280 50 4160 1953

10 Tain Kho 28.5 6.6 2.2 KELVIN 195 1 280 50 JAPAN 4075

11 Tain Nyunt 28.5 6.6 2.2 KELVIN 195 1 280 50 4088

12 Tain Nyo 28.5 6.6 2.2 KELVIN 195 1 280 50 4076

13 Taw Tha Zin 28.5 6.6 2.2 KELVIN 195 1 280 50 JAPAN Steel 4137 116.53

14 Taw Tha Gyi 28.5 6.6 2.2 KELVIN 195 1 280 50 4013

15 Taung Tha Man 28.5 6.6 2.2 KELVIN 195 1 280 50 4113

16 Taung Kyawne 28.5 6.6 2.2 KELVIN 195 1 280 50 4117 1955

17 Taung Thar 28.5 6.6 2.2 KELVIN 195 1 280 50 4074

18 Tine Aye 28.5 6.6 2.2 KELVIN 195 1 280 50 4146

19 Ta Pyi Thu 28.5 6.6 2.2 KELVIN 195 1 280 50 4080

20 Tay Za 28.5 6.6 2.2 KELVIN 195 1 280 50 4012

21 Tan Hlaug 28.5 6.6 2.2 KELVIN 195 1 280 50 4061

22 Ta Tine Mhwe 28.5 6.6 2.2 KELVIN 195 1 280 50 JAPAN 4024 112.17 1955

23 Tar Wa Tein 28.5 6.6 2.2 KELVIN 195 1 280 50 4069

24 Toe Pyan 28.5 6.6 2.2 KELVIN 195 1 280 50 4063

25 Taw Hay Won 28.5 6.6 2.2 KELVIN 195 1 280 50 4169

26 Taung Taw 28.6 6.7 2.3 KELVIN TAS-6 195 1 280 50 JAPAN 4010 125.7 1955

27 Ta Man 28.6 6.7 2.3 KELVIN TAS-6 195 1 280 50 4062 1955

28 Tike Aung 28.5 6.6 2.2 KELVIN TAS-6 195 1 280 50 JAPAN Steel 4108 112.17 1955

29 Bandaka 39.4 8.5 2.3 KELVIN TA-SC 8 440 2 407 99.4 JARMINI 4071 255.37 1957

30 Bandoola 39.4 8.5 2.3 KELVIN TA-SC 8 440 2 407 99.4 4038

31 Bayintnaung 39.4 8.5 2.2 KELVIN TA-SC 8 440 2 407 99.44 4018

32 Banyar Dala 40.1 9 2.5 MWM TBD 234 V8 397 2 452 76.2 DALLA 4203 340 1983

33 Banyar Oo 44.7 8.5 2.3 MWM TBD 234 V8 397 2 383 30 CHINA 4296 383.07 1995

34 Banyar Latt 44.7 8.5 2.3 MWM TBD 234 V8 397 2 383 30 4297

35 Bala Minhtin 44.7 8.5 2.3 MWM TBD 234 V8 397 2 383 30 4295

36 Bala Yarzar 44.7 8.5 2.3 MWM TBD 234 V8 397 2 443 30 4325 307.1 1996

37 Bala Kyaw Swar 44.7 8.5 2.3 MWM TBD 234 V8 397 2 443 30 4322

38 Bala Kyaw Thu 44.7 8.5 2.3 MWM TBD 234 V8 397 2 443 30 4323

39 Bala Kyaw Khaung 44.7 8.5 2.3 MWM TBD 234 V8 397 2 443 30 4321

40 Bala Ye Kyaw 44.7 8.5 2.3 MWM TBD 234 V8 397 2 443 30 4324

41 Bala Kyaw Htin 44.7 8.4 2.2 MWM TBD 234 V8 397 2 383 30 4291 383.07 1995

42 Wizaya 34.8 7.9 2.3 MWM TBD 234 V8 397 2 286 76.2 ENGLAND 4168 165.93 1945

43 Widuya 34.8 7.9 2.3 MWM TBD 234 V8 397 2 324 76.2 ENGLAND Steel 4156 165.93 1945

44 Wai Than Tayar 34.8 7.9 2.3 MWM TBD 234 V8 397 2 436 76.2 4121 1945

45 Wai Ponela 34.8 7.9 2.3 MWM TBD 234 V8 397 2 682 76.2 4091

46 Thidar-1 22.1 10.5 3.1 KELVIN TA-6 195 2 682 40.64 JAPAN 4059 140.71 1965

47 Anawyahtar 40.6 9.1 1.8 DORMAN LETCA 250 2 455 60 DALLA 4265 334.19 1945

48 Tapin Shwehti 41.3 9 1.8 DORMAN LETCA 250 2 720 60 4251 257.14 1945

49 Kyansitthar 40.6 9.1 1.8 DORMAN LETCA 250 2 742 60 4261 249.67 1945

50 May Kha 42.9 8.5 2.3 MWM TBD 234 V8 297 2 431 60 4288 381.99 1945

51 May Li Kha 48.5 8.8 1.8 MWM TBD 234 V6 279 2 532 120 4281 383.57 1992

52 Pyi Thar Yar 48.2 9.7 1.7 MWM TBD 234 V8 397 2 644 30 CHINA 4284 582.45 1994

53 Pyi Nyein Chan 48.2 9.7 1.7 MWM TBD 234 V8 397 2 644 30 4286 1994

54 Pyi Myanmar-1 48.2 9.7 1.7 MWM TBD 234 V8 397 2 644 30 4286 1994

55 Aung Ta Khun-7 37.6 6.9 2.3 MWM TBD 234 V8 397 1 168 120 4316 1996

56 Panmawadi-1 46.7 9.1 2.7 MWM TBD 234 V8 397 2 220 60 4289 672 1994

57 Panmawadi-2 46.7 9.1 1.8 MWM TBD 234 V8 397 2 220 60 4290 1994

58 Min Ye 48.5 8.8 1.8 MAN D2840 LE 324 2 515 80 DALLA Steel 4311 573.05 1996

59 Min Hla 43.6 8.8 1.8 MAN D2840 LE 458 2 412 60 4318 495.5 1996

60 Ro Ro-2 44.2 9.3 1.8 MWM TBD 234 V6 297 2 250 5513 136.55 1988
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61 Ro Ro-3 48.5 8.8 2.3 MWM TBD 234 V6 222 2 250 5531 275.75 1992

62 Ro Ro-4 45.2 9.1 1.8 MWM TBD 234 V6 297 2 250 DALLA 5498 136.55 1988

63 Yae Thu Ma Water Tender 40.9 6.5 2.4 VOLVO PENTA 255 1 254.08 JAPAN 5252 186.41 1962

64 Baydaryi Water Tender 40.9 6.5 2.4 VOLVO PENTA 255 1 254.08 5275 186.41 1962

65 Linn Swle Tug 19.7 5.1 2.1 YANMAR 80 1 ENGLAND 5165 59.72 1947

66 Yae Ye General 15.1 3.3 1.6 YANMAR 80 1 4184 20.32 1930

67 Byat 20 4.2 1.9 YANMAR 80 1 4166 46.37 1929

68 Yae Aye 17.9 3.5 1.6 AEC 9.6 120 1 2464 27.5 1921

69 Yae Kyew 26.9 6.9 1.7 DORMAN 250 1 220 60 5211 73.15 1966

70 Shwe Pyi Thit 33.3 3.9 1.8 MWM TBD 234 V8 397 2 89 - DALLA 4335 - 2004

71 Hti Hlaing Shin 39.7 9.3 1.8 MWM TBD 234 V6 297 2 433 276 4337 138.85 1945
 

 

Ayeyarwaddy 地域部 

Length Breadth Depth Passenger Cargo(tons)

1 Pwint Phyu Passenger/
Cum Cargo

Inland 40.6 10.3 1.7 DORMAN 250 2 723 140 ENGLAND Steel 4056 343.94 1956

2 Pyadarshin 40.6 10.3 1.7 DORMAN 6 LETCA 250 2 770 104.65 4048 1956

3 Pyadarpyan 40.6 10.3 1.7 MWM TBD 234 V 6 222 2 770 104.65 4002 1956

4 Pone Nyar 40.6 10.3 1.7 DORMAN 250 2 770 104.65 4129 1956

5 Pyi Thu 40.6 10.3 1.7 DORMAN 250 2 713 104.65 4134 1956

6 Pyi Myanmar-2 48.2 9.7 1.7 MWM TBD 234 V 8 397 2 644 30 4294 582.45 1995

7 Pyi Gyi Tagon-1 49.3 8.5 1.9 MWM TBD 234 V 6 281 2 364 100 4302 415.96 1996

8 Pyi Gyi Tagon-2 49.3 8.5 1.9 MWM TBD 234 V 6 281 2 364 100 4303 1996

9 Pyi Gyi Tagon-3 49.3 8.5 1.9 MWM TBD 234 V 6 281 2 364 100 4317 1997

10 Pyi Gyi Tagon-4 49.3 8.5 1.9 MWM TBD 234 V 6 281 2 364 100 4312 1997

11 Pauk Tan 39.4 10.3 1.7 DORMAN 6 LETCA 250 2 949 231.53 ENGLAND 4014 234.34 1949

12 Pan Taw 39.4 10.3 1.7 DORMAN 250 2 949 213.53 4031 1951

13 Pin Lone 39.4 10.3 1.7 DORMAN 6 LETCA 250 2 650 140 ENGLAND Steel 4030 1950

14 Padauk 39.4 10.3 1.7 DORMAN 6 LETCA 250 2 949 140 4119 1950

15 Padyne 39.4 10.3 1.7 DORMAN 6 LETCA 250 2 592 140 4005 1950

16 Paung Ti 39.4 10.3 1.7 MWM TBD 234 V 6 222 2 965 213.53 4143 1951

17 Pa Pa Win 30 7.9 1.4 MWM TBD 234 V 6 222 1 420 39.52 Jarminy 4058 125.7 1958

18 Padonemar 30 7.9 1.4 DORMAN 6 LETCA 200 1 420 39.52 4065 125.7 1957

19 Ponenar Pyan 30 7.9 1.4 MWM 272 1 420 39.52 4151 125.7 1958

20 Ta Pyi Wa 28.6 6.7 2.3 KELVIN TAS-6 195 1 280 50 JAPAN 4173 1955

21 Tine Lone Aye 28.6 6.7 2.3 6135 DIESEL 236 1 280 50 4107 1956

22 Tine Kyoe Saung 28.6 6.7 2.3 KELVIN TAS-6 195 1 280 50 4027 1955

23 Taw Thone 28.6 6.7 2.3 6135 DIESEL 236 1 280 50 4006 1955

24 Taw Thu Mei 28.6 6.7 2.3 KELVIN TAS-6 195 1 280 50 4033 1955

25 Han Thar Wadi 30.3 6.4 1.3 6135 JZD 140 1 307 60 ENGLAND 4157 110.95 1953

26 Yae Nagar(2) 29 7.1 1.6 VOLVO PENTA 120 AK 225 1 239 60 DALLA 4144 148.88 1992

27 Myit Thar 24.2 4.5 1.6 YANMAR 80 2 102 - ENGLAND 4067 94.18 1960

28 Shwe Kainnayi-1 34.5 7.9 1.9 MWM TBD 234 V8 397 2 100 - CHINA 4293 337.82 1996

29 Shwe Kainnayi-2 34.5 7.9 1.9 MWM TBD 234 V8 397 2 100 - 4306 1996

30 Shwe Kainnayi-3 34.5 7.9 1.9 MWM TBD 234 V8 397 2 100 - CHINA Steel 4307 1996

31 Kywe-32 21.8 4.9 1.8 YANMAR 80 2 - - ENGLAND 5240 1946

32 Kywe-40 21.8 4.9 1.8 AEC 9.6 120 2 - - 5176 1976

33 UD-64 21.2 3.6 1.3 MWM TD 226 112 1 - - DALLA 4216 - 1984

34 Soe Moe Aung 28.6 6.7 2.3 KELVIN TAS-6 195 1 280 50 ENGLAND 5139 152.4 1946

35 Z-116 46.6 9.4 1.8 VOLVO PENTA 250 1 - 150 5034 183.23 1979

36 Z-113 40.6 9.1 1.8 VOLVO PENTA 255 1 - 152.4 DALLA 5515 391.53 1991

37 Ba-6049 48.45 8.8 1.8 VOLVO PENTA 250 2 - 508 ENGLAND 4147 116.53 1949
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Chindwin 地域部 

LengthBreadth Depth Passenger Cargo(tons)

1 Pan Nwei
Passenger/
Cum Cargo

Inland 36.1 8.5 1.4 DORMAN 200 2 538 194.26 JAPAN Steel 4118 267.7 1966

2 Pan War 36.1 8.5 1.4 MWM TBD 234 V 6 200 2 538 194.26 4132 267.7 1966

3 Z-108 40.6 9.1 1.8 MWM 186 1 - 152.4 DALLA 5091 186.23 1973

4 Chan Nyein 30.3 7.3 1.4 MWM TBD 234 V 6 222 2 405 70 4053 165.93 1962

5 Chan Hla 30.3 7.3 1.4 MWM TBD 234 V 6 222 2 405 70 4152 165.93 1971

6 Chan Thar 30.3 7.3 1.4 MWM TBD 234 V 6 222 2 405 70 4043 165.93 1956

7 Thanlarwaddy 37.2 8.2 1.8 MWM TBD 232 V 8 281 2 250 60 CHINA 4300 331.71 1996

8 Thanlarwaddy 37.2 8.2 1.8 MWM TBD 232 V 8 281 2 250 60 CHINA 4301 1996

9 Thanlarwaddy 37.2 8.2 1.8 MWM TBD 232 V 8 281 2 250 60 4320 1997

10 Thanlarwaddy 37.2 8.2 1.8 MWM TBD 232 V 8 281 2 250 60 4326 1998

11 Thanlarwaddy 37.2 8.2 1.8 MWM TBD 232 V 8 281 2 250 60 4327 1998

12 Thanlarwaddy 37.2 8.2 1.8 MWM TBD 232 V 8 281 2 250 60 CHINA 4328 331.71 2000

13 Hinthar-1 30.3 6.4 1.2 DAF DKS 109 2 284 60 ENGALAND 4066 110.95 1953

14 Hinthar-2 30.3 7.6 1.2 SCANIA 90 2 284 60 4094 146.98 1976

15 CPB-16 18.1 4.2 1.2 SCANIAN 90 1 50 10 BELGIUM 4135 25.92 1966

16 CPB-17 18.1 4.2 1.2 SCANIAN 90 1 50 10 5326 25.92 1966

17 Kan Si 30.3 6.1 1.2 6135 JZD,MWM 188 H.P.112 2 275 60 DALLA 4201 149.3 1983

18 Kan Shin 30.3 6.1 1.2 6135 JZD,MWM 188 H.P.112 2 275 60 4202 149.3 1984

19 CPB-14 18.1 4.2 1.2 PERKINS 80 1 20.32 BELGIUM 5272 25.92 1965

20 Z-115 40.6 9.1 1.8 DEF DKS 231 1 - 152.4 DALLA 5533 159.09 1993

Registration
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Thanlwin 地域部 

Length Breadth Depth Passenger Cargo(tons)

1 Sein Min
Passenger/
Cum Cargo

Inland 28.5 6.6 2.2 MWM 195 1 280 50 ENGLAND Steel 4212 116.53 1948

2 Saw Ohnmar 28.5 6.6 2.2 MWM 195 1 280 50 ENGLAND 4164 116.53 1950

3 Sin Taw 28.5 6.6 2.2 MWM 195 1 280 50 ENGLAND 4153 116.53 1949

4 Swun Net 28.5 6.6 2.2 MWM 195 1 280 50 ENGLAND 4159 116.53 1950

5 Si Thu 28.5 6.6 2.2 MWM 195 1 280 50 ENGLAND 4208 116.53 1952

6 Sint Ku Min 28.5 6.6 2.2 6135 JZL 235 1 280 50 ENGLAND 4213 116.53 1950

7 Sakaw 28.5 6.6 2.2 MWM 195 1 280 50 ENGLAND 4029 116.53 1949

8 Sat Kyie 28.5 6.6 2.2 6135 JZLCa 235 1 280 50 ENGLAND 4106 116.53 1948

9 Z-103 40.6 9.1 1.8 MWM TBD 232 V 6 195 1 539 152.4 ENGLAND 4216 186.23 1946

10 Thameinbayan 40.6 9.1 1.8 MWM TBD 232 V 6 222 1 923 152.4 SINMALIKE 4566 186.23 1946

11 Z-106 40.6 9.1 1.8 DORMAN 250 1 152.4 ENGLAND 5086 186.23 1946

12 Z-104 40.6 9.1 1.8 VOLVO PENTA 255 1 - 152.4 ENGLAND Steel 5123 186.23 1979

13 Z-101 40.6 9.1 1.8 MWM TBD 232 V 6 214 1 - 152.4 5285 186.23 1983

14 Yae Bawell-3 33.3 7.1 1.6 VOLVO PENTA 255 1 403 100 SINMALIKE 4278 159.09 1992

15 Yae Bawell-1 29.8 7.4 2.1 VOLVO PENTA 255 1 403 100 5514 159.09 1992
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Rakhine 地域部 

LengthBreadthDepth Passenger Cargo(tons)

1 Danyawaddy-1
Passenger/
Cum Cargo

Inland 44.2 7.9 2.6 MWM TBD 234 V 8 324 2 350 60 China Steel 4298 288.6 1996

2 Danyawaddy-2 44.2 7.9 2.6 MWM TBD 234 V 8 324 2 350 60 China 4299 288.6 1996

3 Danyawaddy-3 44.2 7.9 2.6 MWM TBD 234 V 8 324 2 350 60 China 4305 288.6 1996

4 Ahlinyaung 30.3 6.1 2.4 KELVIN TA-6 195 1 156 121.92 ENGLAND 4128 132.79 1957

5 Ah Swe Taw 30.3 6.1 2.4 KELVIN TA-6 195 1 156 121.92 4257 132.79 1957

6 Ah Laung Pha Yar 30.3 6.1 2.4 KELVIN TA-6 195 1 156 121.92 4127 132.79 1957

7 Khayaing 28.9 6.5 2 MWM TBD 234 V 6 272 1 306 40 4256 102.27 1948

8 Hanthar 27.9 6.5 2.1 DORMAN 250 1 308 40 4023 83.96 1946

9 Aung Tagon-1 37.6 6.9 2.3 MWM TBD 234 V 8 397 1 120 120 China 4308 276.32 1996

10 Aung Tagon-2 37.6 6.9 2.3 MWM TBD 234 V 8 397 1 120 120 4309 276.32 1996

11 Aung Tagon-3 37.6 6.9 2.3 MWM TBD 234 V 8 397 1 120 120 4310 276.32 1996

12 Aung Tagon-4 37.6 6.9 2.3 MWM TBD 234 V 8 397 1 120 120 China Steel 4313 276.32 1997

13 Aung Tagon-5 37.6 6.9 2.3 MWM TBD 234 V 8 397 1 120 120 4314 276.32 1997

14 Aung Tagon-6 37.6 6.9 2.3 MWM TBD 234 V 8 397 1 120 120 4315 276.32 1997

15 Yee Kyaunt 28.9 7.1 1.6 DORMAN 250 1 - 60 ENGLAND 5119 73.15 1990

16 Z-109 Cargo 40.6 9.1 1.8 DORMAN 250 1 - 152.4 5376 183.23 1945
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貨物部

LengthBreadthDepth Passenger Cargo
(tons)

1
Mya Ayear Passenger/

Cum Cargo
Inland 60.6 9.7 2.2 MAN D 2842 LE 540 2 803 350 ENGLAND Steel 4008 434.3 1951

2 Mya Mala 60.6 9.7 2.2 NISSAN REIO 563 2 816 400 4081 1992

3 Myat Thanda 61.1 10.9 2.2 MWM TBD 234 V 12 500 2 300 300
CHINA

4294 863.84 1996

4 Ba-8005 Cargo Inland 60.6 9.7 2.2 HINO EF 750 250 2 - 350
CHINA

Steel 4046 863.84 1991

5 Ye Na Yar-2 40.6 9.0 1.8 VOLVO PENTA TD 120 AK 250 1 142 152.4 SINMALIKE 4163 136.62 1992

6 Toe Pwar 28.6 6.7 2.2 KELVIN TA-6 195 1 280 50 ENGLAND 5565 112.17 1996

7 KaTha-017(508 24.6 6.2 2.2 DONG - FENG 1 121.92 SINGAPORE Steel 508 52.69 1979

8
Ba-811 56 10.3 2.6 VOLVO PENTA TD 120 AK 250 1 508.13 DALLA 5011

9
L-4 51.5 7.6 2.5 ROLL SROYCE 246 1 308 ENGLAND 5009 303.68 1967

10
L-5 51.5 7.6 2.5 MWM TBD 234 V 6 250 1 308 5036

11
L-6 51.5 7.6 2.5 DPRMAN 6 LETCA 250 1 308 ENGLAND 5172 303.68 1966

12 L-8 51.5 7.6 2.5 ROLL SROYCE 246 1 308 ENGLAND Steel 5278 303.68 1966

13
Z-110 40.6 9 2.5 MWM TD 232 215 1 152.4 5034 183.23 1946

14
Z-111 40.6 9 1.8 DORMAN 6 LETCA 250 1 152.4 5307 1985

15
Z-117 40.3 9 1.8 MWM TBD 234 V 6 297 1 150 5549 144.36 1994

16
Z-105 40.3 9 1.8 VOLVO PENTA TD 120 AK 255 1 150 DALLA 5167 183.23 1946

17 Moe Oo 34.5 6.7 2.2 DORMAN 6 LETCA 250 1 203.2 5118 146.3 1967

18
Tha Ta-001 44.2 9 1.8 VOLVO PENTA TD 120 AK 250 1 250 5291 138.85 1990

19 Tha Ta-003 44.2 9 1.8 VOLVO PENTA TD 120 AK 250 1 250 5429 1990

20
Moe Sa Pal Tanker 36.8 6.3 2.6 KELVIN TA-6 285 1 250 5284 203.2 1982

21
Nan Da Cargo/Tug 33.3 6.1 2.4 KELVIN TA-6 195 1 121.92 ENGLAND 5033 125.58 1947

22
Na Gar 33.3 6.1 2.4 KELVIN TA-6 195 1 121.92 5302 1948

23
Yan Aung 30.3 6.1 2.4 KELVIN TA-6 220 1 121.92 ENGLAND 5041 125.58 1948

24 Yan Aye 30.3 6.1 2.4 KELVIN TA-6 220 1 121.92 5162 1948

25
Yan Shin 33.3 6.1 2.4 KELVIN TA-6 220 1 121.92 5276 1947

26
Yu Gan 33.3 6.1 2.4 KELVIN TA-6 195 1 121.92 5000 1948

27
Yan Pyo 30.3 6.1 2.4 KELVIN TA-6 220 1 240/120 5187 1948

28
Nga Yant 30.3 6.1 2.1 KELVIN TA-6 220 1 240/120 Japan Steel 5133 108.1 1958

29 Nga Kyi 30.3 6.1 2.1 KELVIN TA-6 220 1 240/120 5100 1958

30
Nga Pu Tin 30.3 6.1 2.1 6135 JZCa 195 1 240/120 5136 1958

31 Nga Tan 30.3 6.1 2.1 6135 JZCa 195 1 240/120 5113 108.1 1958

32
Nga Htwe 30.3 6.1 2.1 AKASKA 210 1 240/120 5143 108.1 1969

33
Nga Pote
Thin

30.3 6.1 2.1 KELVIN TA-6 220 1 240/120 5063 108.1 1969

34
Sa Kha-1 32.8 6.1 1.8 KUBOTA M 6 D 17 BHS 330 1 240/122 5222 135 1981

35
Sa Kha-2 32.8 6.1 1.8 KUBOTA M 6 D 17 BHS 330 1 240/122 5223

36 Sa Kha-4 32.8 6.1 1.8 KUBOTA M 6 D 17 BHS 330 1 240/122 5225

37
Sa Kha-5 32.8 6.1 1.8 KUBOTA M 6 D 17 BHS 330 1 240/122 Japan 5226 135 1981

38
Sa Kha-6 32.8 6.1 1.8 KUBOTA M 6 D 17 BHS 330 1 240/122 5227

39
Sa Kha-8 32.8 6.1 1.8 NISSAN RE-10 330 1 240/122 5229

40 Sa Kha-9 32.8 6.1 1.8 NISSAN RE-10 330 1 240/122 5230

41
Sa Kha-10 32.8 6.1 1.8 NISSAN RE-10 330 1 240/122 5231

42 Sa Kha-11 32.8 6.1 1.8 HINO EF-750 330 1 240/122 5232

43
Sa Kha-12 32.8 6.1 1.8 HINO EF-750 330 1 240/122 5233

44
Sa Kha-13 32.8 6.1 1.8 HINO 750 330 1 240/122 Japan Steel 5234 135 1981

45 Ba-6022 48.45 8.8 2.2 DORMAN 6 LETCA 250 1 508 HongKong 5475 391.53 1985

46
Ba-6012 48.45 8.8 2.2 DORMAN 6 LETCA 250 1 508 5400 1985

47 Ba-6019 48.45 8.8 2.2 DORMAN 6 LETCA 250 1 508 5466 1985
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48 Myoe Koung 30.3 6.1 1.9 ROLLSROYCE C 6 TFL 246 1 81.2 England 5237 125.58 1968

49 Sin Pyoung-1 Tug 36.4 9.1 2.4 KELVIN TA-SC-8 440 2 1600 5117 217.05 1956

50 Sin Hine-1 24.8 7.3 2.3 MWM TBD 234 V 8 333 2 1000 DALLA 5502 75.24 1990

51 Sin Hine-2 24.8 7.3 2.3 MWM TBD 234 V 8 397 2 1000 5518 75.24 1992

52 Sin Hine-3 27.9 7.6 2.9 MWM TBD 234 V 8 397 2 1000 DALLA 5566 75.24 1997

53 Sin Hine-4 27.9 7.6 2.9 MWM TBD 234 V 8 397 2 1000 5567 75.24 1997

54 Sin Hine-5 27.9 7.6 2.9 MWM TBD 234 V 8 397 2 1000 5568 75.24 1998

55 Kyant-2 25.4 6.1 2.1 MIRRLESS BLACK STONE 325 2 - ENGLAND 5004 87.56 1946

56 Kyant-10 25.4 6.1 2.1 MWM TBD 234 V 8 397 2 - 5052

57 Kyant-16 25.4 6.1 2.1 MWM TBD 234 V 8 397 2 - 5024

58 Kyant-18 27.5 6.3 2.1 MWM PH 435 S 360 2 - DALLA 5053 1969

59 Kyant-19 27.5 6.3 2.1 MWM TBD 234 V 8 397 2 - 5214 1970

60 Kyant-20 27.5 6.3 2.1 MWM RH 435 S 360 2 - DALLA Steel 5026 87.56 1973

61 Kyant-21 27.5 6.3 2.1 MWM TBD 234  V 8 397 2 - SINMALIKE 5148 1974

62 Kywe-5 21.8 4.9 1.8 HINO F 17 D 250 2 - ENGLAND 5032 1946

63 Kywe-12 21.8 4.9 1.8 HINO ED-100 250 2 - 5474 55.04 1946

64 Kywe-13 21.8 4.9 1.8 HINO EF-550 250 2 - 5299 55.04 1982

65 Kywe-43 21.8 4.9 1.8 HINO EF-750 250 2 - 5008 55.04 1976

66 SinKaLay-1 24.8 4.9 1.8 HINO EF-750 250 2 - CHINA 5550 59.57 1995

67 SinKaLay-2 24.8 4.9 1.8 HINO EF-750 250 2 - CHINA 5551 59.57 1995

68 SawNanda 28.5 6.6 2.2 HINO EF-750 250 2 280 50 ENGLAND 4070 116.53 1948

69
Ye Nayar-1 Passenger/

Cum Cargo
40.6 9 1.8 VOLVO PENTA 250 1 142 152.4 SINMALIKE 4206 136.62 1992

70 Ye Nagar-1 Cargo 29 7.1 1.6 VOLVO PENTA 225 1 60 5215 148.88 1991

71 Ye Bawei-2 33.6 7.1 1.6 VOLVO PENTA 255 1 100 5522
159.09 1992

72 Ye Bawei-4 33.6 7.1 1.6 YANMAR 80 4 100 AHLONE 4279 159.09 1992

73
Z-107 40.6 9.1 1.8 MWM 297 1 152.4 AHLONE 5094

1946

74 Z-114 41.3 9 1.8 DORMAN 250 1 152.4 5140
1946

75 Z-112 41.3 9 1.8 MWM 214 1 152.4 AHLONE Steel 5304 159.09
1984

76 Z-102 40.6 9.1 1.8 DORMAN 250 1 - 152.4 ENGLAND 5386 186.23 1986

77 Kywe-30 Tug 21.8 4.9 1.8 HINO EF 750 250 2 - -
ENGLAND 5288 55.04 1976  
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5-4 DMA との会議議事録 

M E M O R A N D U M 

  

Date: 20 July 2012 

Place: Department of Marine Administration (DMA), Ministry of Transport,  

 Dawbon Township, Yangon 

Presence: Capt. Htay Win, Director, DMA 

 Mr. Win Thein, Deputy Marine Superintendent, IWT 

 Mr. Toyonori Watanabe, Project Manager, Fisheries Engineering Co., Ltd 

Subject: JICA Project for Upgrading Ferryboat in Yangon City (New Dalla Ferry 

Project) 

 

Discussions 

 

1. NK class survey 

The new ferries are to be built under the NK class survey. 

MDA is to issue “Letter of Authorization” to the NK classification approving NK to 

inspect the Myanmar flag vessel on behalf of the MDA. 

 

2. Inspection during construction 

MDA ship inspector will visit the shipyard two times: first during construction and 

second at the sea trial. 

 

3. Transportation of the new ferries from Japan to Myanmar 

(1) The new ferries are built in Japan under the Japan’s grant aid system, and must be 

delivered direct to IWT and registered under the Myanmar flag. Therefore, the 

ferries cannot be registered under the Japanese flag.  

(2) The new ferries must be registered provisionally in Myanmar flag in Japan and 

sail the ocean from Japan to Myanmar flying the flag of Myanmar. Upon arrival at 

Yangon, the provisional certificate of registry becomes invalid and a permanent 

registry takes over. 

(3) DMA does not allow inland water vessels of Myanmar flag sailing the ocean even 

in single voyage permission. 

(4) To allow the new ferries of the Myanmar flag sailing the ocean by their own 

propulsion from Japan to Myanmar, the new ferries are to have NK class report 
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showing that the ferries are seaworthy as the seagoing vessel. Following shall be 

considered for the purpose. 

a) The new ferries are to be designed, constructed and outfitted as the seagoing 

vessel. The ferry construction is to be satisfying seagoing vessel standards. 

Safety radio apparatus may have to be according to the GMDSS, which does 

not apply to the inland water vessels. 

b) The new ferries are to be manned by 6 Japanese crews comprising 3 deck 

officers and 3 engineer officers, all having international STCW license. Those 

crews are to be registered in Myanmar beforehand.  

c) The new ferries are to carry satellite communication equipment, which allows 

the sailing ferries to acquire weather forecast, and to communicate with Japan 

on voice and internet. 

d) The ferries are to sail in convoy, and take a course near the coast outside 

territorial waters allowing the new ferries to refuel and to escape to the haven 

port in special cases in the sea. 

e) The new ferries are to be fully insured for the hull and personnel on board. 

f) All costs necessary to transport the new ferry from Japan to Myanmar by their 

own propulsion, i.e. crew cost, crew registration cost, fuel, lube oil, water, food, 

satellite communication, etc. are to be borne by the Japan side, i.e. at the 

shipbuilder’s cost. 

4. Certificates to be issued by the Myanmar side 

MDA is to issue a provisional certificate of registry, single voyage permission, radio 

station license and GMDSS number as necessary, for each ferry. 

 

------------------------ 

 

On 20 July 2012 in Yangon 

 

Recorded and submitted by 

 

 

________________________________ 

Toyonori Watanabe 

Project Manager, Fisheries Engineering Co., Ltd., Tokyo 
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5-5 ipay カードシステム 

 

ダラーフェリーで使用開始された ipay カードについて 

 

近ダラーフェリーでも使用が開始されたアイペイ（ipay）カードシステムは、NFC (Near 

Field Communication) 支払いシステムであり、日本国内でも使われている RFID 非接触型（SUICA

など）と同様のものである。 

 

「ミ」国における ipay は、バス運行会社である Kispanadi Express Co., Ltd.（Yangon、半官半

民）が2012年3月15日より特定区間”Ban Doo La”の片道のみの試験運用を始めたのが 初で

ある。 

 

バスに引き続き6月1日より IWT のフェリー

ボートで ipay の運用が始まった（右図、パン

ソダン乗り場）。未だ始まったばかりの新シス

テムで、我々が見ている範囲では、使用して

いる人を見かけなかった。 

 

カードはバス、フェリーの他鉄道、スーパ

ーマーケットでも利用拡大が計画されている。 

 

カードは一人1枚のみ購入でき、購入時には個人情報を登録する。カードを300Ks で購入

し、1,000から100,000Ks までをチャージできる。安全上5,000Ks 以上は暗証番号（4桁）が必要。

カードは 低限700Ks の残金が必要で、100Ks 以下になると使用できなくなる。 

 

Ipay システムソフトはインドとミャンマの IT 企業専門家により作られた。カードから減

額される支払いデーターは、アイペイ機械を通して即時コンピュータへ送られ決済される。

データーケーブルがない場合は Wi-Fi で送られる。 
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